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１）平成 20 年度業務の内容 

 

平成 19 年度調査では、土地利用・環境づくりに関連する４分野（拠点形成、住宅地、都

市拠点、環境・公園）の計画づくりの方向を検討し、意見交換の「たたき台」となる「キッ

クオフレポート」を作成した。 

本年度調査においては、キックオフレポート踏まえて「事例集」を作成し、有識者や地権

者等との意見交換を行い、土地利用・環境づくりに関する計画づくりに向けて幅広く意見を

聴取した上で、「土地利用・環境づくりの方針案」及び「計画開発」の計画例の作成を行った。 

 

① 県民・市民・地権者等との意見交換 

・ 県民・市民・地権者等との意見交換を行い、計画方針の取りまとめに必要となる重要課

題に関する検討を深めた上で、跡地利用に導入する「取組のメニュー」を選定した。 

― 県民フォーラムの開催 

― 有識者からの意見聴取 

― 「事例集」の作成にもとづく地権者等との意見交換 

 

②「土地利用・環境づくり方針案」の作成 

・ 「全体計画の中間取りまとめ」に向けた第一歩として、土地利用・環境づくりに関連す

る分野別の計画方針を取りまとめた。 

― 土地利用にかかる計画方針 

― 環境づくりにかかる計画方針 

― （仮）普天間公園の整備方針（試案） 

― 都市空間構成にかかる計画方針 

― 土地利用方針図 

 

③ 「計画開発」の計画例の作成 

・ 関係者との意見交換を進め、計画づくりを促進するために、「計画開発」の具体的な開発

イメージを表した計画例を作成した。 

 

④ 審議委員会の開催 

・平成 21 年２月 27 日  審議委員会開催 

資料－１ 本調査において実施した業務の概要 
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２）調査業務実施工程（平成 20 年度） 

 

 検討作業 会議 

平成18年 

９月 

 

 

 

第１回ワーク 

 

10月 

 

 

 

第２回ワーク 

 

11月 

 

 

 

第３回ワーク 

 

12月 

 

 

 

 

平成19年 

１月 

 

 

 第４回ワーク 

 

第３回県民フォーラム 

 

２月 

 

 

 
第５回ワーク 

第６回ワーク 

審議委員会 

 

３月 

 

 

  

 

●県民・市民・地権者等との意

見交換 

 

 

 

 

 

 

 

 

●「土地利用・環境づくり方針

案」の作成 

●「計画開発」の「計画例」の

作成 

 

■準備 

【意見交換会】 

― 人選 

― 計画のメニュー検討 

等 

【県民フォーラム】 

― テーマ選定、人選等 

■意見交換会の実施 

― 有識者、地権者 

■県民フォーラムの実施 

■土地利用・環境づくり関連

分野にかかる情報収集・分

析 

― 振興拠点、住宅地、都

市拠点、環境・公園 

■供給処理分野にかかる既

定計画等のレビュー 

■その他分野にかかる予備

的な情報収集 

― 都市基盤、周辺市街地

等 

 

■計画条件図の作成 
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１）日時、場所 

 

○ と き ： 平成 21 年２月 27 日（金）、14:30～16:30 

○ ところ ： カルチャーリゾートフェストーネ 
 

２）出席者（敬称略） 

 

○ 委員 

尚弘子              ／琉球大学名誉教授 

黒川洸              ／東京工業大学名誉教授 

池田孝之             ／琉球大学工学部教授 

上間清              ／琉球大学名誉教授 

福島駿介             ／琉球大学名誉教授 

宮城隼夫             ／琉球大学副学長 

富川盛武             ／沖縄国際大学学長 

平良哲（代理：保坂好泰）     ／（財）沖縄観光コンベンションビューロー会長 

冨田祐次             ／(財)海洋博覧会記念公園管理財団理事長 

知念榮治（代理：山城勝）     ／沖縄県経営者協会会長 

荻堂盛秀（代理：當山靖博）    ／沖縄県商工会連合会会長 

國場幸一             ／沖縄県商工会議所連合会会長 

大城弘道             ／沖縄県情報通信関連産業団体連合会会長 

仲村信正             ／日本労働組合総連合会・沖縄県連合会会長 

大城節子             ／（社）沖縄県婦人連合会会長 

小渡玠（代理：野中正信）     ／宜野湾市商工会会長 

宮城勝子             ／宜野湾市婦人連合会会長（婦人） 

大川正彦             ／普天間飛行場の跡地を考える若手の会会長 

又吉信一             ／宜野湾市軍用地等地主会会長 

佐喜真祐輝            ／宜野湾市軍用地等地主会副会長 

○ オブザーバー 

槌谷裕司             ／内閣府大臣官房審議官 

仲村吉広             ／内閣府跡地利用促進室長 

○ 事務局 

平良宗秀、當銘健一郎、比嘉悟   ／沖縄県 

安里猛、山内繁雄、城間盛久、新垣勉／宜野湾市 
 

３）配布資料 

 

資料－１ 沖縄県の基本構想の策定スケジュール等について 

資料－２ 跡地利用計画策定に向けた取り組みの進捗状況 

資料－３ 跡地利用計画策定に向けた関連調査の概要 

資料－４ 本年度調査の概要 

資料－２ 普天間飛行場跡地利用計画策定審議委員会の記録 
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４）質疑内容（発言順、敬称略） 

 

黒川副会長：昨年度に比べて具体性が増し、地権者にも分かりやすくなった印象がある。気に

なる点は、「環境」という言葉の使い方で、洞爺湖サミットなど現在の「環境」にかか

る話題は『低炭素社会』が主であり、京都議定書を踏まえて二酸化炭素を削減するこ

とが我が国、世界に求められていることである。例えば、スウェーデンの工場跡地

26ha では「化石燃料ゼロ」のまちづくりに取り組んでおり、世界の人々が見にきて

いる。普天間跡地でも『二酸化炭素削減に向けた環境』の先進的な地域に向けて、化

石燃料を極力使わない徹底した環境の取り組みが望まれる。 

上間委員：①跡地利用計画の策定予定年度は如何に。 

②跡地利用計画策定に向けた取り組み（資料２）に、基本方針の位置づけが明記され

ていない。分野別計画の検討は、基本方針が前提条件になっているのではないか。 

事務局：①跡地利用計画は、行動計画において「返還の３～４年前までに策定する」こととし

ているが、返還時期が見えないため具体的な策定予定年度を示すことができない。逆

に跡地利用計画を策定してしまうと、３～４年後に返還されると見られる可能性もあ

るため返還予定年度の記載は割愛させて頂いた。 

②行動計画において、基本方針に基づいて跡地利用計画を策定していくための手順、

方法等を示している。各分野ごとの検討項目・内容は、基本方針にそっていると理解

している。 

池田委員：①分野別計画は全体計画のコンセプトの中で如何なる関係にあるかが重要と考える。

これを確認した上で分野別計画を整理した方が分かりやすいのではないか。 

②「集落空間再生住宅」が気になる。このような住宅地は誰が開発して、誰が住むの

か。気持ちは分かるが、現実離れしているのではないか。現代的なものと融合させる

点が見えない。 

③（仮）普天間公園は、中南部都市圏の人々に役立つものとするためには 100ha で

も小さい印象がある。より大規模にするという意気込みがほしい。 

④交通に関しては、土地利用方針図だけでは分からない。公共交通軸や交通拠点とい

う言葉がでてくるが、何処にどの様に入れていくかは重要な話題と考える。 

事務局：①分野別計画は、行動計画の中で整理し、県・市の各部局に振り分けて検討している。

中間とりまとめでは、これらを全体計画としてまとめていきたい。 

②旧集落の再生は、基本方針における「旧並松街道や旧集落の再生」を受けたもので

あり、現代の生活とも両立できる集落が再生できないかという観点で計画例として提

案させて頂いた。誰がやるかは大きなテーマであるが、多様な人々に住んでもらえる

ように旧集落の良さを取り入れながら現代の生活に対応した整備ができないかと考え

ている。 

③（仮）普天間公園 100ha は、広域緑地計画において 100ha 以上と位置づけられ

ており、具体的な検討を進める中で規模が決まってくるのではないかと考えている。 

④交通については、今後、県の交通政策部門にお願いして調査を行っていきたい。中

部縦貫道路や宜野湾横断道路は、ルート・構造形式などが決まっていない中で、今回

はイメージを示している。計画が具体化した段階でより詳細な図等でご説明したいと

考えている。 
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福島委員：①沖縄 21 世紀ビジョン（仮称）は、2014 年より先の内容も入れ込んでほしい。

地方分権の中で、計画開発を公共と民間がどのように分担していくかを踏まえると

2014 年より先のことも展望しておくことが望ましいのではないか。 

③計画開発の例は事例か。基本計画の絵としては生々しいと感じるが、どのような経

緯でこのような絵が出されることになったか。 

事務局：①普天間の場合は長期的な事業になるだろうが、今段階で 2030 年までの将来を展望

できていないため、2014 年度のことを説明したということで理解願いたい。公共と

民間の棲み分けは、貴重な意見として今後考えていきたい。 

②計画例は事例ではなく、普天間のこういう場で、このようなイメージの計画例はど

うかということを示したものである。地権者の方々との意見交換を具体的に進めるた

めの「たたき台」として提示させて頂いた。 

尚会長 ：パブリックインボルブメントで、昔の土地に戻りたいという地権者の方々の意向を

念頭に置きながら、一つの計画例として考えて頂きたい。 

小渡委員（代理：野中）：①周辺市街地との連動性をもった計画を返還前に整理できないか。宜

野湾市では、普天間飛行場があるがゆえに周辺のまちづくりが非常に遅れている。特

に幹線道路整備が遅れている。 

②現普天間基地の滑走路には相当のコンクリートが入っていると聞いている。このコ

ンクリートの処理方法なども同時に考えてほしい。 

③沖縄コンベンションセンターだけでは不十分であり、跡地にこれと連動した施設を

整備することも一つの方向と考える。 

事務局：①滑走路、土壌汚染等の原状回復は法律上、国の責任で実施することになっている。

現在は基地への立ち入り調査ができていないが、今後、各種情報が明らかになってく

る段階で手法等がでてくるだろう。 

②「観光振興拠点地区」の中に既存コンベンション施設を補完し、一体利用による機

能強化を図る施設整備を示しており、このようなことも考えている。 

富川委員：①跡地利用計画策定に向けた平成 21 年度の調査は、商業分野別の立地モデルや産

業面の検討も行ってほしい。 

②「観光振興拠点地区」などでは、５～10 年先の観光を見据える必要がある。今後

の「観光」は、世界一の安心・安全、環境、教育などへの対応が必要であり、将来の

ニーズに対応した次元の高い「観光」とは如何なるものかを検討すべきではないか。 

尚会長 ：世界一の安全・安心は、いろいろな面で考慮すべき事柄であろう。 

大城委員：箱物に行くまでの使いやすい交通体系整え、幼児～高齢者などの交通弱者が移動し

やすく、何時でも・誰もが利用しやすい施設整備をお願いしたい。まずは地権者の方々

の意見を取り入れることをしっかり行い、宅地であるのか、農地であるのか、産業地

であるのかなども考えながら振興策を検討することが必要ではないか。 

大川委員：本年度調査で具体的イメージが示されたが、これでいいのかという心配もある。行

動計画の中で８分野の検討をすることになっており、若手の会でもそれらについて検

討をしている。平成 22 年度までに中間取りまとめを行うこととされているが、それ

までに全８分野について地元の意見を取りまとめられるか心配である。中間とりまと

めには地権者や地元住民の意見を十分反映してほしい。 

又吉委員：①返還の時期が決まらないので、これまで地権者の関心が高まってこなかった。今
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回イメージ図が提示されたことは進歩であるが、イメージだけが先行しないように配

慮してほしい。 

②米軍再編のロードマップで嘉手納以南の返還が示されたが、地権者の懸念は、普天

間で財政的な担保がとれるかということである。まちづくりによる県民・市民・地権

者等への経済効果をだして、ビジョンを作成して頂きたい。 

事務局：普天間飛行場跡地の計画づくりについては、長期的・持続的な中で需要を見据えて弾

力的に変更していく仕組みづくりを考えている。このような中で、取り組みのスケジ

ュールは、行動計画に示されるように、今後の返還スケジュール等を踏まえて目標年

次を見定めていく。また経済関連については、「需要の創出」という観点も考えている。

今後とも様々な材料を提供し、地権者の方々の意見を伺いながら関係者が連携して取

り組んでいきたい。 

槌谷オブザーバー：普天間飛行場の移設・返還については、平成 18 年の日米合意に基づいて

官房長官ヘッドのもとで協議会を進めている。沖縄振興特別措置法のなかでも移設・

返還を見据えた跡地の利用について取り組んでおり、本日のご意見を受け止めて、し

っかり取り組んでいきたい。 

黒川副会長：基地の返還時期が分からないことは、各関係者が試行錯誤しながら、それぞれの

立場で人生設計をしていく十分な時間があるとも考えることができる。この試行錯誤

の過程が重要であり、自分のおよげる幅を見つけていくことが一つの着地点ではない

か。 

 

以上 
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１）日時・場所 

○ と き ： 平成 20 年 ９月 25 日（木） 14：00 ～ 16：00 

○ ところ ： 沖縄県庁６階第１会議室 

  
２）出席者（敬称略） 

○ 沖縄県知事公室基地対策課 當銘副参事、禰覇主幹、比嘉主幹、嘉川主任技師 

○ 宜野湾市基地跡地対策課 新垣係長、高江洲主任技師、塩川主事 

○ 都市みらい推進機構 稲岡部長 

○ 日本都市総合研究所 荒田、村山 

○ 群計画 小橋川 

○ 玉野総合コンサルタント沖縄支店 盛田課長、水野係長 

 

３）議題 

○ 20 年度実施計画について 

○ 県民フォーラムについて 

 

４）配布資料 

○ 実施計画書（案） 

○ 県民フォーラムに向けてのスケジュール等 

 

５）意見交換内容 
 

① 実施計画書（案）について 

・ 今年度調査が行動計画のどの段階かが分かるようにしてほしい。 

・ 普天間跡地で早く市街化するためには、計画開発が必要だろう。様々な呼びかけをして、

那覇新都心程度の計画開発ができれば良いのではないか。 

・ 昨年度調査の「事例集」は地権者懇談会や若手の会で活用することを想定している。若

手の会では、「振興拠点」、「住宅地」、「都市拠点」、「環境」の４分野の検討を進めており、

来年１月にはその成果を提案としてだしたいと考えている。 

・ 市で予定している今年度の周辺市街地関連調査は、既往調査のレビュー程度になるだろ

う。 

・ 有識者等との意見交換については、国営公園化をアドバイスしてくれる人材がいないか。

今後は国営公園化の可能性を徐々に詰めていく必要があり、例えば首里城の国営公園化の

経緯を調べてみることも一法ではないか。 

・ 今年度は「計画条件図」をベースに、全体的なゾーニング程度までは行いたいと考えて

資料－３ ワーキング部会の記録 

■ ワーキング部会（第１回） 
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いる。 

・ 調査実施体制（７ページ）に各社の役割分担を示してほしい。 

 

② 県民フォーラムについて 

・ 今年度調査成果の「方針案」や「モデルプラン」は、県民フォーラムで提案するか。 

⇒ これまでの県民フォーラムでは、同年実施した調査成果を提案という形で提示したこ

とはない。 

・ フォーラムでは 19 年度の調査成果を紹介してはどうか。また、今年度のテーマは県民

に感心の高い「交通」として、パネルディスカッションを行うこととしたい。12 月には

モノレール延長の内示がでるので、１～２月に県民フォーラムを実施すればその話にも触

れられるだろう。 

・ 講演者は、次回ワークで各自が案をもちよって決めたい。 

 

③ その他 

・ 各種情報の提供、他調査会議への参加をお願いしたい。 

― 文化財データベースの基礎情報等の提供（市） 

― 交通にかかわる最新情報の入手・提供（県） 

― 本調査担当が意向醸成調査等に参加し内容を把握すること（市） 

・ 今年度は地権者以外からも意見を伺う場を設けたい。 

⇒ 「ねたてのまちベースミーティング（ＮＢミーティング）」は幅広い方々が参加してい

るので、その場を活用できるだろう。 

 

以上 
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１）日時・場所 

○ と き ： 平成 20 年 10 月 8 日（水） 15：30 ～ 17：00 

○ ところ ： 沖縄県庁４階基地対策課分室 

  
２）出席者（敬称略） 

○ 沖縄県知事公室基地対策課 當銘副参事、禰覇主幹、比嘉主幹、嘉川主任技師 

○ 宜野湾市基地跡地対策課 新垣係長、高江洲主任技師、塩川主事 

○ 都市みらい推進機構 － 

○ 日本都市総合研究所 荒田 

○ 群計画 大門研究員 

○ 玉野総合コンサルタント沖縄支店 加塚技術部長、伊藤課長、水野係長 

 

３）議題 

○ 県民フォーラムについて 

○ 意見交換会について 

 

４）配布資料 

○ 有識者の候補 

 

５）意見交換内容 
 

① 県民フォーラムについて 

・ テーマは、「交通系」、「軌道系」とする。（前回ワーキングの確認） 

・ 「交通系」、「軌道系」の対象は、広域交通、域内交通の両方とする。 

・ フォーラムの形式は、前回と同じく、基調講演、パネルディスカッションで構成する 

・ 開催日程は、平成 21 年 1 月 26 日の週のいずれかとする。 

・ 基調講演の人選 

矢島 隆氏を第一候補とし日程等調整する。（ゆいれーるシンポ基調講演実績有り） 

・ パネラーの人選（女性を含め、4 名とする。） 

 

② 意見交換会について 

・ 意見交換会は、産業・緑化・観光・景観・伝統集落、供給処理施設をテーマとして、有

識者候補を選出する。 

・ 産業：地方都市で成功している事例関係者等を検討 

・ 産業は、スービックに進出している日本企業に対して沖縄県の駐留軍跡地への進出をヒ

アリングしてみたい。 

・ 県内に進出している企業に対して沖縄での優位性をヒアリングしたい。しかし、対象と

なる企業はあるのか。要検討。 

・ 景観は、各跡地がどのような景観がふさわしいかを議論したい。 

■ ワーキング部会（第２回） 



 48

・ 伝統集落空間再生は、すべてを再生するのではなく、使える伝統をあらたに作る視点と

する。 

・ 並松街道は、ぜひ復元したい。 

・ 供給処理施設（処理場）は、市街地内の環境に配慮したよい事例を集めたい。配置場所

は、中央部であり普天間公園内などが考えられる。 

・ 普天間公園については、現地保存の文化財を包含する必要がありそう。稲作跡地等が現

地保全の対象となるかもしれない。配置場所検討に関わってくる。 

 

 

以上 
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１）日時・場所 

○ と き ： 平成 20 年 11 月 6 日（木） 14：00 ～ 16：30 

○ ところ ： 沖縄県庁４階基地対策課分室 

  
２）出席者（敬称略） 

○ 沖縄県知事公室基地対策課 當銘副参事、比嘉主幹、嘉川主任技師 

○ 宜野湾市基地跡地対策課 城間次長、新垣係長、高江洲主任技師、塩川主事 

○ 都市みらい推進機構 稲岡部長、仲本部長 

○ 日本都市総合研究所 荒田、村山 

○ 群計画 大門 

○ 玉野総合コンサルタント沖縄支店 加塚技術部長、伊藤課長、水野係長 

 

３）議題 

○ 県民フォーラム 

○ 調査経過報告 

 

４）配布資料 

○ 県民フォーラム関連 

○ 跡地利用に向けた「取組メニュー」の選定関連 

○ 計画条件図関連 

 

５）意見交換内容 
 

① 県民フォーラムについて 

・ 県民フォーラムの開催日は平成 21 年１月 26 日（月）に決定。開始時間は例年 14:00

～としているが、パネルディスカッションでの発言時間が短くなってしまうことが心配で

ある。 

・ パネルディスカッションのイントロダクションは、富川先生にお願いするが、「交通体系

の概要」ではなく「パネルディスカッションの進め方等」をお話頂いた方がよい。沖縄の

交通特性などについては矢島氏に話してもらえば良いのではないか。 

・ フォーラム当日に配布する「講師のお考え」は、各ラウンドの発言に関係ない事柄も含

めて幅広に書いてもらう方向としたい。 

・ 11 月中にはフォーラム参加者に挨拶・内容説明に行く必要があるため、11 月 14 日ま

でに「県民フォーラムの概要（タイトル含む）」を確定する。10 日の週にメールでやり取

りする。 

 

② 跡地利用に向けた「取組メニュー」の選定について 

・ 普天間公園の国営化については、国としてのメリット見いだす必要があるものの、現段

階では難しい状況にある。 

■ ワーキング部会（第３回） 
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・ 「メニューの選定」については、引き続き「重要課題にかかる調査検討」を行うことに

よりブラッシュアップしていく。 

・ 「重要課題にかかる調査検討」を行いながら有識者ヒアリング候補の抽出をはじめてい

る。有識者については、11 月 14 日までに「意見交換会の対象者」、「個別ヒアリングの

対象者」を仕分けしたリストを作成・送付し、随時「意見交換会」を開催した方がよいだ

ろう。 

 

③ その他 

・ 次回ワークは、12 月 25 日（木） 

・ 地権者懇談会は、11 月 24 日（月）、29 日（土）の 15:00 から行う予定であり、共同

企業体からは群計画、玉野が出席。 

 

以上 
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１）日時・場所 

○ と き ： 平成 21 年 １月 ８日（木） 13：30 ～ 15：30 

○ ところ ： 沖縄県庁４階基地対策課分室 

  
２）出席者（敬称略） 

○ 沖縄県知事公室基地対策課 當銘副参事、比嘉主幹、嘉川主任技師 

○ 宜野湾市基地跡地対策課 城間次長、新垣係長、高江洲主任技師、塩川主事 

○ 都市みらい推進機構 佐々木専務理事、稲岡部長、仲本部長 

○ 日本都市総合研究所 荒田、村山 

○ 群計画 小橋川、大門 

○ 玉野総合コンサルタント沖縄支店 加塚技術部長、伊藤課長、水野係長 

 

３）議題 

○ 県民フォーラム 

○ 調査経過報告 

 

４）配布資料 

Ⅰ 県民フォーラム関連（設営、配付資料、アンケート等） 

Ⅱ 跡地利用に向けた「取組のメニュー」の選定 

Ⅲ 他の計画分野に関する予備的な情報収集 

Ⅳ 「土地利用・環境づくり方針案」の検討 

Ⅴ 「計画開発」に関するモデルプランの作成 

 

５）意見交換内容 
 

① 県民フォーラムについて 

・ パネルディスカッションの発言要旨が未入手の方には再度確認した上で、取りまとめた

ものを富川先生にお渡しする。 

・ 「講師のお考え」は、フォーラム前に配布することとする。 

・ 矢島先生とは６日に打合せを行い、「講師のお考え」は作成して頂ける。 

・ アンケート調査について、設問１は交通関連の内容に変更し、設問２には「供給処理施

設」に関する事項を具体的イメージが分かるように項目立てすること。 

・ 平成 22 年度に中間取りまとめを行うスケジュールなので、従来形式のフォーラムは来

年度で終わりにする。平成 22 年度以降のフォーラムは中間取りまとめ等を踏まえて具体

的な提案を行い、事務局が主体となって県民の意見を聞く場としていきたい。 

・ 手話通訳は例年通り配置する。 

・ 内閣本府、沖縄総合事務局からの出席者は確認した上で連絡する。 

・ 当日の集合時間は、受託者 10 時、県市 11 時としたい。 

 

■ ワーキング部会（第４回） 
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② 調査成果報告について 

・ 21 年度からは中間取りまとめに向けた調査にしたい。公共交通分野は、平成 21～22

年度で方向性をつける予定である。 

・ 土地利用方針図を提示することにより、地権者からも意見がでてくるようになるだろう。

今年度調査のアウトプットとしては、ゾーニング図のようなものが必要と考えている。 

・ 圏央新都心や普天間公園などの名称は、調査でつけたものがそのままの名称になる可能

性もあるため、ワークメンバー内で考えて、少しずつ外にだしていくことを考える。 

・ 普天間公園の国営化に向けては「返還記念」を意識した計画方針が必要であり、そのこ

とを強く打ち出したいと考えている。宜野湾市でも普天間公園≒返還記念公園と認識して

おり、このような観点から国へ働きかけていきたい。具体的には、基地の記憶という観点

からシンボル的なものを残すなどが考えられる。 

・ 「計画開発用地の需給バランスから見た実現性の検証」は、現段階で用地の総規模を確

認したいという程度であり、ワークでの議論のために用意している。 

・ 西側斜面緑地は、跡地と一体的に事業区域に組み込み、緑地として保全していくのが良

いのではないか。原風景は斜面緑地の部分に残されている。 

・ 跡地内部には墓が 80～100 程度あると言われており、現在でも清明祭（シーミー）が

行われている。跡地利用に際して、これら墓は換地により集約し、墓地街区を形成するこ

とになるだろう。 

 

③ その他 

・ 審議委員会の開催日は、２～３月の県議会・市議会の予定を確認した上で、尚先生、黒

川先生、内閣府と早めに調整していきたい。 

・ 次回ワークは、１月末以降の県の予定を確認した上で、別途連絡・調整する。 

以上 
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１）日時・場所 

○ と き ： 平成 21 年 2 月 17 日（火） 13：30 ～ 16：30 

○ ところ ： 沖縄県庁４階基地対策課会議室 

  
２）出席者（敬称略） 

○ 沖縄県知事公室基地対策課 當銘副参事、比嘉主幹、嘉川主任技師 

○ 宜野湾市基地跡地対策課 城間次長、新垣係長、高江洲主任技師、塩川主事 

○ 都市みらい推進機構 稲岡 

○ 日本都市総合研究所 荒田 

○ 群計画 小橋川 

○ 玉野総合コンサルタント沖縄支店 伊藤 

 

３）議題 

○ 審議委員会の内容確認 

 

４）配布資料 

○ 審議委員会内容確認資料 

○ 配布資料２～４ 

○ 第５回県民フォーラムアンケートの集計結果概要 

 

５）意見交換内容 
 

① 開催場所、役割分担等の確認 

・ 会場については、フェストーネ内部の状態を県市にて事前に確認 

・ 出席者状況 

－宜野湾市副市長、県知事公室長の出席確認済み 

－内閣府は槌谷審議官が出席 

・ 主な役割 

司会：城間次長 委員紹介：山内部長 資料説明：當銘副参事  

 

② 資料の確認 

・ 資料の構成 

－資料１～４を使用する事を確認（部増しはＷＧ 県作成の資料１～３データをＷＧへ） 

－都市交通マスタープラン（案）概要を新資料４として追加する可能性あり（県判断） 

・ 資料の調整 

－資料２：資料名称を議事名へ修正する 

－資料４：同様に議事名へ修正する 

－同Ｐ８：中部縦貫、宜野湾横断の名称を表記 

    （仮）普天間公園の記載は「広域幹線～ゾーン」から「今後～配置方針」へ 

■ ワーキング部会（第５回） 
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    琉球大学の表示丸を沖国大と合わせる 

－同Ｐ14：実際の集落に石垣（H1.5m）が調和していたかを市で確認（必要に応じて修

正）同Ｐ15：（仮）宜野湾新都市と、（仮）を明記 

 

③ 委員会の進め方 

・ 委員との意見交換は最低１時間程度を予定 

・ 閉会の挨拶時に H21 以降の進め方を案内する予定 

・ 概ねの流れとしては、H21,22 で残りの分野（交通、周辺など）を検討し、H23 に跡

地利用計画案作成を進める事が理想か 

 

④ その他 

・ 県民フォーラムアンケート集計結果のレポートを提出 

 ・ 次回ＷＧは 2/27 10 時～ フェストーネ （審議委員会本会場） 

 

 

以上 
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１）日時・場所 

○ と き ： 平成 21 年  2 月 27 日（金） 10：00 ～ 11：00 

○ ところ ： カルチャーリゾートフェストーネ会議室 

  
２）出席者（敬称略） 

○ 沖縄県知事公室基地対策課 當銘副参事、比嘉主幹、嘉川主任技師 

○ 宜野湾市基地対策課 城間次長、新垣係長、高江洲主任技師、塩川主事、名幸主事 

○ 都市みらい推進機構 稲岡部長、仲本部長 

○ 日本都市総合研究所 荒田 

○ 群計画 小橋川 

○ 玉野総合コンサルタント沖縄事務所 伊藤課長、水野係長 

 

３）議題 

○ 審議委員会について（確認） 

○ 平成２０年度調査報告書について 

 

４）配布資料 

○ 平成２０年度報告書目次案 

○ 調査内容の概要パンフレット案 

 

５）意見交換内容 
 

① 審議委員会について 

・ 審議委員会会開催に向け、会場設営状況等について確認。 

・ 資料説明は、資料 1～3、参考資料 1,2 を説明後、質疑ののち、続けて資料 4 を説明。 

・ プレス対応は、沖縄県當銘副参事と宜野湾市城間次長にて行う。 

 

② 平成 20 年度報告書について 

・ 平成２０年度の報告書構成は、Ⅰ「土地利用・環境づくり方針案」のとりまとめ、Ⅱ計

画づくりの促進に向けた取組みを本編とし、これら策定に関わる調査事項（県民・市民・

地権者等との意見交換、土地利用・環境づくり関連分野にかかる情報収集・分析、その他

分野にかかる予備的な情報収集、計画条件図）を付属資料編として取りまとめることにつ

いて確認。 

・ 資料－６ ２. 地権者懇談会における意見聴取には、若手の会における検討結果報告を

含めるものとする。 

・ 資料－８ その他の分野にかかる予備的な情報収集には、宜野湾市における文化財・自

然環境調査結果を含めるものとする。 

・ 調査内容の概要パンフレット 

―表表紙は、これまで出してきた「普天間飛行場跡地利用基本方針の概要」、「普天間飛行

■ ワーキング部会（第６回） 



 56

場跡地利用計画の策定にむけた行動計画の概要」パンフレットを参考にしつつ、継続性

のあるイメージがよいと考えられる。 

―表表紙には、「普天間飛行場跡地利用基本方針の概要」パンフレットのキャッチフレーズ

（みんなで創ろう夢のあるまち）を使用することも考えられる。 

―裏表紙は、これまでの経緯等を示すのが適当か。 

―表表紙、裏表紙については、県にて記載内容を検討する。 

―見開き 1 ページ目の「跡地利用計画の策定に向けた今後の取組み」フローに「事業準備

期間」として、３～４年を表記する。 

 

以上 
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１．フォーラムの案内（チラシ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料－４ 県民フォーラムの記録 

 

   13：00   開場 

   14：00   主催者挨拶 

   14：10   基調講演 

           （仮題）本島中南部都市圏における交通の将来像 
          講師  矢島隆 氏（日本大学客員教授、(財)計量計画研究所常務理事、元 建設省大臣官房 

技術審議官） 

   15：00   （休憩） 

   15：10   パネルディスカッション 

        コーディネーター 富川盛武 氏（沖縄国際大学 学長） 

        パネリスト    幸地優子 氏（オフィス遊代表、FM 沖縄パーソナリティ） 

高江洲悦子氏（ecomo.i（ｴｺﾓﾄﾞｯﾄｱｲ）代表、内閣府生活達人 2005） 

友寄孝 氏（(社)沖縄建設弘済会技術環境研究所 参与） 

矢島隆 氏（日本大学客員教授、(財)計量計画研究所常務理事、 

元 建設省大臣官房技術審議官） 

   16：25   フロアーとの意見交換 

   16：40   終了 

開催日時・場所 

● 平成２１年１月２６日（月） 

● 14：00～16：40 （13：00 開場） 

● 沖縄コンベンションセンター 会議場 A1 

（※お車でご来場の際は、会場及び会場周辺の駐車場をご利用いただけます。） 

■主     催 沖縄県 ・宜野湾市 

■後     援 内閣府沖縄総合事務局、沖縄県商工会議所連合会、沖縄県商工会連合会、 

        （財）沖縄観光コンベンションビューロー、(社)沖縄県建築士会、沖縄県技術士会、 

宜野湾市商工会、宜野湾市軍用地等地主会 

■運     営 共同企業体／(財)都市みらい推進機構、玉野総合コンサルタント（株）沖縄事務所、 

（株）日本都市総合研究所、（株）群計画 

■お問い合わせ 沖縄県知事公室基地対策課(担当 比嘉、嘉川 電話 098-866-2108) 

    宜野湾市基地政策部基地跡地対策課(担当 新垣、高江洲 電話 098-893-4401) 

◆ 第５回県民フォーラムのお知らせ ◆ 

入場は、無料です。 

◆ 県民フォーラムのプログラム ◆ 
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沖縄県及び宜野湾市は、平成 18 年２月に策定された「普天間飛行場跡地利用基本方針」をもとに、平成 19 年５月

に「普天間飛行場跡地利用計画の策定に向けた行動計画」を策定し、昨年度から、この「行動計画」にもとづく取組と

して、跡地利用計画に関する計画づくりに向けて、主要な計画分野に係る横断的な検討を開始し、跡地利用計画の策定

に向けた具体的な取組を進めているところです。 

普天間飛行場の跡地利用については、毎年１回、様々なテーマを設けて県民フォーラムを開催し、県民意向の醸成や

計画への反映に努めてきました。 

５回目にあたる今回は、普天間飛行場の跡地利用計画の策定に向けて、「跡地からはじめる人と環境にやさしい交通

の将来像」をテーマに、県民・市民が共に考える「場」として県民フォーラムを開催します。 

◆ 県民フォーラムの開催について ◆ 

● 矢島隆 氏（基調講演講師・パネリスト） 

日本大学客員教授、(財)計量計画研究所常務理事 

武蔵野市都市計画審議会会長、(財)都市計画協会常務理事、(社)日本道路協会常務理事、 

前(社)日本都市計画学会副会長、元 建設省大臣官房技術審議官 

◆ 講師及びパネリストのプロフィール ◆ 

● 富川盛武 氏（コーディネーター） 
沖縄国際大学 学長 
総理府沖縄振興開発審議会総合部会専門委員、普天間飛行場跡地利用基本方針検討委員会委員 
日本地域学会理事、アジア市場経済学会幹事、沖縄 TDM 施策検討会委員ほか 

● 幸地優子 氏（パネリスト） 
オフィス遊代表、フリーアナウンサー（FM 沖縄パーソナリティ） 
沖縄地方道路懇談会委員（ハシゴ道路計画・ローコスト観光案内標識等） 
沖縄本島・中南部都市圏総合都市交通協議会委員（渋滞緩和策・公共交通利用推進等）ほか 

● 高江洲悦子 氏（パネリスト） 
NPO 任意団体 ecomo.i 代表、内閣府生活達人 2005、那覇市市民協働大使、那覇市国際通り
トランジットマイル実行委員会幹事、那覇市総合計画審議会委員。環境、福祉とまちづくりを絡
めた活動として、04 年那覇市国際通りを中心に環境にやさしいベロタクシーの運行を始める。 

● 友寄孝 氏（パネリスト） 

(社) 沖縄建設弘済会技術環境研究所 参与 
沖縄地域道路・交通研究会会員（事務局長）、沖縄県都市計画運用指針策定検討委員会委員 

沖縄県屋外広告物審議会会長、那覇市都市デザインアドバイザーほか 
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２．配付資料 

 

１）講師のお考え 

 

● 矢島 隆 氏（基調講演者、パネリスト） 

 

§1 中南部都市圏の将来像 

• 人口、人口密度、面積規模（政令指定市並み） 

• 二重の都市圏構造 

 

§2 基地跡地利用の将来像 

• 広大（1,000ha）で点在（中核は普天間）、 

• 多数の地権者（普天間は 2,800 人） 

• 開発のイメージ（全体的に低密度）、段階的・中長期的な開発 

• 地価上昇期待できず 

 

§3 中南部都市圏の交通の将来像 

• 沖縄本島レベルの交通の将来像 

• 中南部都市圏レベルの交通の将来像 

• 公共交通導入による地価上昇効果 

• 中南部都市圏の公共交通の将来像 

 

§4 普天間等跡地に係る中量公共交通システム 

• 中量公共交通システムの選択肢 

• モノレール延伸の可能性 

• LRT 導入の可能性 

• BRT 導入の可能性 

• 公共交通システムの選択には多面的な検討が必要 

 

§5 公共交通システム導入に関する今後の検討ポイント 

• 跡地開発と公共交通整備の総合的ビジョン 

• 段階的跡地開発に適した公共交通本線システム 

• 跡地開発と公共交通本線システムの一体整備 

• 本線システムと技線システム 

• 本線システムの採算性と低密度・段階的跡地開発 

• 本線システムに関する技術開発の動向 

• 開発地周辺にふさわしい技線システム 

• 公共交通本線システム導入空間の先行整備 
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● 幸地 優子 氏（パネリスト） 

 

「未来平和都市（エリア）」の構築へむけて 

 

 普天間基地＝イコール「戦争」というイメージがありますが、悲惨な地上戦を経験し

た沖縄だからこそ、普天間基地の跡地利用は「平和」を発信できる「再生」の地として

世界にアピール出来ればと思います。 

 その為には、先ず公共交通の改革､LRT（路面電車）の導入は必至ではないでしょうか？ 

世界から集える場所への移動は、言葉の壁を乗り越えシンプルで便利、低料金であれば

尚、嬉しいものです。沖縄の交通の発想の転換、大胆な施策、きめ細やかな移動手段な

ど、「安心・安全・便利」をテーマに宜野湾市民だけではなく、県民全体で取り組むべき

課題といえます。 

                       

中南都都市圏の渋滞緩和は環境問題を鑑みても今後出来て当然の事で（モラルを高め

自家用車利用の軽減策などの実施や日替わり奇数・偶数制度の導入など）、より以上の交

通網のレベルアップ・道路整備を国に期待しています。普天間基地跡地は、南と北を結

ぶハブ的な位置にあり、基地返還を機会に、個人のみの利益ではな＜アジアの拠点とな

るべ＜未来平和都市（エリア）へ向けて動き出すきっかけにしていただければと思いま

す。 

未来平和都市に落ちるお金は、地権者や子供たちに還元されるようなシステムづくり

や、高齢者や子供たちの眠っている能力を未来平和都市では生かせる施設の設立など、

共に考え、アイデアを出し合って「未来平和都市（エリア）」を構築できればと思います。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

東 西 

南

北

５８号線へ 

直行バス

宜野湾 

浦添

基幹バス 

昼間は 

専道を 

設定する 
一方通行 有料 

本島縦断 

（ハシゴ道路） 

（路面電車） 

リハビリエリア 
研修 

エリア 

（自動車道） 

公園 
スポーツ
エリア 

定時運行 

シャトルバス 

（底床） 

木

木 木
木

木

木 

那覇

LRT 

〈普天間基地〉→未来平和都市イメージ

（仮称）普天間パーク
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● 高江洲 悦子 氏（パネリスト） 

 

 沖縄は、時代的な背景があったが、急速な自動車を中心とした社会インフラ整備、

まちづくりが進展しました。その結果、様々な弊害が現れてきました。 

 アメリカの経済成長を象徴する自動車中心「移動手段を個人で独占所有、早く、一

度に、沢山、郊外へ」の街づくりは終わりつつあります。 

 自動車のテレビコマーシャルを見ると「空を飛び、宇宙空間や水中を移動し、ロボ

ットに変身、応接間や Cafe になる。」単なる移動手段である「乗り物」を商品とし

て売り出すのに必死です。しかも、コマーシャルでは小さな子供を上手に使っていま

す。経済的に苦しくても、生活を切り詰めて自家用車を所有してきた余裕はもう無く

なってきました。地球温暖化は深刻さを増し、燃料（石油）を巡る紛争毎は数知れま

せん。平和を尊ぶ沖縄県民としては、紛争やマネーゲームに左右されるガソリン価格

の乱高下に一喜一憂もしていられません。ガソリン価格が安ければ良い、環境負荷の

少ない自動車を開発すれば良い、そのような発想では「よい街づくり、豊かな暮らし」

は創造できないと思います。 

 残念ながら公共交通の整備が遅れた地域では、やむなく「乗り物」を個人所有する

ことになりますが、自動車中心社会は「個の社会」「豊かな物（もの）暮らし街づく

り」であったとも言えますが、これからは「共生の社会」として「協働型交通社会」

の街づくりが、豊かな暮らしに欠かせない移動環境になるものと考えます。 

 米軍基地跡地の利用は、これからの平和な沖縄の未来を指し示す「協働型交通社会」

による「豊かな肝（ちむ）暮らし」を実現し、「ゆっくり・安全・安心・地元密着」

による事業者や住民、利用者が域内交通社会の持続的発展を担い合う街づくりを目指

すべきだと考えます。 

自動車中心社会 ⇒個での所有・移動：成長

「生活圧迫・環境負荷増、交通事故死・中心市街地空洞化」

憩

食

街

宿

遊

飲

協働型交通社会 ⇒協働での所有・運営：持続
豊かな「肝（ちむ）」暮らし

ゆっくり・安全・安心・地元

   事業者と住民、利用者が域内交通社会の持続的発展を担う  

バス 路面電車

路面電車

バス

環境交通機関網

路面電車、福祉バス・タクシー、ベロタクシー

豊かな「物」暮らし

早く・沢山・遠く

豊かな「物」暮らし

早く・沢山・遠く 

「生活圧迫・環境負荷増、交通事故死・中心市街地空洞化」 
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● 友寄 孝 氏（パネリスト） 

 

① 新たな公共交通の導入による選択性の高い交通網の構築 

・ 中南部の道路は、那覇市に集中する自動車交通の通勤経路として利用されていることから、圏

域外からの通過交通を含めて朝夕の慢性的な渋滞を引き起こしています。 

・ 那覇都市圏では、慢性的な渋滞対策として「経路の選択」「時間の選択」「手段の選択」を広げ

るべく取り組んでいますが、自家用車の保有台数の増加、レンタカー利用の増大、深刻なバス

離れなどに対して、県民の交通行動を大きく変える施策が必要です。 

・ そんな中、沖縄都市モノレールは、戦後始めての軌道系交通として毎年度の利用者目標も達成

し今後、沖縄自動車へ連結する浦添ルートの延長も計画されるなど、公共交通として健闘して

います。 

・ 浦添ルートにおける浦添市の将来構想では、県道３８号などの東西軸にまたがるモノレールと

連携して県道３８号浦添西原線にＬＲＴ等の路面電車の導入も議論されています。 

・ この延長された浦添ルートの交通結節拠点となる浦西駅から北に向け、普天間飛行場返還後の

「なんまち街道」を活用したＬＲＴ等の軌道交通の導入を提案したいと思います。 

・ 県道３８号上の軌道交通（ＬＲＴ等）を西海岸や東海岸が見渡せる東西交通軸として、南北軸

としては、北は「なんまち街道」から結節、南はパイプライン通り上を通って、県道新都心牧

志線～国際通りへとつなぐ公共交通軸をつくることにより、交通の集中する５８号、３３０号

の交通をモノレールとともに分担し、定時性のある交通網の構築がはかれると考えます。 

 

② 普天間のアイデンティティを感じさせる風景のあるまちづくり 

・ 那覇新都心は、マンションやアパート、量販店やカラオケ、パチンコ屋などの遊戯施設が立ち

並ぶ煩雑なまちとなってしまいました。 

・ 那覇新都心では、地権者のほとんどが返還跡地外に居を構え定住していることから、返還跡地

内の土地については、土地活用、投機目的の利用が、はからずも進んでしまったため、こうし

た状況が生まれたのです。 

・ こうした反省を踏まえ、地元地権者が定住したくなるまちづくりが必要と考えます。そのため

には普天間の昔の風景を踏まえて、地元のアイデンティティを感じさせる風景のあるまちづく

りを進めるべきです。 

・ 沖縄総合事務局では、平成１３～１４年にかけて基地跡地利用の議論に向けて昔普天間のＣＧ

映像なども作成していました。「なんまち街道」における住民交流の風景などが描かれており、

こうした風景が再び実現できるまちづくりが望まれます。 

那覇心都心にみる民間商業施設の無秩序な開発をコントロールする意味でも宜野湾市が景観行

政団体となって、しっかりした景観条例や景観計画をたて、まちづくり、道づくりを推進して

もらいたいと思います。 
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２）アンケート調査票 

 

 

 

 

 
 

 

 

設問 １ 

本日の県民フォーラムをふまえ、沖縄県や宜野湾市の将来の交通にとって、何が

重要であるとお感じになりましたか？当てはまる番号を全てに○印を付けてくだ

さい。 

 

 

 

 

 

設問 ２ 

今後も県民フォーラムを継続的に開催していく予定ですが、普天間飛行場の跡地

利用に関してどのようなテーマを取り上げたら良いとお考えですか？ 

当てはまる番号を全てに○印を付けてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設問 ３ 

その他「フォーラムの感想」や「あなたのお考え」などを自由にお書き下さい。 

 

 

 

 

回答者についてお答え下さい 

 

 

 

回答頂きましたアンケート票は、受付の『アンケート回収箱』に投函して下さい。 

１．軌道系公共交通の導入       ４．職住近接のまちづくり 

２．跡地利用による幹線道路整備    ５．国、県、市町村による取組体制づくり 

３．自動車に頼らない、歩いて暮らせるまちづくり  ６．その他（        ） 

１．今後の住宅地のあり方について 

２．産業や都市機能のあり方について 

３．自然環境や文化財の保全について 

４．沖縄らしい風景づくりについて 

５．周辺市街地との連携について 

６．ライフライン 

（上下水・ごみ処理・電力・情報通信施設等）のあり方について 

７．交通機能のあり方について 

８．その他（                           ） 

住 

所

市
町
村

職 

業

1.自営業 2.会社員 3.公務員 

4.学生  5.主婦  6.フリーター 

7.無職  8.その他

年 

齢

1.10 歳代  2.20 歳代 

3.30 歳代  4.40 歳代 

5.50 歳代  6.60 歳以上 

男 ・ 女 

普天間飛行場の跡地利用に関する県民フォーラム 

ア ン ケ ー ト 票 
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３．基調講演・パネルディスカッションの概要 

 

１）基調講演 

 

（１）中南部都市圏の交通の将来像 

 

○ 中南部都市圏レベルの将来的な交通は、道路網と自動車が主体になることは今後とも

変わらないが、パーソントリップ調査で自動車の占める割合が増えている点が気にな

る。自動車の役割もあるが、以下の理由から公共交通を導入することが必要。 

― 政令指定都市レベルの“品格” 

― 多様な交通需要への対応（道路のみでは対応不能、定時性などのサービスの質） 

― 地球環境への対応 

○ 中南部都市圏の公共交通は、中量の公共交通システムを骨格にし、普天間跡地を公共

交通の軸で貫くことが必要。中量公共交通システムは、那覇から普天間間は二軸、普天

間から沖縄市は一軸。 

 

① 沖縄本島レベルの交通の将来像 

・ 本島レベルの将来像は道路網と自動車が主力であり続けるだろう。 

・ 公共交通という視点では高速バスが現に存在している。本島北部から高速バスで来る方

は西原でモノレールに乗り換えることにより定時性を確保して目的地に行けることになる。 

・ 今後、本島では高速バスと地域的な交通を結びつけて高速バスを上手く育てていくこと

が大事。 

 

② 中南部都市圏レベルの交通の将来像 

・ 中南部都市圏のレベルでも道路網と自動車が主体であることは変わらない。 

・ １８年度の沖縄のパーソントリップの結果を見ると、自動車が占める割合が６７％で過

去の割合から増えている点が気になる。 

・ 沖縄での自動車の役割はあるが、公共交通を導入することは以下の点から必要が高く、

在来バスには定時性に問題がある。 

― 政令指定市並の品格 

― 量的にも質的にもこのような交通需要は道路のみでは対応が不可能で、定時性を持っ

たサービスができない。運転免許を持たない方もいらっしゃることを考慮すると公共交

通が必要。 

― 地球環境という問題にも対応する必要。 

 

③ 公共交通導入による地価上昇効果 

・ 公共交通を導入すると地価の上昇効果があると思われる。 

・ 琉球新報では、「利便性の高いモノレール周辺では地価の上昇に勢いが広がっている」と
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いうことが報じられている。また少し前の記事では「沖縄の地価形成は鉄道がないために

地価分布の核となるものが明確でなかった。しかし那覇市内は駅前を中心とする地価再編

が行われるかもしれない。」ということが言われている。この傾向は明確になってきた。 

 

④ 中南部都市圏の公共交通の将来像 

・ 第一は、中量の公共交通システムを骨格にするということであり、その時に那覇～普天

間は２軸、普天間～沖縄市は１軸。また、普天間等の跡地は公共交通の軸で貫くことが必

要。平成 18 年から行われている沖縄パーソントリップ調査の報告では、骨格的な公共交

通軸は、普天間までは２軸、普天間から沖縄市までは１軸でいくことが構想されている。 

・ 本島レベルの公共交通は高速バスと上手く結接していなくてはならない。 

・ 政令市なみの「品格」に相応しい「街のシンボル」になるものでなければならず、その

ためには公害を出すものではなく、街なみ景観にマッチし、バリアフリーで、デザインと

しても斬新でまちのイメージを一新するものであってほしい。 

 

（２）普天間跡地に係る中量公共交通システム 

 

○ 普天間跡地に適用可能な中量公共交通システムは「モノレール」、「ＬＲＴ」、「ＢＲＴ」。

○「モノレール延伸」は既存設備の拡張が必要であり、「ＬＲＴ」は開発の中心にシンボル的

に導入すると街のイメージが上がり、インフラはモノレールよりも安価。「ＢＲＴ」は一般

道路に専用車線・専用軌道を設け、多様性に富んでいることが特徴。 

○ しかしながら、現段階での選択は時期尚早であり、今後多面的な検討が必要。 

 

① 中量公共交通システムの選択肢 

・ 普天間等の跡地にかかわる中量公共交通システムの選択について、モノレールが良いと

いうのは早計であり、モノレール以外も対象に慎重に選択すべき。 

・ 選択肢を絞り込む場合は、以下の点が条件になる。 

─ 技術的に実用段階に達しているもの 

─ 導入に必要な公共助成制度が整っているもの 

─ 我が国における経営実績があることが望ましい 

・ このように絞り込んでいくと、適用可能な中量公共交通システムとして次の３種類があ

げられる。 

─ モノレール 

─ ＬＲＴ（ライトレール・トランジット）：路面電車の進化型 

─ ＢＲＴ（バス・ラピッド・トランジット）：在来バスの進化型 

 

② モノレールの延伸可能性 

・ ゆいレールが県民に浸透し、採算ラインにあるのでモノレールの延伸可能性は十分にあ

る。更にゆいレールは「街のシンボル」という認識がされている。 

・ 延伸に際しては、那覇市内でゆいレールの既存設備の拡張が必要になる。これは車両増
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結（２両固定編成）に伴う既設駅の増設である。 

・ また、開発地内でも高架構造になり、街なみ景観として良いかという課題もある。 

 

③ ＬＲＴ導入の可能性 

・ ＬＲＴは路面電車と比べて非常に静穏であり、乗り心地が良く、低床・デザインに優れ

ていため、開発地内のシンボル道路中央に平面で導入すると、街のイメージがあがりそう。 

・ ＬＲＴを導入しようとすると、ゆいレール駅付近に駅を設けて、道路上を高架でつくり、

開発地付近では平面になることが想定される。 

・ また、架線レスＬＲＴが実用化目前である。架線レスのＬＲＴはバッテリー駆動のもの

が開発中であり、これらは時速 40km 程度で走行し、充電時間も中間駅で１分、端末駅で

３分程度である。ボルドーのＬＲＴは地面から電力を供給している。 

・ インフラはモノレールより安価であり、車両は路面電車と同等と思われる。 

 

④ ＢＲＴ導入の可能性 

・ 一般道路の専用車線・専用軌道を走行するので多様性がある。 

・ 開発地内ではシンボル道路中央に平面で導入し、開発地周辺では既存道路の整備状況に

対応して、平面・高架専用道路や一部一般道路を走行するなど多様性がある。 

・ 名古屋の新出来町線にＢＲＴを導入し、平均表定速度が 15km/h から 20km/h に向上

した例がある。 

・ 一般的なバスは「シングルバス」であり、全ての枝線に乗換が必要である。「デュアルモ

ードバス」は主要な枝線には乗り換えなしに乗り入れが可能になる。 

 

⑤ 公共交通システムの選択に必要な多面的検討 

・ 普天間に相応しい公共交通システムの導入を考えた場合、次の理由から未だ時期が早く、

今後多面的な検討が必要という印象である。 

─ 跡地の姿が十分に見えていないこと 

─ 選択肢となり得るシステムは技術面も含めて一長一短 

─ システム改良の技術開発が進行中（架線レスＬＲＴ、電気駆動ＢＲＴなど） 

─ 跡地周辺地域の導入空間（広幅員道路）が未整備 

 

（３）公共交通の将来像の今後の検討ポイント 

 

○ 跡地を貫く公共交通軸が必要であり、そのルートを早く想定することが重要。その後に跡

地開発と公共交通を一体的に整備するビジョン策定が必要。 

○ その際に大都市圏の私鉄ビジネスモデルが利用できないか。開発の地権者合意を先行さ

せ、駅の立地で地価上昇の利益を一部地権者に還元。 

 

① 跡地開発と公共交通の統合的ビジョン 

・ 跡地を数珠玉に例えると、それを貫く一本の糸である公共交通軸が必要であり、そのル

ートを早く想定することが重要になる。 
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・ その後に、跡地開発と公共交通を一体的に整備するようなビジョンをつくらないといけ

ない。開発と交通を直接的に結びつける事例として大都市圏では私鉄があり、これをビジ

ネスモデルとして考えられないか。 

・ 開発に対する合意を地権者の方々と先行的に行い、合意が形成された地区に駅を設ける。

この駅周辺の地価が上昇するので、その利益を一部の地権者に還元するが、残りを公共交

通整備に充当することが考えられないか。 

 

② 大都市圏私鉄のビジネスモデル 

・ まず路線免許を取得しておき、幅広く沿線の土地を先行買収して私鉄会社自信が地権者

になる。次に他の地権者と開発の合意形成・段階的な開発を行い、それに合わせて鉄道を

逐次延伸していく。 

・ 具体的には東急電鉄が多摩田園都市を開発している。東急電鉄が地権者の２割程度の土

地を買収し、東急電鉄が地権者の 1 人として開発にかかる合意形成を行う。組合区画整理

3000ha の 98％の土地は、鉄道延伸に先行して着手または開発合意がなされており、開

発と公共交通が一体的に計画・整備されたと見ることができる。 

・ このようなモデルを普天間でも参考にして上手い仕掛けができると良いと考える。 

 

③ 本線システムと枝線システム 

・ 本線システム１軸は重要であるが、それだけでは跡地内へも跡地周辺にも十分にサービ

スできない。今までは本線と結接する枝線システムが必ず必要と考えられてきたが、本線

をデュアルモードにすると、重要な枝線には乗り換えなしで行けるようになる。 

・ デュアルモードによる乗り換え無しの効用として、例えば山形新幹線の事例がある。従

来は福島での乗換時間が１０分であり、心理的支障時間は 30 分から１時間にも匹敵して

いた 

 

④ 段階的跡地開発に適した本体システム 

・ 跡地開発は低密度、段階的、中長期的であるが、ＬＲＴ・モノレール等は相当の延長に

辿って軌道、駅、車両等を一気に投資しないとシステムとして成り立たないため過大投資

になるリスクがある。 

・ ＢＲＴは、開発段階に即応して少しずつシステムをのばしていくという柔軟な投資が可

能である。 

・ 現在の日本の制度下では、採算性がとれないシステムは実現が難しいのが現実である。 

 

⑤ おわりに 

・ 政令指定都市並みの都市圏には、政令指定都市並みの「品格」に相応しい公共交通が必

要。 

・ その跡地を貫く一本の公共交通軸が必要。その際、跡地開発と公共交通の導入は、一体

的に整備するビジョンをたて、開発との関係を見ながらシステムを選択していくことが大

事。 

・ 特に、低密度段階的中長期的な開発に柔軟に対応しうる本線システムを、今後多面的に

検討し、選択・導入することが重要。 

・ その時には、本線システムと枝線システムのデュアル化も検討することが必要。 

・ 跡地開発の姿と、公共交通システムの技術開発動向を見極め、 

・ これらのためには、本線システム導入空間（広幅員道路）の早期計画・整備が必要。 
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２）パネルディスカッション 

 

① 第１ラウンド【重視すべき交通問題について】 

 

○ 安全で安心で誰もが利用できる公共交通を整備することが重要ではないか。海外から

きた方のためのサインの充実も必要。（幸地氏） 

○ 交通弱者にとっては交通機関の選択肢がない。普天間跡地を上手く使って公共交通の

選択肢の多い交通体系の整備を望む。（高江洲氏） 

○ 宜野湾市は現在通過交通が多い。跡地利用により、「通過交通が住宅地に入り込むこ

と」、「新たな自動車の発生集中が見込まれること」が懸念。 

バスの利用促進については、定時性確保に加え、バス自体の魅力創出が課題。（友寄氏） 

 

（富川氏） 

・交通は、経済・産業・生活利便の土台と捉えられる。どのような産業を興すために、どの

ような交通が必要か。また、環境にやさしい交通がどうあるべきか、交通にとって大事な

要件などについて伺いたい。 

（幸地氏） 

・公共交通が便利になれば高齢者や子供達が行きたいところに行けるようになる。安全・安

心で誰もが利用できる公共交通を整備することが重要ではないか。海外からきた方のため

のサインの充実も必要だろう。 

（高江洲氏） 

・11 年前に東京から沖縄に嫁いできたが、沖縄の印象は「車が多いこと」、「歩きにくい」

など交通の不便さを感じた。交通弱者にとっては交通機関の選択肢がない。普天間跡地を

上手く使って公共交通の選択肢の多い交通体系にしてほしい。 

（友寄氏） 

・宜野湾には通過交通が多く、国道 58 号の宜野湾～浦添間は日交通量が８万台程度ある。

普天間跡地が住宅地になったら通過交通が入り込んでくることが懸念されるため、幹線機

能をもった道路・交通機能を整備しないとまちづくりそのものが崩壊してしまう。さらに

宜野湾市で発生する交通量の増加が想定され、交通パニックになることが懸念される。 

・沖縄の公共交通であるバスは定時性が確保されていないことに加えて、バス自体に魅力が

ない。公共交通は魅力創出を合わせて取り組まないと利用されるものにはならない。バス

については、基幹バスとコミュニティバスなどを体系的に考えていく必要があるだろう。 

（富川氏） 

・普天間跡地では中量公共交通システムが重要とのことであったが、この選択肢は物流など

の交通に効果的か。 

（矢島氏） 

・基調講演は人の動きを前提にしていた。物流はもう一つの大きな交通の問題である。この

物流については、陸上交通面は今後とも車に頼らざるを得ないだろう。環境面からみると

トラックの排気ガスが気になり改善の必要はあるが、トラック自体を環境にやさしいもの

とし、機能としては車で運ぶということだろう。 
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② 第２ラウンド【本島中南部都市圏が目指すべき交通の将来像について】 

 

○ 誰もが参加できる都市交通を考えると、「安心・安全・便利」が一番であり、道路は

真に必要な整備に限定すべき。（幸地氏） 

○ 市民参加型で交通を考えることが重要であり、トランジットモール化も検討課題。（高

江洲氏） 

○ 利用の選択肢が多い交通システムを構築していくべき。（友寄氏） 

○ 中南部都市圏のもう一つの軸がモノレールとは限らないが、跡地開発とのマッチ、交

通経営とのマッチがモノレール選択の決め手。（矢島氏） 

 

（幸地氏） 

・ 普天間基地イコール「戦争」というイメージがあるので、それを払拭しないと高齢の方々

は嫌なイメージがあるだろう。誰もが参加できる都市交通を考えると、「安心・安全・便

利」が一番であり、道は真に必要なものに限定する。「未来平都市エリア」と考えて、東

西方向をつなぐハシゴ道路などを考えた。 

（高江洲氏） 

・ 戦前には沖縄にも鉄道があったと聞く。岡山の路面電車は市民型の路面電車であり、よ

く利用されているらしい。市民、県民が参加し交通を考えることが重要ではないか。 

・ 交通渋滞は環境問題にもつながるため、トランジットモール化なども検討課題だろう。 

（高江洲氏） 

・ ベロタクシーは、自転車タクシーで、日本では京都からはじまったもので、乗り物はド

イツの車体を輸入している。元々は那覇国際通りのトランジットモールの社会実験からは

じまった。観光客は２割、残り７～８割は沖縄県内にお住まいの方である。 

（友寄氏） 

・ 理想的な交通は、選択肢が豊富にある交通システムを有していること。普天間跡地を見

ると、外郭道路の条件が整っている。西海岸道路は産業道路・観光道路、内陸は宅地とし

て豊かな緑や歴史的なものを活かして地元の人々が育て、それに応じた交通システムを導

入することがよい。西原へのモノレール延長計画があり、そこから並松街道に伸ばしてく

る形にすれば公共交通の連携もしやすいだろう。外郭の条件がそろっているので、中の交

通の方向が示されているのではないか。 

・ 新都心では、通過交通が宅地内を走っている。道路の段階構成を考える必要があるだろ

う。どこからでも住宅地に入れる道路ではなく、入口と出口をはっきりさせることが必要

と考える。宅地は通過交通が入らない交通がもてるようにして、商店街では、ＬＲＴなど

が加わった形で、トランジットモールのイメージが持てるとよい。 

（矢島氏） 

・ モノレールは県民に認知・利用されており、街のシンボルになっている。もう一つ軸を

通すときにモノレールでなければならないかというと、中南部都市圏は２つの都市圏であ

るため別のものであってもよいと考えている。地元の選択の問題。大事な点は普天間を中

心とした跡地の開発の姿とモノレールがイメージとしてマッチすること、交通の経営とし
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てマッチするすること。この二つがモノレールの延伸を選択できるかの決め手になると考

える。 

・ 開発イメージについて、嘉手納以南約 1000ha は各種機能を選択して入れるという話

ではなく、多機能が複合した魅力的な開発になるのではないか。この多機能な開発にマッ

チしうる人の動きのシステムは何かを考えていけばよい。賑わいがありながら、片方では

広大な公園があってホッとできるなど、多様な開発、多様な魅力がキーワードと考える。 

 

③ 第３ラウンド【普天間飛行場の跡地利用とあわせてどのような取り組みが可

能かについて】 

 

○ 跡地は、皆が集まり遊べるようなテーマパーク型の交通ターミナルとすべき。（幸地

氏） 

○ 130 万県民で車登録台数が 94 万台は多すぎる。公共交通を上手く活用し、車依存

度を軽くすることにより環境に配慮すべき。（高江洲氏） 

○ 景観にも配慮し、緑等の環境と交通システムが一体となったイメージが大事。（友寄

氏） 

○ ゼロから絵をかける普天間は恵まれている。跡地開発と公共交通の総合的ビジョンを

描くことが重要。（矢島氏） 

○ 効率だけでなく品格ある、環境にやさしい交通システムを考えることが必要。（富川

氏） 

 

（富川氏） 

・ 環境にやさしい交通体系についてご意見を伺いたい。 

（幸地氏） 

・ 環境にやさしい交通は自転車しかない。一方で、天候や地形を考えると普天間は、大型

連結バスなどを導入して、周辺都市に行けるように。今ある道路を有効活用するのであれ

ば「バス」が環境にやさしい交通と考える。 

（高江洲氏） 

・ 最大に環境にやさしいのは人が歩くこと。沖縄では車の依存度が高く 130 万人の人口

に対して 94 万台の登録台数がある。公共交通を上手く使うことにより、環境は少しずつ

保たれてくると思う。通勤・通学は公共交通を上手く使うことで車依存が改善されていく

のではないか。 

（友寄氏） 

・ 歩いて楽しめるのは中心商店街。国際通りでトランジットモールにした結果、排気ガス

が減少して爽快に感じられる通りになったとの感想が多い。このようなことを体感しなが

ら人々の意識改革につなげることが必要ではないか。 

（富川氏） 

・ 跡地には観光リゾート構想がある。観光客の移動を考えると、北部に回遊することにな

るだろうが、北部との交通の手段はどのように考えたら良いか。 

（矢島氏） 

・ 観光の交通ではレンタカーが増えていると認識している。その利用者も渋滞の問題は感
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じているだろう。ただし、運転免許を持っていない人もいるため、観光交通に対する選択

肢を用意しておく必要がある。飛行場から高速バスで本部まで行き、本部からレンタカー

利用という方法もあるかもしれない。高速バス＋レンタカーなど、様々な選択肢を用意し、

島全体としての基幹的な公共交通である高速バスを育てていってはどうか。 

（富川氏） 

・ 新しい公共交通システムのご意見を伺いたい。 

（友寄氏） 

・ 矢島先生の話を聞いて、ＢＲＴが活用できるかなという感じがしてきている。 

・ 中南部の横軸について、東西道路である３８号（浦添市）に軌道系を導入してはどうか

と提案したことがある。これによりロサンゼルスのように高台に上り、東海岸や西海岸が

見渡せるようになり、観光の名所にもなる。 

・ 縦軸は、パイプライン通りはＬＲＴやＢＲＴを導入することにより３８号につなげる。

さらに西原から並松街道に北上し、ＢＲＴなどを導入した２５ｍ程度の道路ができないか。

軌道系ができないのであれば、クリチバのように基幹バス主体の体系にすることが考えら

れる。 

（矢島氏） 

・ 普天間では、全国から人々が見に来るような斬新な交通システムにトライしてほしい。

フランスでは、デザインの良い交通システムを入れると、その路線のコリドーが変わり、

沿道住宅の資産価値が上がると言われている。まちのイメージが上がるだけでなく、資産

価値が上がる。イメージがよいものを導入することが、どれくらいまちに重要かを考えて

もよいのではないか。特に今回の場合は、返還されれば一から絵をかける。ゼロから絵を

かける場所はそんなに多くない。 

（幸地氏） 

・ ここはテーマパーク。みんなが集まり、乗って楽しい、エコカーに体験できるなど、自

分では買えないものを体験させて、その良さを知ってもらうことが重要と考える。そして

人々の意識を変えていく。 

（高江洲氏） 

・ フランスでは駅端末でのレンタル自転車が公共的に使われている。これがお洒落で、借

りたいというイメージにさせられる。 

（友寄氏） 

・ 交通は環境と一体とならなければいけない。例えば、街路樹、昔の並松街道の中を走行

する路面電車、外国では緑のジュウタンの上を走行するＬＲＴなどのイメージを大事にし

ていただきたい。 

（幸地氏） 

・ バスターミナルは宜野湾が中心になっても良いのではないか。その拠点を普天間につく

ってはどうか。 

（富川氏） 

・ 普天間の跡地利用を成功例とするためには、どのような交通体系にすべきか。普天間、

那覇、沖縄市までの軸が必要であり、この軸を通す手段は、モノレール、ＬＲＴ、ＢＲＴ

等の手段が考えられる。基調講演で印象に残ったのは、交通は効率を優先に考えがちであ

るが、『品格』のある交通システム、『環境にやさしい』交通システムという視点も含めて

総合的に判断すべきという提言であった。 
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■ フロアーとの意見交換 

 

質問者 東京都在住、女性 

・ 東京の東村山では小型コミュニティバスが走るようになり、高齢者も安い料金で交通機関

を利用できるようになった。小型化すると狭い道路でも対応可能で、手をあげれば止めても

らえる。このような方法を用いたら様々な人々が安心して使えるのではないか。 

・ 今回沖縄に来たいと思ったのは、山の斜面をはしる「ケーブルカー」を観光に使えないか

と考え、沖縄の人たちにこの話しをしてみたいと思っていた。 

回答者：矢島氏 

・ 狭い路地でも走れるような短くて幅の狭いバス。こうしたものは、軸になる公共交通の『枝

線』として有効と考える。跡地の周辺市街地をサービスするバスは、このような小型コミュ

ニティバスが使えるのではないか。 

・ ヨーロッパではケーブルカーが都市交通システムとして機能している。普天間も高低差が

あるため、観光もかねて、日常の用にも供するようにケーブルカーのようなものを整備する

ことも一つの面白みのある交通システムだろう。 

質問者 大学名誉教授、男性 

・ 将来の公共交通が担うべきトリップを目標として定めておく必要はないか。２０３０年に

は３５０万前後のトリップになることが見込まれるが、そのうちどの程度を公共交通で分担

するかの目標をおいて公共交通を検討したらよいのではないか。 

・ 都市モノレールが県民に信頼されている理由は、定時性である。将来の公共交通を考える

際にも県民に定時性の恩恵を与えるべきだろう。そういう観点から公共交通の軸となるネッ

トワークを考えるべき。 

・ 公共交通機関の選択には、各公共交通のメリットを活かしたネットワークが良い。ＬＲＴ、

ＢＲＴでも道路交通との競合があることを考えると、将来も渋滞は変わらないのではないか。

このような観点から、渋滞フリーの「高架構造の公共交通」、「定時性のある公共交通」、「マ

イカーからの転換可能性のある公共交通」を目指すべき。 

回答者：矢島氏 

・ 量を目標として掲げるべきというのは、仰る通りである。パーソントリップ調査のとりま

とめが近づいていると思うが、自動車依存をどれだけ是正するか、どれだけ公共交通に引き

戻すのか、をＰＴ調査の最終成果の一つに入れて頂きたいということを県にお願いしたい。 

回答者：友寄氏 

・ 定時確保は大きな問題。バスでは基幹バスを実現することで定時性がどの程度あるかを示

して頂きたい。ただ、新しく整備する道路に基幹バスというのではなく、跡地利用では違う

形態の公共交通を入れたい。５８号には基幹バス、跡地利用にはＬＲＴやＢＲＴなど幾つか

の公共交通を組み合わせると定時性がかなり向上すると伴に、一般道路の交通量が転換され

るという相乗効果がでてくると考える。 

質問者 宜野湾市民、男性 

・ このまま普天間跡地の開発が進むと、巨大な駐車場ができ、周辺での交通負荷の増大が懸

念される。 

・ 跡地では「平和・クリーンエネルギー都市」を目指してほしい。これ以上地球温暖化が進

めば、珊瑚礁によりダメージを与え、沖縄の観光に影響を与える。広大な土地にクリーンエ

ネルギーの先進的な都市ができないか。 

回答者：幸地氏 

・ 普天間跡地には駐車場をつくらずに公共交通でアクセスして移動してもらうことが基本に

なると考える。 
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４．アンケート調査の概要 

 

１）アンケート回答状況 

 

 

第 5 回県民フォーラムには、約 400 人の県民・市民の方々の参加を得た。会場では、『県

民フォーラムに関するアンケート』を 229 通配布し、68％に相当する 155 件の回答を

得ることができた。 

 

実施日 ： 平成 2１年 1 月２6 日（月） 

配付数 ：  229 通 （参加者に受付で配布） 

回収数 ：  155 通 （会場にて回収） 

回収率 ：  68％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲受付の様子                    ▲会場の風景 

 

 

フォーラムへの参加者のほとんどが「男性」であり、アンケート回答者も 80％以上が「男

性」であった。 

また、年齢別構成を見ると、50 歳代が 40％と最も多く、30 歳代は 19％、40 歳代は

16％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ アンケート回答者は、155 名 

◆ 回答者の属性は、男性、宜野湾市在住が多い 

参加者　男女別

女性
14%

男性
86%

N=147 参加者　年齢別

10歳代
0%

20歳代
11%

30歳代
19%

40歳代
16%

50歳代
40%

60歳以上
14%

N=151
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職業別では、公務員が 51％と最も多く、会社員が 26％、自営業が 6％である。 

居住する住所別では、普天間飛行場の所在地であり、フォーラムの開催地でもある宜野

湾市民の参加が圧倒的に多く 48％を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）沖縄県の振興や宜野湾市の将来像実現のために重要なこと 

 

 

今回の県民フォーラムを踏まえ、『沖縄県の振興や宜野湾市の将来の交通にとって、何が重

要であると感じたか』という問いに対しては、「軌道系公共交通の導入」が 101 件（66％）

と最も多く、次いで「跡地利用による幹線道路整備」が 82 件（53％）となっている。多く

の方が今回のフォーラムでの講演内容に共感したことがうかがえる。 

 

 

 

◆ 「脱車社会」の意識が高まる 

N=154、複数回答
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軌道系公共交通の導入
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その他
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３）普天間飛行場の跡地利用に関するフォーラムの今後のテーマ 

 

 

今後も継続的に開催する予定である県民フォーラムで、『普天間飛行場の跡地利用に関し

てどのようなテーマを取り上げたらよいか』との問いについては、「産業や都市機能のあり

方」が 77 件（50％）と最も多く、次いで「沖縄らしい風景づくり」（45％）、「交通機能

のあり方」（44％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）自由意見について 

 

自由意見では、以下のような意見が寄せられた。 

 

① フォーラムの感想・要望 

跡地＝住宅地という発想ではなく、跡地利用の視点から、県内の交通体系の方針を考え

るという新しい視点を評価する意見が多かった。また車依存社会から脱却し、環境に配慮

した交通体系整備の必要性についての理解が得られたようである。 

今後のフォーラムについては、若い世代がより参加しやすい工夫が必要であるという意

見や、パネリスト、コーディネーターの選定に関する希望も寄せられた。 

② 今後のまちづくりに対する意見 

跡地のまちづくりに対する意見としては、自然環境との調和や、赤瓦等、沖縄の文化、

史跡を生かした普天間らしさが感じられるまちづくりを期待する意見が多くみられた。 

また、まちづくりは市民参加型の手法による市民協働を求める意見も見られた。

◆ 今後のテーマは、「産業や都市機能のあり方」がトップ 

N=153、複数回答
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沖縄らしい風景づくりについて

自然環境や文化財の保全について

産業や都市機能のあり方について

今後の住宅地のあり方について
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１．意見交換会の概要 

 

１）意見交換会開催の趣旨 

・土地利用・環境づくりを専門とする有識者や若手の地権者等との意見交換により、計画方

針の取りまとめに際しての情報を収集する。 

 

２）アドバイザーの名簿と開催日 

 

敬称略   

アドバイザー 開催日 

①真野博司 株式会社 産業立地研究所 代表 

②白石武博 株式会社 カヌチャベイリゾート 代表 

平成20年 

12月19日 

③平良啓 株式会社 国建 建築設計部 部長 

④宮平栄治 名桜大学 国際学群経営情報教育系 教授 

12月25日 

⑤大川正彦 

呉屋力 

伊佐善一 

「普天間飛行場の跡地を考える若手の会」代表 
平成21年 

１月８日 

⑥堤純一郎 琉球大学 工学部環境建設工学科 教授 

⑦友寄孝 社団法人 沖縄建設弘済会 技術環境研究所 参与 

⑧崎山正美 糸満市 企画開発部政策管理室 参事 

１月９日 

⑨松下潤 
芝浦工業大学 システム工学部環境システム学科

教授 
１月27日 

 

 

資料－５ 有識者意見交換会の記録 
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２．真野博司氏（（株）産業立地研究所 代表取締役）               

 

１）日時、場所 

○ 開催日時：平成２０年 12 月１９日 13:15～15:15 

○ 開催場所：宜野湾市水道局庁舎２階会議室 

 

２）事務局出席者 

・沖縄県  知事公室基地対策課     ：當銘健一郎、比嘉悟、嘉川陽一 

・宜野湾市 基地政策部基地跡地対策課  ：城間盛久、新垣勉、高江洲強、塩川浩志 

・（財）都市みらい推進機構        ：稲岡英昭 

・（株）日本都市総合研究所        ：荒田厚、村山文人 

・玉野総合コンサルタント（株）     ：加塚政彦、伊藤直幸、水野清広 

・(株)群計画               ：小橋川朝政、大門達也 

 

３）アドバイザーによるレクチャーの要旨 

 

○ 意見交換会用にまとめてきた資料に基づいて説明したい。 

・ 普天間飛行場跡地は沖縄の将来に向けて極めて貴重な空間である。嘉手納以南の米軍

基地が返還される中にあって、広大な無地のキャンパスにアルカディアの絵が描けるの

で、良い機能を集積するために英知を結集していくことが重要である。 

・ 「産業系・業務系・学術研究系の導入」については、以下のテーマについて深堀の議

論をしていくことが必要と考えている。 

① リサーチ＆リゾート 

・ 20 年前から提唱している。これは美しい環境のなかにリサーチ機能とリゾート機能

を集積させ、研究者や技術者が自由に発想・交流できる環境を確保すると同時に、知性

溢れるリゾートとしてのブランドを確立するものである。 

・ やり方としては、リサーチ機能とリゾート機能を同時につくる方法、リゾート地にリ

サーチ機能を集積させる方法の２通りがある。例えば、恩納村というリゾート地に大学

院大学を立地させることでリサーチ機能の集積を図ることができる。 

・ 過去の調査で、研究者は「静（リフレッシュ・癒し）」と「動（刺激）」という環境を

求めていることが分かり、リサーチ＆リゾートを提唱した。これをコンセプトとして「浜

名湖頭脳公園」づくりに取り組んだ。 

・ 浜名湖頭脳公園計画は、研究施設を持たない研究機能として世界の研究者・学者など

の交流の空間という位置づけであった。事業主体の都合により計画半ばで中止になった

が、頭脳センター、日本商工会議所の研修所、ゴルフ場は完成した。ここでは人々の交

流の橋渡しをする「（財）頭脳空間研究所」が核と考えていたが、現在は機能がなくなっ

た。 

・ リサーチ＆リゾートの類似例としては、ソフィアアンティポリス（フランス／ニース

郊外）、ボカラトン（アメリカ／フロリダ）などがある。ボカラトンは戦前の高級リゾー

ト地がベースになっており、人口６万人の中に大学関係者、ハイテク関係者、リゾート
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関係者がそれぞれ１／３程度いる。 

・ 詳しい情報はないが、「カヌチャリゾート＋カヌチャヒルトコミュニティ」がリサーチ

＆リゾート的なものかもしれない。 

 

② ソーラ・ビジネス・パーク・シティ 

・ これからは自然エネルギーの活用が大きなテーマになる。 

・ 例えば、普天間跡地では建物の屋根の全てに太陽光集光パネルを置く案、平地等を活用

して太陽光発電所を建設する案などが考えられる。しかしながら、発電量は 700kw／ha

程度とさほど大きくない。 

・ 風力発電は低周波など人体への影響が考えられるため適していないかもしれない。 

 

③ ニューファクトリー（観光工場）パーク 

・ 観光工場は、建物が綺麗でデザイン的な工夫がなされ、見学やものづくり体験などがで

きる。特に企業イメージを消費者に強烈にうったえるものである。 

・ 製販一体化した観光工場は全国に 300 以上あり、食品、飲料、玩具、衣料品、化粧品

など消費財生産工場に多い。例えば薩摩の焼酎博物館では年間 20 万人もの来訪者がある。 

・ 現在は工場単体の立地が主体であるが、普天間跡地ではこれらを一同に集めることによ

り観光スポットにもなるのではないか。 

 

④ リタイアメント・アルカディア 

・ 千葉京葉や三重四日市のコンビナート工場で働いている県外出身者は、将来的に定住を

希望している人が多い。また起業したいが不安があるので中々実現できない。このためリ

タイア層の起業化支援として、人々が集まるインキュベーター（貸工場、貸研究室）を提

供することが必要と考える。 

・ 一方、沖縄を見ると、本土から来て沖縄の魅力に惹かれ、定住している人も多い。これ

らの人の中には卓越した技術、技能を持つ人たちが少なくない。このような「人財」向け

の住宅と賃貸オフィスなどを用意し、人材育成・職住近接を進めるべきではないか。 

 

⑤ 外国人起業家の誘致 

・ 経済産業省は外国企業の対日投資促進を計画中であるが、ものづくり系が少ない。これ

は日本のロケーションフィーが高いという構造に原因がある。一方で、国際競争力のある

製品を国内生産し、海外にだしているという動きもある。 

・ 川崎のアジア起業家村推進機構は、旧日本鋼管の建物を活用し、そこにでの入居費用を

３年間家賃無料にしていた（現在は有料）。役員の方々が様々なネットワークを持っている。 

・ 米軍の最先端技術に関わっている人は、基地が返還されれば少なからず職を失うなかで、

ビジネスを展開する機会を創出していくことも考えられる。サンディエゴ（アメリカ）で

は、基地従業者が格納庫を活用し、これまで身につけた技術をベースにしてベンチャービ

ジネスを展開した例がある。 

 

⑥ 製造業の立地 

・ 中城湾の特別自由貿易地域に製造業が立地し始めている。これまでの沖縄は食品や公共
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事業依存型の産業が中心であり、加工組立型の立地は難しいと考えられていた。また、ト

ヨタにも沖縄出身の非正規労働者が多いらしいので、ものづくりの経験をしている人が増

えている。時間はかかるかもしれないが、製造業を政策の対象とすることも考えられる。

この場合、はじめから半導体工場や液晶工場などを誘致するのではなく、まずはメッキ・

板金などを誘致する方が現実的だろう。 

・ 昨年度、国土交通省で奄美群島の調査を行い、与論町に２社の企業立地のあることが分

かった。以下でその概要を紹介する。 

＜日本マルコ＞ 

― 航空機・人工衛星部門の企業が今年の４月に操業 

― 08 年はトレーニング期間、09 年主力製品生産開始、10 年には新製品開発の拠点に

する予定。地元雇用 57 人。 

― 企業誘致戦略のセミナーで、立地経緯等を紹介して頂き、以下のことが分かった。 

⇒ 立地要因は、「社会貢献」、「研究開発拠点としての機密保持」、特に社長がヨットで

セーリングすることが好きなので「環境の良さ」に惹かれたことらしい。象徴的なケ

ースである。 

― 行政としては、土地などの準備を全くしていなかった。 

＜ロボテック＞ 

― 故郷に錦をかざる型の工場立地 

 

・ 企業誘致に成功している事例を見ると、以下の点がポイントになっていると考えられる。 

イ． 企業が欲している条件を正確に把握した上で誘致活動を行う 

― 企業のビヘイビアーを掌握した上で、その受け皿をつくる。 

― 自地域の条件から如何なる企業にアプローチすべきかを勉強する。 

― 自らよく勉強してからセールスすることが重要で、よく勉強した上で企業誘致を行っ

た都道府県では実績があがっている。 

― 大企業を誘致するには、まず関連企業を誘致・充実させることが必要。大企業単体で

は成り立たない。 

ロ．ワンストップサービス 

― 企業が用地契約してから操業開始までの手続きが 50 以上もあり煩雑。三重県は全国

に先駆けてワンストップサービスを展開したので、企業の手間が省けている。 

ハ．地元の熱意 

― イと同じであるが、特に首長の熱意が重要。 

― 一つの企業が立地すると、次々に工場立地が展開する傾向にある。 

ニ．優遇措置 

― ただし、優遇措置だけでは企業はこない。 企業が求める立地条件がまずあり、最終

的な決めてが助成金などの優遇措置である。 

ホ．リサーチ＆リゾート 

― 環境づくりは、企業誘致戦略にとって重要であり、そこで働く人の環境に加えて、外

から来る人にとっての環境もなる。 
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４）意見交換の内容（敬称略） 

 

荒田 ：これまでは普天間跡地を「広大な土地」と言ってきたが、地権者が多いため「本島

にまとまって使えるか」と反省している。土地をまとめるためには地権者に理解しても

らう必要があるので、地権者が実際に見て参考になる事例などを引き続き教えてほしい。 

真野 ：土地を信託にして運用することによりこれまでの地代程度を得ることが考えられな

いか。ただし、人々の土地に対する執着心は強力で、千代田区でもペンシルビルが乱立

している。 

荒田 ：昨年の県民フォーラムでは、元日銀那覇支店長の大沢氏に講演をお願いして「地権

者のまちづくり会社をつくろう」という提案をして頂いた。相当の土地がそのような形

にならないと、まとまった土地とは言えなく、今後の最も大きな課題だろう。地方に工

場が立地する場合に、土地取得などの問題は顕在化しないか。 

真野 ：近年は工業団地への企業立地が増えている。企業はスピードを要求しているため、

用意されたまとまった土地があることが重要になる。 

荒田 ：嘉手納以南の１５00ha が沖縄県にとってみれば土俵である。様々な跡地での機能

をつなぐことも県が打ち出す施策としては必要であり、普天間跡地だけの話しにはなら

ないだろう。 

當銘 ：普天間と同時に瑞慶覧、キンザーなどが返還されることになっている。これらの返

還跡地の中で普天間は交通アクセスなどの面で条件が良いとはいえない。このような中、

地権者は土地を売りたい・貸したいなど、自ら使わないケースもあるため、土地をまと

めて管理運営する組織、それに対する国の支援が必要と考えている。新しい産業を国内

外から誘致する場合、行政的インセンティブの中で企業が興味をひくことは何か。 

真野 ：エルピーダは合弁で台湾のサイエンスパークに進出している。台湾に進出した理由

は、操業３～５年無税、その後は課税率を下げるなどの優遇措置がある。日本では規制

緩和が中心であるが、外国のトップはこれに加えて税制・財政優遇等が手厚い。ニュー

ヨークは州全体が経済特区である。 

沖縄では戦略産業を見いだし、それにあわせてものづくりの教育・人材育成を行って

いくことが重要と考える。 

国際競争力の高い環境づくりとして、かつてはスケールメリットを活かした大型化で

あったが、今後は新たな競争力を見いだしていくことが重要になる。その一つが優遇措

置ではないか。 

 

以上 
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５）アドバイザー提供資料 
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３．白石武博氏（㈱カヌチャベイリゾート 代表取締役社長）           

 

１）日時、場所 

○ 開催日時：平成２０年 12 月１９日 15:30～17:30 

○ 開催場所：宜野湾市水道局庁舎２階会議室 

 

２）事務局出席者 

・沖縄県  知事公室基地対策課     ：當銘健一郎、比嘉悟、嘉川陽一 

・宜野湾市 基地政策部基地跡地対策課  ：城間盛久、新垣勉、高江洲強、塩川浩志 

・（財）都市みらい推進機構        ：稲岡英昭 

・（株）日本都市総合研究所        ：荒田厚、村山文人 

・玉野総合コンサルタント（株）     ：加塚政彦、伊藤直幸、水野清広 

・(株)群計画               ：小橋川朝政、大門達也 

 

３）アドバイザーによるレクチャーの要旨 

 

・ 観光は県全体で考える必要があるため観光に特化した部署だけでは対応できない。まち

の形成や住みやすい島の形成などが重要であり、これを踏まえて普天間跡地を考えること

が必要である。 

・ 観光客 1000 万人の達成は可能と考えている。この目標を掲げることにより具体的な問

題と時間軸が見えてくるはずである。現在、沖縄への年間観光客数約 600 万人のうち、

外国人観光客は 20 万人程度、国内からの来訪者の約 75％がリピーターとなっている。

また、県のマーケット調査では 1000 万人の人が沖縄に来たいという潜在需要がある。

国内からの観光客については、「リピーター」と「潜在需要」に対応したマーケット分析

が必要だろう。 

・ 少子化・人口減少、高齢化に伴い、沖縄では高齢の来訪者のシェアが大きくなっている。

万座ビーチなどのブームが約 25 年前で、その時代に子育てで忙しかった方々が高齢化し

て沖縄に来ているのではないか。高齢マーケットをどのように捉えるかが大きな命題であ

り、このキーワードが「健康」、「ロングステイ」と考える。 

・ 海外からの来訪者は現在 20 万人弱程度であるが、潜在需要としては大きい。中国の海

外旅行者は現在 4000 万人であるが、数年後には１億人になると言われている。4000

万人のうち 3000 万人強は香港やマカオなどほぼ国内移動であり、純粋に国外で出ている

のは約 1000 万人程度である。韓国は昨年の段階で 250 万人であり、日本からも同じ程

度韓国に行っている。これら国外からの観光客を沖縄に呼び込むためには、沖縄の文化や

地政学上の有利性を活かして、海外マーケット調査を行った上で、民間および行政が一体

となって戦略的に進めることが重要と考える。国内から 700～750 万人、海外から 250

～300 万人といった割合とすることにより、1000 万人の達成が可能となるのではない

か。 

・ 観光振興に向けては、必要設備の量を確保した上で、質を上げていくことが必要である。

質だけを追求していては客の絶対数が減ってしまう。 
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・ 沖縄には 38～39 の有人島、本島の南部・中部といった区分など、それぞれの特性があ

る。各エリアの特性の中で何を提供するかの基本的ロジックをまちづくりの中に入れてい

くことが必要と考える。 

・ また、地方では、広域・多産業の連携により、地域が一体となって取り組み、人が集う

まちをつくっていくことが必要と考える。残念ながら沖縄でのビジネスの成功者は県外出

身の人が多い。沖縄の価値あるものを沖縄の人が上手く掘り起こせないのが現状である。 

・ これまでに国内外のものを見てきた経験から、ハワイの観光客をどうやって沖縄に連れ

てくるかを常に考えていた。ハワイはまちごと観光産業になっており、人々にも浸透して

いる。 

・ カヌチャは、海洋博をきっかけとしてまちの機能、ビジネスモデルをつくろうというこ

とになり、グリーンピアの資金を活用して周辺の交通インフラ整備を行った。土地は大部

分が市有地であり、まちづくりの理念を踏まえて段階的に整備をしてきた。今後は定住型

やロングステイを進めて、まちづくりを展開していきたい。 

・ 普天間のまちづくりは、全国の成功例を貼り合わせただけでは上手くいかないだろう。

那覇新都心はパチンコ店などが多く薄っぺらい部分が沢山あり、傷害事件などがある。見

た目は綺麗であるが、人々のコミュニティによるセキュリティ機能がない。 

・ 県全体でのゾーニングを行い、どこがどのようなファンクションを受け持つかを明らか

にし、マーケット目線でのファンクション分けを行い、需要を喚起する機能を充実させて

いくことが重要と考える。 

・ 沖縄では那覇とのアクセスを確保することが重要である。このためカヌチャでは空港～

カヌチャ間のシャトルバスを自前で運行している。現状では、那覇を中心としたアクセス

は、レンタカーの需要が高く、観光客の約 50％がレンタカーユーザーである。カーナビ

でどこにでも行ける時代であるため、これらに対応した交通インフラ・駐車場整備が重要

と考える。交通インフラ整備は、民間ではできない部分である。 

・ 観光リゾートは、海がなくても成立すると考える。まち並みの修景などを徹底的に行う

ことにより人々は来てくれるだろう。まちや道は観光資源であるが、これらの修景・植栽

に配慮くまちが形成されてきた結果、観光客が抱いている赤瓦の景色は少なくなっている。

また、リゾート地の恩納村でも電線・電柱で景色が阻害されている。ハワイはこのような

点に十分配慮されている。 

ヨーロッパ型の価値観は古いものを守る。一方、日本はスクラップ＆ビルドでまち全体

に文化がないと言われている。カヌチャは自分の敷地なので全て赤瓦にできたが、一般市

街地であればまちとしてのレギュレーションも必要だろう。また観光産業を創出する場合

はハードだけでなく、農業や製造業と連携して新しいものをつくりだしていく必要がある。 

・ 将来的に 250 万人の海外からの人々を迎え入れるためには、人材を育成することが重

要になる。人材育成のためには、世界中の人々が観光マネジメント学びにくる有名大学、

その中にホテルを設置することが有効と考える。カヌチャでは、世界の人々が観光マネジ

メントを学べる大学を設置し、人材育成をしていきたい。 

 

 

 

 



 90

４）意見交換の内容（敬称略） 

 

小橋川：カヌチャの建築家は全て異なるか。 

白石 ：建築家は全て違う。Ⅰ～Ⅱ期目までが県内業者、三期目以降は県内業者と県外業者

のジョイントであるが、全体のランドスケープはリッキー氏（ハワイ／沖縄出身三世）

等に描いてもらい、実施設計は日本の建築家にお願いした。 

村山 ：カヌチャの長期滞在や定住ゾーンには様々な人々が全国から集まってくるだろうが、

それらのコミュニティを形成していく上でのポイントは如何に。 

白石 ：①まちの憲章を定めて、それに合意する人を受け入れる。このフィルタリングによ

り文化度の高い人や価値観を共有している人を集めることができる。アメリカのサンシ

ティなどと同じシステムである。はじめからまちとしてのルール、哲学、コンセプトを

すえて、それに賛同する人を入れる。また長期滞在者は消費だけを求めてはいけない。

１ヶ月間遊びだけでは気が狂ってしまうので、如何に働く場を用意できるかが重要にな

る。例えば、遊休耕作地のタイムシェアをカヌチャでやろうと考えている。農作物の地

産地消、ゴミの循環システムなどにもつながる。次世代に良い環境を残していきたいと

いう方が増えており、新しくまちをつくっていく時は、「環境に配慮されたシステム」を

組み込んでいくことが重要ではないか。 

②海がなくてもリゾートを展開することは可能であるが、現在の軍用地料に見合うビジ

ネスモデルは難しいかもしれない。ゴルフ場の収益は少ないためプロフィットセンター

にはならないが、まち全体の借景として景色をつくる一要素にはなる。 

城間 ：これまでのリゾートは、本島西側の海が中心であったが、山手でもリゾートが可能

と考えるキーワードは如何に。 

白石 ：①リゾートビジネスは海だけでなく、山岳リゾートもある。当該エリアにどのよう

な特性、“うり”があるかを分析し、如何なる人をターゲットにするかを見定めることが

重要だろう。沖縄の現在の景観には魅力がないので、赤瓦は大きな魅力になる。また、

アメリカの看板を外したら客が減ったという事例もある。これはまちの景観を一般化し

たことにより魅力が減少したということだろう。 

②カヌチャでは犬対応の住宅を用意した。全国では３世帯に１世帯の割合で動物が飼わ

れている。これらの人を受け入れることで新しい需要を喚起することができる。統計的

には犬が大好き・大嫌いな方が各２割、どちらでもいい人が６割という 2:6:2 の法則が

ある。犬好き２割のマーケットを取り込むために犬嫌い２割の人を逃がしてはいけない

ので、ゾーニングを行い区別したまちの形成をすることが必要である。また、西海岸が

好きな方８割に対して、日の出を望む人が２割いたらそれで良い。西海岸の８割を 20

件で奪い合うより、２割を１件で独占した方がよく、ビジネスモデルになる。 

③全ての人を受け入れようとするのではなく、地域の“うり”を見定めた戦略に基づい

て実践することが重要と考える。 

荒田 ：普天間は沖縄振興の拠点となる位置づけを受けており、観光についても拠点となる

機能の一つとして教育・人材育成機能が重要ではないかと考えている。ホスピタリティ

マネジメントは高度な技術力が必要となるため、これを養成するために大学とホテルを

セットにした施設の導入を１つのメニューとしてイメージしている。 
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白石 ：沖縄における観光のインターシップ制度は中途半端であり、人間づくりには適さな

い。現在の大学のプログラムは理論と実践が別になっている。コーネル大学は学校の中

にホテルがあり、インターシップの機能がある。客は学生だからと妥協してくれないの

で、非常に高度なプログラムなどが用意されている。ハワイ大学では「学」と「実」を

身につけることができる。また、ハワイ大学には世界中から学生が留学しているので、

国際的な文化交流そのものが観光資源となり、大学自体が観光地となっていた。大学も

集客施設であることを意識してつくりあげていくと、沖縄の観光振興にも寄与するもの

になるだろう。 

新垣 ：長期滞在者と周辺住民との関係は如何に。 

白石 ：同じ日本人なので、ほっておいても問題ない。ただし、敷地の中だけでは人間の生

活が成り立たないので、カヌチャではできるだけ周辺の既存施設やコミュニティも活用

するようにしている。このためには交流会館等の箱物を用意するのではなく、ライフコ

ーディネーターを用意して、施設内外からボーリングしたい人を集める、ボーリングサ

ークルを紹介するなどが有効と考える。 

また、カヌチャでは、居住者に名桜大学の社会人講師になってもらい、ビジネスの機会

や生きがいを提供している。リタイアメントコミュニティは資産１億円以上の人が対象

であり、社会的にがんばった人達の経験談などが学生にも有益である。 

當銘 ：交通アクセスに関して、観光客は路線バスには乗らないが、モノレールの需要は比

較的高いように感じる。普天間跡地利用を考えた場合に、どのような公共交通機関があ

ればよいか。 

白石 ：バスは分かりにくく、交通渋滞・時間通りにこないなどの理由から観光客には使わ

れない。モノレールは空港に直結しているので分かりやすく、集客施設 DFS にもつなが

っており、レンタカーも使いやすい構造になっている。公共交通としては、分かりやす

く安定している鉄軌道の方が望ましいのではないか。鉄軌道は環境面でも好ましい。 

荒田 ：水は何か工夫しているか。緑の維持管理にも相当の水を使うだろう。 

白石 ：水道インフラも自分たちで整えている。 

 

以上 
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５）アドバイザー提供資料 

 

 

 

 

 

 

 

日本受け入 

れのためのトレーニングセンター 
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４．平良 啓氏（㈱国建建築設計部部長）               

 

１）日時、場所 

○ 開催日時：平成２０年 12 月 25 日 13:15～15:15 

○ 開催場所：県庁 8 階第 4 会議室 

 

２）事務局出席者 

・沖縄県  知事公室基地対策課     ：當銘健一郎、比嘉悟、禰覇毅、嘉川陽一 

・宜野湾市 基地政策部基地跡地対策課  ：城間盛久、新垣勉、高江洲強、塩川浩志 

・（財）都市みらい推進機構        ：稲岡英昭 

・（株）日本都市総合研究所        ：荒田厚、村山文人 

・玉野総合コンサルタント（株）     ：加塚政彦、伊藤直幸、水野清広 

・(株)群計画               ：大門達也 

 

３）アドバイザーによるレクチャーの要旨 

 

・ 首里城の復元は国県市及び民間の大変な熱意をもって平成 4 年に一部開館した。私は建

築の設計と工事管理という立場で参加した。 

・ 集落空間再生について、意見をのべたい。 

・ 沖縄の伝統的集落の特徴 

 海があり、集落があり、山には御嶽がある。腰当森が集落を包みこむ大切な形がある。 

・ 伝統的集落の今日的意義 

 落ち着き、美しい景観、自然との共生、共同体のコミュニティー 

・ 宜野湾における住宅環境の状況と課題 

 基地周辺は狭小な状況である。道路も迷路のような場所もあり課題がある。 

・ 現代の都市空間・景観の課題と伝統的集落空間再生 

 景観的な乱れ、高層・中層・低層の建物の乱立、色調の乱れ、犯罪が生まれやすいデッ

トスペースなどが課題 

・ 伝統的空間・景観の再生と新たな視点 

－ 沖縄らしさの時代的規定については、有史以来景観は変化してきている。瓦も 1700

年以前は灰色の瓦であり、赤瓦は庶民の家は使用することはできなかった。茅葺の屋

根も多く、明治１２年以降に赤瓦が庶民にも解禁された。時間軸の中で沖縄らしさや

宜野湾らしさとは何かを考えなくてはならない。 

－ 土地の記憶。地域の歴史性をどうよみがえらせるか。伝統的な建築空間の再生だけ

でよいのか。沖縄にはアメリカ文化や日本文化が融合されカオス的なしかし魅力的な

空間が生まれた。 

－ 土地の記憶に関連するが、基地建設の中で造成され平坦な地形となってしまった。

アンジュレーションがあったはずである。その復元も検討するのか。 

・ 今後の課題としては、どの時点を取って沖縄らしさと捉えるのか。事例集にいくつか

伝統的な集落の事例が挙げられているが、更なる事例の抽出や検討が必要。 
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 ４）意見交換の内容（敬称略） 

 

荒田 ：基地接収前の集落の状態を知っている世代はどんどん減っている。地図データなど

は残っており、ある程度正確な建物の位置などは再現できると考える。再現する時

期は戦争直前の最も栄えていた時期を考えている。その時期のどのような文化が再

生の対象か。 

平良 ：天久の銘苅集落の再現モデルを作成したことがある。アメリカが作成した地図や航

空写真を用いた。当時を知る方にも聞き取りを行った。かなり鮮明に記憶しており、

体になじんだ空間だったことがうかがえた。現在の天久は平坦な土地となっている。

都市機能としては便利だが、再生という観点は無い。 

荒田 ：昔の地図等を頼りに集落を復元した事例は無いか。 

平良 ：県内では読谷の喜納番所がある。場所は多少変更されているが、木造で黒い瓦を使

い復元した。 

當銘 ：宜野湾にも特徴的な集落跡がないか。 

城間 ：宜野湾中学校の裏手に宿り集落があり、石積みが残っている。 

平良 ：痕跡があることが大切。やはり復元するなら元の場所に復元したい。 

當銘 ：沖縄らしさとは何か。赤瓦は沖縄らしさとして認知されている。それ以外に沖縄ら

しさを感じられるものは何か。 

 先人の知恵を活かした他とは違う住宅地にしたいが、現在の生活にアンジュレーシ

ョンが受け入れられるだろうか。 

平良 ：天久のクレッセンが一つの例。背割線にスージ小を入れ、屋敷の囲いも低い。プラ

イバシーの問題はある。 

荒田 ：敷地規模が 500～700 ㎡くらいあれば雰囲気が出せると思う。 

平良 ：宜野湾市らしい空間とは何が考えられるか。 

城間 ：一般的だが、御願所やカー、屋敷跡や墓だろう。当時の様子を聞く機会があったが、

皆昔のイメージをよく覚えている。並松街道にも思い入れがあるようだ。お年寄り

の中には当時の家があれば戻りたいという人も多い。 

荒田 ：その方々のために何を残したいか検討する。庭（ナー）が特徴的だと思う。 

 

以上 
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５）アドバイザー提供資料 
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５．宮平 栄治氏（名桜大学国際学群経営情報教育系 教授）           

 

１）日時、場所 

○ 開催日時：平成２０年 12 月 25 日 15:30～17:30 

○ 開催場所：県庁 8 階第 4 会議室 

 

２）事務局出席者 

・沖縄県  知事公室基地対策課     ：當銘健一郎、比嘉悟、禰覇毅、嘉川陽一 

・宜野湾市 基地政策部基地跡地対策課  ：城間盛久、新垣勉、高江洲強、塩川浩志 

・（財）都市みらい推進機構        ：稲岡英昭 

・（株）日本都市総合研究所        ：荒田厚、村山文人 

・玉野総合コンサルタント（株）     ：加塚政彦、伊藤直幸、水野清広 

 

３）アドバイザーによるレクチャーの要旨 

 

・ この問題を見る視点として、嘉手納以南の返還という中で泡瀬ゴルフ場の跡地利用が始

まりつつある。次に普天間飛行場、キャンプキンザーとある。 

・ 返還予定地の所在する各市町村の担当者は都市軸が見えないという。糸満からうるま市

までは一つの都市を形成している。その都市形成の中で帰ってくるのだが、基地の跡地の

役割を全体像の中でどう考えていくのか全体像が見えにくいと言われる。 

・ 地権者に正確な情報が伝わっていない。返還時期、使用できる時期、その頃の沖縄の状

況等伝わっていない。そのような情報を提供して欲しい。 

・ キャンプキンザーと比較してみると、風致風景、交通の便等若干劣っている。そのよう

なデメリットをメリットに変えるような都市政策あるいは都市軸の形成を行わないといけ

ないというのが私の意見である。 

・ キャンプキンザー跡地について浦添市長や議会の動きを見ていると、人口が増えるとい

う前提で考えている。沖縄県の総合計画でも 2030 年までは人口増加の推計が行われ宅地

が不足すると言われている。実際にそうか。実測値と推計値は違う。 

・ 21 世紀ビジョンの懇談会でも話題になっているが、日本の人口は減少している。新た

な土地需要を開拓するとなると国内外からの移住を含めた土地利用を考えないといけない。 

・ 宜野湾が以前つくった跡地利用をみて驚いたのが新都心を成功事例としていたことであ

った。琉球大学の榎戸氏も言っているように、おもろ町というのは日本の都市政策の失敗

例の 2・3 周遅れだという厳しい指摘もある。 

 

（移住を検討するにあたって） 

● ターゲットは団塊世代 

・ 日本で移住できる世代はこの世代である。団塊の世代とそれ以前の世代との明らかな違

いは 

－現実の消費＝所得×意欲×情報イメージ 

－情報とイメージをターゲット層に打ち出さなければ移住しない。 
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－プラス移住後のまちづくりを考えないといけない。 

・ オーストラリアで移住を促進して人の話では「移住者同士で固まってしまうといけな

い」移住してくる人は東京のぎすぎすした会社関係や人間関係が嫌で移住してくるが、移

住者同士で固まるとミニリトル東京ができてしまう。沖縄の人間の感覚からはわからない

が、東京での仕事や職階の話に至り、歪んだ人間関係ができてしまう。移住政策の一つ目

は群れさせない。散らすとなると地元とのコミュニティーをどう形成していくかというこ

とが非常に重要になってくる。沖縄の文化風土に対する正しい理解を与えないと、文化摩

擦が起きる。例えばエイサー。苦情がくるので中部でもエイサー練習を 10 時に切り上げ

ている。ミチジュネーもそう。 

・ 本当に沖縄や移住者にとって望ましいのか。ターゲット層に情報を提供していかないと

いけない。しかし、沖縄県ではその情報提供を誰もやってこなかった。その結果、石垣島

のような無秩序な状態になっていく。 

・ 沖縄で働きたい団塊世代についてのアンケートを行った。アプローチが多かったのは首

都圏であった。普天間やその他の移住地でアプローチをかけるならやはり首都圏が優先で

ある。 

東京まで航空便で 2 時間半で来られてしまう。夏になると 11 時台の遅い便もある。近

い距離にある。 

● 沖縄県に知り合いが住んでいるか。 

・ 知り合いがいる層が多い 

・ 沖縄県への来訪経験は 50％ 

重要なポイントは、北海道は「ちょいと暮らし北海道」といって 1～2 週間、夏と冬に

移住体験プログラムを行っている。ちょっと来て気に入ったから移住してみたが実際生活

するとなると違っていたというのを避けることができる。道が主体と菜って行っている。 

沖縄県の場合は幸いにウイークリーマンションがたくさんあるのでこれを利用して受け

入れ態勢が築けないか。そうすることで沖縄県の良さ、地域の良さを知ってもらえる。 

● 沖縄で働くことに対しての不安 

・ 家族の都合、人間関係、沖縄のマナー・習慣・食べ物等アナログ的な部分 

・ 移住者が、地域に溶け込んでいけるようなプログラムの検討 

 

４）意見交換の内容（敬称略） 

 

荒田 ：移住が見込める規模は。 

宮平 ：戦略による。国内だけなのか、国外も見込むのか。中国は魅力的である。 

      沖縄は島嶼県なので、キャパシティーの問題がある。そこから算出してみてはどう

か。 

荒田 ：移住者を誘致するため条件整理を行っている。オーシャンビューのロケーションに

3,000 ㎡くらいの敷地面積を持った高給な住宅地を計画している。また、旧集落で

沖縄らしい住宅地を作る等を検討している。来住者の住宅に対するいろいろな思い

を実現させるためにも共同開発型のメニューも検討している。しかし、県外からの

移住に対して、県民のコンセンサスは得られるだろうか。 

宮平 ：県内への移住で成功している例は那覇市と恩納村だろう。ホテルリゾート関係への
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人材として移住している。移住者の海が好きという思いと一致している。伊武部で

は、移住者と住民の関係を築くまで時間がかかっている。移住者が、いかに地元へ

溶け込んでいくか仕掛けが必要である。 

      トラブルとなるモンスター移住者は避けないといけない。 

當銘 ：石垣・西表・竹富等で問題が起こっていると聞く。移住者がオピニオンリーダーと

なっている。島の人たちと同じ考えなら良いが、乖離していたら問題がある。 

宮平 ：移住者は、住んでいる人と違った目線で見ているので、そこら辺も関係しているの

ではないか。 

宮平 ：コミュニティーを形成する仕組みづくりが大切。おもろまちや北谷で、どのように

してコミュニティーが成熟して言ったのか検証しても面白いのではないか。 

小橋川：移住者の職の問題はどうか。 

宮平 ：移住してくる団塊の世代は、東京の企業で働き、沢山の人脈と知識がある。県内企

業がどのような人材を求めているか情報発信が必要。 

大門 ：やはり団塊の世代がターゲットか。若い世代の検討はしなくても良いのか。 

宮平 ：若い世代は受け入れないほうが良い。高所得者がターゲットである。 

宮平 ：普天間飛行場の地主さんは、返還後も土地があれば建物を建てたい人等利用者が向

こうからくると思っている面がある。 

當銘 ：確かに行政に頼る傾向が強いようだ。 

城間 ：調査結果を地主にも説明しているが、あまり興味を持ってくれない。自分の土地が

どうなるかを心配しているように思う。 

宮平 ：成功事例がおもろまちと思っているが、今後人口が減少するとなると話は違ってく

る。地主会の方の世代にとっては想像しにくいだろう。 

宮平 ：宜野湾にはまちづくりの資源として大学がある。琉球大学や沖縄国際大学でアンチ

エージングの研究を行って、移住者を取込めると思う。市内にあるスポーツ施設や

マリーナ等と連携させていけば面白いのではないか。 

      市街地と西海岸をつなぐためにも坂を利用したまちづくりは考えられないか。 

荒田 ：基地内のアンジュレーションも残した開発にしたいと考えている。 

禰覇 ：団塊の世代がターゲットと仰っていたが、返還時期にも需要があるのか。 

宮平 ：本土と比べて沖縄は時期的に 5 年くらいのずれがある。返還の時期には、中国や香

港が経済力を持っているだろう。中国や香港は寒い地方で海がない。海洋レジャー

は未発達である。 

荒田 ：医療で来住者を誘致できないか。 

宮平 ：医療に関しては、タイやシンガポールが成功している。精密検査をして、結果が出

るまでに観光を行う検査ツアーが人気。 

禰覇 ：言葉や文化の違いで問題は無いのか。 

宮平 ：台湾ではＩＴが盛んだが、言葉の違いに問題があった。子どもの頃から英語教育を

徹底させている。英語で業務を行っている。普天間の中だけで英語と日本語の二ヶ

国語を流通させても面白い。 

小橋川：それは難しいのではないか。 

宮平 ：あくまで提案であり、できるかできないかは検討が必要。 

宮平 ：沖縄は観光地といっても米ドルくらいしか使えない。国際的ではない。 
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禰覇 ：移住と短期的な滞在とではどちらの消費額が大きいのか。 

宮平 ：短期である。 

花粉症対策などを本部のマハイナが行っている。ウイークリー・マンスリーマンシ

ョンもあるのでそれを利用してもいい。2 ヶ月くらいの滞在なら年 6 回転できる。

これくらいやれば他地域居住が実現できる。 

儲かるかどうかは地産地消を推進できるかである。工夫が必要。 

修学旅行も周遊型から体験型に移っている。観光の形も変わってくる。我々沖縄県

民が日常的に行っていることを求めている。 

宮平 ：沖縄には中華街がない。中国人も居心地がよくて、自分たちだけのコミュニティー

を作る必要が無かったのではないか。アメリカの退役軍人も移住している。 

      新しいコミュニティーが成熟していく様子や、移住してきた人たちが、地域に溶け

込んでいく様子を研究したらヒントがあるのではないか。 

荒田 ：小学校や中学校からコミュニティーができているのではないか。 

宮平 ：どうやってコミュニティーが形成され、熟成されていくか、東京のまちの事例を研

究しても良いだろう。 

 

以上 
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６．堤  純一郎氏（琉球大学工学部環境建設工学科 教授）              

 

１）日時、場所 

○ 開催日時：平成２０年 01 月 09 日 10：00～12：00 

○ 開催場所：沖縄県庁８階第４会議室 

 

２）事務局出席者 

・沖縄県  知事公室基地対策課     ：當銘健一郎、禰覇毅、比嘉悟、嘉川陽一 

・宜野湾市 基地政策部基地跡地対策課  ：新垣勉、高江洲強 

・（財）都市みらい推進機構        ：佐々木健、稲岡英昭、仲本和英 

・（株）日本都市総合研究所        ：荒田厚、村山文人 

・玉野総合コンサルタント（株）     ：加塚政彦、伊藤直幸、水野清広 

・(株)群計画               ：小橋川朝政、大門達也 

 

３）アドバイザーによるレクチャーの要旨 

・  07.2 に開催された県民フォーラム時の資料に基づいて説明する。 

●  普天間飛行場が位置する宜野湾市と沖縄本島中南部地域の状況 

・ 沖縄県の中南部地域は、面積・人口ともに政令指定都市に匹敵する規模である。 

・ そのなかで、宜野湾市、普天間基地は地理的に中心部にあり、交通の要所、都市機能の

中心的な部分が存在してもいい地域である。例えば道州制が導入され、沖縄県が一つの州

とされた場合、普天間に中枢機能を配置することも考えられる。 

● 普天間飛行場跡地利用のイメージ 

・ 普天間基地は約 5 平方㌔の広い土地であり、どのような土地利用とするかはイメージし

づらいが、大規模公園 100ha、高度な都市機能 60ha、住宅地 250ha、主要幹線道路

30ha、学校等 30ha、産業施設 20ha 程度の土地利用イメージを想定している。 

・ 供給処理施設とは、産業施設として廃棄物処理およびエネルギー供給施設をイメージし

ている。 

・ 供給処理施設は通常は、発電所などは工業専用地域となるため、まちからはなれている

のが一般的であったが、これまでの概念を変え、中央部の都市機能の中に配置することが、

今後の沖縄県のため、普天間以外の地域にとっても必要であると考えている。 

・ 供給処理施設の中心はごみ処理施設、発電施設とその他のエネルギー供給源として、風

力・太陽光・温度差発電などを使い、一定の区域において電源の自己供給の要素をもつマ

イクログリットを組んでいくことを考えている。この地域のマイクログリット化が一つの

モデルケースとなれば離島での活用も可能と考える。 

● 都心部に設置する処理供給施設 

・ 都市の中心部に処理供給施設を配置する考えの背景には、供給処理施設は迷惑施設であ

るが、都市の中心部にある高機能施設と一体化することで、土地の価値を下げる要素と上

げる要素をあわせ、地区全体の土地の価値を平準化する狙いもあるためである。 

・ 都市の中心部に設置する廃棄物処理施設は、中間処理施設（焼却溶媒施設）として事業

系一般廃棄物又は焼却できる産業廃棄物を処理対象と考えている。家庭系の一般廃棄物は
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現在の倉浜衛生組合の施設拡張により対応可能であると考えている。 

・ サーマルリサイクル（排熱による発電・熱供給）がうまくいけばカスケード的な何段階

もの熱供給が可能であると考えており、「地域熱供給事業」のモデル事業とすることとも考

えられる。 

・ 都心に設置する廃棄物処理施設の効果は、一つは排出から処分までの搬送距離が短くな

ることである。二つ目は、熱エネルギー生産から消費までの距離と密度が高まることであ

る。三つ目は、供給処理施設と一体化したテーマパーク化が挙げられる。 

・ 供給処理施設の有効利用、テーマパーク事例としては、外観がユニークである大阪市の

舞洲工場がある。思い切ったデザインを入れることで、違和感を無くし、楽しそうなイメ

ージとしている。 

・ また、川口市の朝日環境センターは、住宅地に隣接した地域にあり、排熱を使った事業

などを行っており、スラグによる原料供給、排熱を使った温泉、プールを併設している。 

● エネルギー自立の方向性を目指す供給処理施設 

・ ごみ処理には 1000℃以上の熱が発生し、この排熱を段階的に落としていきながら利用

する。蒸気タービンによる発電（800℃程度）、低温の熱による温度差発電または吸収式

冷凍機の運転やスターリングエンジンへの活用（400℃程度）、より低温の熱による温水

供給（80℃程度）、さらに冷水供給（7～8℃程度）などが考えられ、熱供給の点で有効的

な施設となる。 

・ その他のエネルギー源としては、太陽光、風力が現実的と考えている。バイオ系は匂い

の発生で問題があるとことも考えられる。 

・ エネルギー供給施設を連携させマイクロブリット化するが、安定した電力供給のための

バランサーとして蓄電システムが必要となる。例えば、水素エネルギーに置き換えて必要

なときに燃料電池を運転することなどが考えられる。 

 

・ 以下の内容は、今回のテーマではないが、考えを述べる。 

● 都市機能 

・ 供給処理施設の周辺に配置する都市拠点としては、公共オフィス、商業ビル、交通拠点、

歓楽施設（テーマパーク等）が複合的に配置するイメージ。 

・ 都市機能の規模は 60ha 程度としており、新宿副都心の超高層ビル群に相当するが、こ

の規模ができれば十分に地域熱供給事業ができると考えている。 

● 住宅、観光宿泊、公園緑地 

・ 都市拠点を囲むような森を考え、そこに住宅地や宿泊施設を入れた観光施設、公園など

が点在するイメージ。西側の断崖部分は自然環境的保全が必要。 

・ 石灰岩に浸透した水が、何年かのち大山地区に湧水として出ており、この水の循環は残

すべきと考えている。緑地の確保により浸透性を高めることが必要。 

 

４）意見交換の内容（敬称略） 

 

荒田 ：マイクロブリット化の定義は何かあるのか。 

堤  ：特に細かい定義は無いが、エネルギーが一方向ではなく、電源供給と消費がループ

しており、あまり大きくない久米島など限られた集落を単位とした区域で完結した
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イメージのものである。 

佐々木：マイクログリット化は、自然エネルギーなどは供給に波があり不安定となるため複

数のエネルギー源を連携させ安定させること、また、ローカルなエリアで完結し安

定させている。 

荒田 ：本島におけるエネルギー供給、それを担っているのが沖縄電力であり、燃料はガス、

石油、石炭を使っているが、今後どのように変わっていくのか。 

堤  ：沖縄本島の電力供給は、大半が石炭火力によるもので CO2 の排出が多く早急の課

題となっており、その対策として沖縄電力では、現在、中城村湾にＬＮＧ（液化天

然ガス）による発電所を建設している。また、今後は大型のエネルギー供給とロー

カル内でのマイクログリットなど小さなエネルギー源を集約したものを併用してい

くと考えられる。安定供給は難しいため、バランサー（蓄電システム）による安定

供給が必要。ただし、自然エネルギーによるマイクログリット型のみでは費用的に

も高価であるが、今後の開発の方向であると考える。 

離島では大半がディーゼル発電であり、本島の 2 倍程度に相当すると考える。電力

使用費は県内同一であるが、県全体として電力単価は高い。原子力発電も通ってい

ないため止むを得ない。原子力発電は運転制御しないため、ベースを原子力発電と

し需要の波を火力発電などで埋めることとなるが、沖縄の場合、本島以外はまとま

った電力がなく原子力発電は困難。そのため、離島では現状と同様なものとなる。 

加塚 ：廃棄物処理施設に搬入するエリアと電力を供給するエリアの関係はどうか。集める

エリアが大きく供給できる範囲＝恩恵のうけるエリアのほうが狭い場合の説明、考

え方はどのうなものか。 

堤  ：集める範囲と供給する範囲では、集めるエリアのほうが広くなる。供給処理施設は

迷惑施設としてとらえられており、その建設を受け入れたエリアがその恩恵を受け

入れるという考えであり、集めるエリアは那覇などを含めた広い範囲でもよいと考

えている。 

當銘 ：温水供給と冷水供給があるが、沖縄県では冷水供給が主体と考えるがどうか。 

堤  ：数年前の日本建築学会で住宅エネルギーの調査において、沖縄の 4 棟の住宅を調査

した。1 分毎の電力供給と都市ガスの使用状況を調査したところ、住宅の場合、年

間エネルギーのうち、給湯が約 20～25％を占め、冷房は 5％に過ぎない調査結果

となった。この調査のモニターでは高齢者が多くクーラー利用が少ない傾向にあっ

たためと思われるが、実際、室温も 27～30℃程度で、過ごせない温度ではなかっ

た。一方、給湯が多いことがわかった。特に、シャワー使用量が多いと考えられる。

ビルの場合は、エアコン使用量が多く冷水供給が多くなると思われる。ただ、全国

の住宅の年間消費量を調査したうち、沖縄は３０ギガ程度で北海道は１００ギガで

あり北海道の 1/3 程度である。北海道は、石油暖房が多い。沖縄は消費量が抑えら

れている。 

佐々木：本土では、住宅や事業所など含めて冷 6：温 4 の割合と言われている。沖縄では五

分五分ではないかと思われる。風の通り道をつくるなど昔からの沖縄のすまい方を

維持すると電力を抑えられるのではないか。普天間でも水循環、斜面緑地の保全を

含めた環境システムを考えるべきでは。 

當銘 ：新エネルギー源として太陽光と風力の提案があったが、沖縄の冬季は日照時間が短
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く、風車は低周波音による人体への影響があると聞いているが、普天間での発電シ

ステムとしてどのようなものが考えられるか。 

堤  ：確かに、沖縄の冬季の日照時間は少ないが、日射量は多く熱としては相当程度ある。

現在取り組もうとしているものは、太陽熱を集熱パネルに集め、温水と冷水の温度

差で熱サイクルをまわして発電しようとすることを考えている。冬でも相当程度温

度があがり活用できると考えている。風力は、確かに大型の風車では低周波の課題

があるが、近年では小型風車が開発されており音がしないものや縦軸回転の風車が

ついたものも開発されており、問題なく使用できると考えている。 

小橋川：風車は風が強い時には止めなければならないと聞いており、沖縄では止まっている

ことも多くあるが。 

堤  ：大型風車は止めるブレーキも大型でありメンテナンスも大変であるが、小型風車で

は簡単にメンテナンスできる。止めるためのエネルギーも少なく、風が強いときは

小型であるため屋内に入れてしまうことも考えられる。今後は圧力差による風車な

ども考えられている。技術開発は並行して進んでいるため現時点で決める必要はな

い。ただし、基本構想にはマイクロブリットの構想は入れておくべきではないか。

そこに供給するシステムは今後、設計段階で最も効率的なものを導入していけばよ

い。 

佐々木：排熱によるエネルギー供給がいいと聞いているが、沖縄の場合、どんなものの可能

性があるか。 

堤  ：普天間に入れることを考えなければ、畜産廃棄物が最も多いと考える。特に豚糞は、

潜在的には相当量あるが、小さな農家では自己処分となっており、集めるシステム

が無いことが課題である。牛糞は水分調整が安定しているためコンポスト化で利用

されているが、豚糞は水分が安定していないためコンポスト化が難しいため、エネ

ルギー化がよいかと考えている。 

小橋川：下水流末は伊佐浜の下水処理場となるが、今後、どのよな考えとなるのか。 

堤    ：下水処理場は広大な面積が必要となるため、新しい施設をつくるのは大変と考える。

伊佐浜の宜野湾浄化センターの処理能力に余裕があるため、そのまま流入すること

となると考える。 

また、飛行場の滑走路のアスファルトは相当厚いと聞いているが、少なくとも２～

3ｍとも聞いており、相当量のアスファルトが発生すると考えられる。また、舗装

厚を 2ｍ程度掘るのであれば、そのまま掘割の道路を通せばよいのではと考えてい

る。東西方向の道路は高架にしてはどうかと考えている。 

一方、ぜひとも公共交通を入れたい。例えば、首里または古島から普天間を通して

沖縄につなぐルートなどが必要と考える。 

荒田 ：ただ、南北道路は観光道路と位置づけたい。現に沖縄自動車道の景色は悪い。跡地

内で作れるところは、すばらしい景色を味わえる道路とすべきではないかと考えて

いる。東西道路は、高低差からトンネルがはいってくるためむしろこちらが半地下

となることが考えられる。 

    滑走路の舗装厚であるが、過去に現在の技術基準をもって推定試算したものでは 10

ｍという厚さではなく、もっと一般的な厚さであるときいたことがある。 

當銘 ：軌道系の公共交通など、何らかのものが必要と考えるが、今のところ県・市ともに
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何も示していない。確かに、軌道系交通がくることで普天間の土地利用の進み具合、

ポテンシャルがあがること考えられる。 

堤  ：東京周辺では、つくばエクスプレスの例のように沿線の田園地帯が都市化していく

ことを考えれば、鉄道を通すことで周辺の都市開発を進める発想も考えられる。供

給処理施設とは直接関係ないが、軌道系公共交通は環境面でのインパクトもある。 

荒田 ：ディスポーザーを使ってローカルなプラントを作ることについて議論されたことが

あったが、この施設の課題は何か。 

堤  ：うまく発酵をさせることが課題であり、腐敗させた場合、周辺へ迷惑をかけること

になる。発酵を成功させるためには空気攪拌が不可欠であるが相当な電力がかかる。

また、堆肥の消費場所がない場合、廃棄していることもあり、これらが課題となる。 

荒田 ：都市整備は段階的に何年もかかることが想定され、初期の段階において、下水処 

理場まで配管していく場合、実際流れていくのか、また、維持管理の面で疑問が残

る。ローカルなエリアでの汚水処理は可能か。 

堤  ：ローカルな処理となると各戸の処理となるため処理性能が大幅に低下する。３次処

理が可能なものもあるが各家庭に導入されるかわからない点がある。下水処理場は

広大な面積が必要となるが、仮に普天間周辺のみを処理する施設であれば、宜野湾

浄化センターの 1/3～1/4 程度のものでも可能と考えられる。伊佐浜の宜野湾浄化

センターへの接続か、ローカルエリアによる処理施設とするかは比較検討する必要

があるが、既存の浄化センターにつなぐことが可能と考えている。例えば、20 年

の開発過程のうち最初 10 年間はどの程度処理施設を整備するのかなどは最初の設

計に組み込んでいく必要はある。遠い将来目標と段階的な目標を都市整備の段階に

応じて変えていくべきではないか。 

佐々木：処理した水の再利用のあり方はどうか。 

堤  ：高低差の関係から普天間へ戻すことは困難。現在の処理水は自然放流しているが、

例えば、コンベンションエリアへの供給が考えられる。もし活用するのであれば、

コンベンションエリアの整備のあり方から考えていく必要があり、コンベンション

エリアを今後どのような整備を進めていくかにかかわってくると考える。 

村山 ：エネルギーの自立化は県・市のみでは困難と思われ、国が支援してくれる制度はあ

るのか。 

堤  ： NＥＤO の補助金があったが制度が止まっている可能性もある。八戸市や京都、愛

知での実績がある。制度がよく変わるので調査が必要。ＮＥＤＯの他に環境省や文

部科学省でも実験など研究開発への補助金があるが、研究後の返済が必要である。 

稲岡 ：飛行場の舗装をはがしたコンクリートは大量に発生すると思われるが、相当規模の

処分例、再利用例はあるのか。嘉手納以南の返還された跡地開発が同時に進めば、

活用することも可能かも知れないが、時期が整合しないときなどはどのような対応

が考えられるか。また、化学的なアルカリ反応などの問題は考えられないか。 

堤  ：相当な量となり一括で処分した事例は無いと思われる。発生した例とすれば阪神大

震災のときの修理で出た外壁の山の処理が考えられるが処理方法は存じていない。

活用方法としては、普天間飛行場の代替施設への利用が考えられる。代替施設では

埋立て土砂 200 万立米を購入するらしいが、どこから買うかは言っておらず、可

能性としてはある。ただし、代替施設の整備か、普天間の取り壊しかどちらが先に
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なるかわからない。 

アルカリ反応などについては、５０年以上たっているため問題はないと思われる。 

荒田 ：その他の開発が結構あるため使うことは可能と思われるが、ストックしておく場所

の確保の問題がる。または、段階的に剥がしていくかなどの工夫が必要である。 

堤  ：中間処理にも手間がかかる。掘り起こし、粉砕、溶解した状態にするには一気にで

きないため何年かかけてやらざるを得ないと思われる。今後、どのように進むかわ

からないなかでは対応も考えづらいが、２～３年であれば、石垣空港や那覇空港拡

張工事などタイミングがあう公共工事への活用は考えられる。 

當銘 ：コンクリート・アスファルトを剥がした段階で何か影響がでることも考えられる。

アセスを 2 回やらなければならない可能性はある。撤去のためのアセスと開発のた

めのアセスが必要となるのでは。 

佐々木：土壌汚染についてはどのような考えか。工場跡地では六価クロムが見つかり処分で

きないことがあった。環境省の調査では、全国で東京都の区分の半分ほどの面積が

汚染されていると報告されており、普天間で見つかれば大きな問題となる。 

堤  ：立ち入り調査ができない中では状況はわからない。仮に土壌汚染が進んでいるよう

であれば整備までに時間を要すると思われる。現在の飛行場には洗機場がないため

洗った水がしみこんでいることは無いと思われる。油やＰＣＢがあれば困難となる

が北谷ではあったようである。水、空気は浄化できるが、土壌は入れ替えするしか

ない。 

當銘 ：北谷は区画整理が終わった区域から見つかったと聞いている。PCB、りん、ヒ素な

どがあるが油による汚染がもっとも多いのか。基本的には、防衛省が調査、現状回

復することとなっており、事前の調査、処理が望まれる。 

堤  ：大山の地下水の水質調査は行われているのか。問題は出ていないのか。出ていない

のであれば良いと思われるが。※後述 「土壌汚染と地下水の関係性」参照 

新垣 ：調査は行われており、現在のところ問題のある結果は出ていない。過去の調査にお

いても出ていない。 

堤  ：普天間は宜野湾市の中心部にあり、総合計画や都市計画マスタープランはどのよう

に考えているか。普天間は他の地域と均一化した利用としたいのか、特別な地域と

していきたいのか。普天間だけ、マイクログリット化を考えるといっても、市全域

の観点から受け入れられないこともあり得る。 

新垣 ：周辺市街地の調査もしており、道路形態など全体的に検討しなければならないと考

えている。人口は約 9 万人程度であるが、市全体でマイクログリット化はできるの

か。 

堤  ：市全域を一つのマイクログリットでは無理である。4 万～5 万人程度が一つの単位

かと考える。 

 

 

 

 

 

 

※「土壌汚染と地下水の関係性について」 

（意見交換会後、堤純一郎氏より提示された見解の概要）

・  土壌汚染の状況は現状の地下水調査でわかると発言したが、地下浸透の速度から想定

すると現在の地下水は戦前のものであると想定され、現状の地下水の水質調査では飛行

場の土壌汚染状況を正確に把握することはできないと考える。 

・ 土壌汚染を正確に知るためには、やはり現地調査が必要である。 
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５）アドバイザー提供資料 

 

 

 

 

大規模公園 

処理施設
都市機能 
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７．友寄 孝氏（（社）沖縄建設弘済会技術環境研究所 参与）  

 

１）日時、場所 

○ 開催日時：平成２１年１月９日 13:15～15:15 

○ 開催場所：沖縄県庁８階第４会議室 

 

２）事務局出席者 

・沖縄県  知事公室基地対策課     ：當銘健一郎、禰覇毅、比嘉悟、嘉川陽一 

・宜野湾市 基地政策部基地跡地対策課  ：新垣勉、高江洲強 

・（財）都市みらい推進機構        ：佐々木健、稲岡英昭、仲本和英 

・（株）日本都市総合研究所        ：荒田厚、村山文人 

・玉野総合コンサルタント（株）     ：加塚政彦、伊藤直幸、水野清広 

・(株)群計画               ：小橋川朝政、大門達也 

 

３）アドバイザーによるレクチャーの要旨 

 

①“美ら島沖縄”風景づくりのためのガイドライン 

● 一括りにはできない「沖縄らしさ」 

・ 風景には、生き様・時代の流れ・地域の個性などの要素が含まれている。自然風景でも

土質、植生などが異なり、伝統的風景においても白砂の道、石畳の道などで異なる。この

ようなことを理解しないで「沖縄らしさ」を一括りにされるのは困る。 

・ 現代の暮らしではどうか。那覇市はコンクリートが乱立した街並みになったが、マチグ

ヮーなどでは昔の生活の臭いがする場所がある。地域の中にも近代的なものと旧来のもの

が入り交じっていることが個性になっており、これらを大切にし、地域ごとの「らしさ」

を守っていくことが必要である。地域の人たちがつくり、続けていくことが風景づくりの

原点である。 

● 無秩序に使われてきた「沖縄らしさ」の表現 

・ これまでは沖縄のシンボルとして赤瓦が使われることが多かった。赤瓦自体は悪くない

が、どこでも同じように使われている。赤瓦は、元々屋根であるが、軒だけに使うなど無

秩序になっている。本来の機能として使うことが重要と考える。 

・ 同じように琉球石灰岩も伝統的な積み方があるが、安易に使われている。 

・ 黒瓦が地域のアイデンティティの場もあり、そこを赤瓦にすると自分たちが守り・育て

たいという景色にならないだろう。 

● 新たにつくられてきた沖縄の風景 

・ 建物意匠の不調和、屋外広告物など、コントロールすべきものがなされていない。アメ

リカンビレッジなどの新たな風景と旧来の風景の調和を考えていく必要がある。 

・ 公共土木施設はそのものがシンボル化されることが一般的であるが、極力目立たなくし

て、海や緑地などの外側を上手く見せることが重要である。 

● 地域としての一環した取り組みと調和の取れた風景が主役であることの認識 

・ 石垣島で計画されていたシーサー灯台など、シンボル性を取り違えた施設がある。灯台

の上にシーサーがある必然性はなく、長い目で見て何が主役なのかを考えることが重要。 
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● 風景づくりの基本 

・ 季節の変化などが地域で違うことを踏まえなくてはいけない。視覚だけの自然風景では

なく、時間変化の中で「自然風景」がどのように変わるかを捉える必要がある。 

・ 伝統的風景を踏まえてデザインを行う。伝統的風景の価値を地域住民に認識してもらい、

地域と行政が一体となって価値を保全していく。 

・ 厳しい自然と歴史に対するこれまでの知恵がある。これら知恵に対する時代の流れを捉

えて、取り入れるものを選択していくことが重要だろう。 

 

② 普天間に住む人々が自分たちの地域のアイデンティティを感じる風景の創出 

・ 普天間飛行場以前の普天間の風景と人々の営みが風景づくりの原点になる。昔の風景、

人々の営み、戦後の変化などの時代の流れを紐解いて、まちづくりをしていくことが重要

である。 

・ 住む人が誇りを感じ、訪れる人が魅力を感じる風景づくりのためには、地域の人々が主

体的に取り組むことが必要であり、行政はそれを支援していくことが重要である。 

・ 普天間に暮らして風景を育てることの意味を住民の方々に理解してもらうことにより、

住民の主体的な活動が生まれてくるのではないか。 

・ 那覇新都心や美浜と同じまちづくりでは普天間のアイデンティティがでない。 

― 那覇新都心では２住専にして宅地化を図ろうとした土地が、５階建てのマンション群

になり殺伐とした風景になってしまった。 

― 住宅地や商業業務地の道路や幹線道路等における段階構成が上手くできていない。宅

地内道路を先に整備したため、通り抜けする車が多く、幹線道路が使われない。段階構

成と伴に整備の順序も重要。 

― サンエー周辺等の渋滞など、駐車場周辺の渋滞をどう考えるか。 

・ 人が中心のまちづくり、道づくりの視点が重要である。 

・ 地権者が住み、大事にしたくなる土地利用のあり方。例えば、地権者もデベロッパー

の一員になってもらい、一緒に考え、自分たちの土地を育てていく仕組みを考えていけ

ば良いのではないか。 

・ 環境にやさしいまちづくりのためには公共交通の選択肢を増やす必要がある。宜野湾

では国道 58 号が混んでいるが、道路を増やすと車も増える。路面電車などの新たな交

通機関を並松街道に通すことにより、沖縄市との連携も深まるだろう。道路では通過交

通になってしまう。 

・ 地域のキーパーソンをどのように見つけるかがポイントになる。トランジットモール

は商店街の反対が大きいため成功例が少ないが、那覇では比嘉さんが地域プロデューサ

ー（キーパーソン）になり、国際通りでの展開に成功した。 

 

４）意見交換の内容（敬称略） 

 

稲岡 ：新旧の風景のマッチングはどのように行えばよいか。ミックスするか、分けるかな

どまちづくりの作法的なものがあれば教えて頂きたい。 

友寄 ：街区毎の特性を活かして全体としての個性をつくっていく方向だろう。また、沖縄

では「緑」が重要と考えており、普天間では宅地内○○％の緑を入れるなどを条例
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に盛り込んではどうか。電線類地中化により緑化できなくなった例もあり、今後は

これらに注意していく必要があるだろう。 

荒田 ：昨年は事例集を作成し、開発メニューを地権者に情報提供した。その中で、「旧集落

を再生して住めるまちをつくろう」と呼びかけたが、旧集落の記憶のある人は少な

く、若手会の方々も旧集落の再生にはピントきていないようだ。 

友寄 ：旧集落をそのまま復元するのではなく、旧集落で良かった雰囲気・生活の仕方など

を議論することからはじめるのではないか。 

荒田 ：元々の地域のアイデンティティは人々の頭の中にあり、跡地になってそれが断絶し、

現在では徐々に薄れてきている。それをどう残していくかが課題である。さらに外

からも人が入ってくる中で、風景づくりの理念に基づいて、どのようなリーダーシ

ップを誰がとっていくのかが悩ましい。 

友寄 ：地区計画を活用して地域の規制を行い、時代に応じて地区計画を改訂していく。そ

のためには、地権者や今後住む人が一体となって、どのようなまちにしたいかを議

論することからはじめることが重要だろう。地権者とは、土地利用をどのようにす

るか、どうすれば土地活用できるかなの議論をはじめていくと興味を持ってくれる

のではないか。 

荒田 ：那覇新都心では、「風景づくり」が現在ほど重要視されていなかっので、地区計画に

も強い意志がなかった。普天間で景観面のシンボルとなる分かりやすいものはある

か。 

友寄 ：浦添市では景観の骨格を「緑」として緑被率を高めるための取り組みを景観計画に

組み込んでいる。沖縄では「緑」の力が大きいので、宜野湾市も景観行政団体にな

り条例を作成し、緑を主軸に置くのがよいのではないか。中部は松並木が残ってい

るので、これらをシンボルとして取り入れたら良いだろう。 

荒田 ：並松街道の再生はメニューの一つに入っているが、それ以外で沖縄らしい、普天間

らしい象徴、言葉がない。 

友寄 ：カーの状態はどうか。 

新垣 ：基地への立入調査ができないのため、如何なる状況か不明である。 

荒田 ：集落再生では、カーやウタキを含めて再生したいと考えている。一方で、新しく創

出するものをどうするかが課題である。 

友寄 ：小さな集落の整備の方向性をつけてはどうか。具体的には、集落の中に皆が集まれ

る共有空間をつくり、その中で緑やコミュニティを育てていく。沖縄の家屋は元々

共有空間が多いので、それらを再生するイメージ。大規模公園はレクリエーション

やイベントには良いが、地域の人々のコミュニティを育てるためには共有空間の方

が有効だろう。 

小橋川：集落の後ろには山があったはず。しかしながら宜野湾の山は削られており、どのよ

うに復元するかが課題である。 

友寄 ：旧集落の立地などには理由があり、その意味を明らかにしていくことが重要だろう。 

荒田 ：普天間には新しい人々も入ってくるので、ユーザー参加型のプランづくりをしない

と維持管理まで繋がらない。如何なるきっかけを与えたらユーザーが集まってくる

か。 

當銘 ：沖縄の人は規制を好まなく、きつくすると買い手がいなくなる可能性がある。その
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中で、良好な住宅地の形成にかかわる１つのキーワードは「緑」を増やすこと。「赤

瓦」は県内外から沖縄らしい風景と認められているが、現在ではデザインだけのた

めにあり機能していない。 

しかしながら、普天間跡地の一部地域では「緑」、「瓦」、「最低敷地面積」などに対

する強い規制をかけて、それに同意する人だけを集めることにより、それらしい風

景になっていくかもしれない。 

小橋川：赤瓦は本来平屋が前提で、熱を吸収する意味がある。 

當銘 ：それを風景デザインのための手法として割りきるか。 

荒田 ：歴史学者である高良倉吉先生が、「未来に向けた赤瓦景観」と謳っておられる。赤瓦

の生産が沖縄経済にプラスになるか分からない面もあるが、「赤瓦景観」を位置づけ

てよいかとも思う。 

小橋川：緑は地区計画で取り込みにくく、緑地協定なども地域全体の緑化にはなじまない。 

當銘 ：範囲をかぎってやるのであれば景観地区が最も厳しいか。 

荒田 ：景観地区は決めつけるようで気持ち悪い。 

友寄 ：景観地区も行政から話をもっていくと抵抗がでる。地元からそのような話がわき起

こらないと難しいだろう。 

小橋川：景観は美しいからではく、元々機能的ななものだった。それが赤瓦などであり、生

活が変わり必要なくなったので崩れていった。 

荒田 ：ヨーロッパの街並みは材料も工法も限られていたので統一感のある街並みになった

が、多くの人がその伝統的な良さを認めているため内装だけを工夫して外観は保た

れている。 

我が国の景観をどうするかは相当難しい話であり、相当に熱意のある人を集めない

と議論の密度があがらないだろう。これらを濃密にしていくには、あるイメージを

共有して考えるところからはじめるのがよいかもしれない。 

友寄 ：最初から赤瓦などの絵で入るのではなく、生活としてどうするという話から入った

方がよいだろう。 

荒田 ：職住近接型は大きな目標としているが、風景づくりの方策が見つけにくい。 

大門 ：地権者からは「羽衣」などのシンボルが必要という声があるが如何か。 

友寄 ：①そのようなものをシンボル化すると失敗する。土木では用・強・美という考えが

あり、用にあわないものはやめた方がよいだろう。 

②コンセプト作づくりをするときに、昔のことをベースに考え、それをどのように

今の形にしていくかを議論することが重要だろう。 

荒田 ：旧集落の屋敷をきっちりつくると地権者にとってはステイタスになるのではないか。 

當銘 ：風景や景観は十人十色なので、みんなが集まって最大公約数をとるとどこにでもあ

るものになってしまう。何かを示し、それに賛同する人を集めるというやり方が良

いのではないか。 

友寄 ：ワークショップはまとまらない。それよりは思いの強い人が集まってコンセプトの

たたき台をつくり、それらを議論した方がよい。地権者などの中で思いのある人を

集めきれるかがポイントになる。 

荒田 ：風景の骨格的部分が「何か」を決める必要があり、エリアごとのパーツは裁量に任

せることで良いのではないか。計画づくりも段階的に成長していくというやり方も
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あるかもしれない。 

友寄 ：宜野湾や普天間のイメージは何か。 

新垣 ：宜野湾らしさといえば飛行場ぐらいだろう。 

稲岡 ：海が見える場を景観軸として残してまちづくりをすることが考えられる。 

佐々木：接収前に大事にされていたものは残っているか。 

新垣 ：ウガンジュー、シーミーなどは残っている。イシガントーも若い人達には意味自体

分からないかもしれない。 

友寄 ：景観づくりには、昔あった塚などを掘り起こして、それをもとに地域のアイデンテ

ィティを作るやり方がある。景観は歴史を入れてこないと良いものができない。 

小橋川：旧集落を復元する時には地形をどのように復元するかがポイントになる。またチン

マーサーは有効と考える。 

友寄 ：宜野湾や普天間のイメージをつくらないと話が進まない。那覇などと比べた場合の

宜野湾の人間の特徴などはあるか。 

新垣 ：自分が住んでいるところは、女性が強くて男性がだらしないところか。 

友寄 ：このような話を掘り起こしていって、共有するイメージをつくりあげていかないと

次に行きにくいだろう。 

荒田 ：沖縄の一番の特徴は、気温自体が違うこと。これが沖縄らしい。 

友寄 ：宜野湾らしさは、松並木に加え「水」ではないかと考える。水路など上手く拾い出

し、コンセプトに活かせないか。 

 

以上 
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５）アドバイザー提供資料 
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８．崎山 正美氏（糸満市企画開発部政策管理室 参事）  

 

１）日時、場所 

○ 開催日時：平成２１年１月９日 15:30～17:30 

○ 開催場所：沖縄県庁８階第４会議室 

 

２）事務局出席者 

・沖縄県  知事公室基地対策課     ：當銘健一郎、禰覇毅、比嘉悟、嘉川陽一 

・宜野湾市 基地政策部基地跡地対策課  ：城間盛久、新垣勉、高江洲強 

・（財）都市みらい推進機構        ：佐々木健、稲岡英昭、仲本和英 

・（株）日本都市総合研究所        ：荒田厚、村山文人 

・玉野総合コンサルタント（株）     ：伊藤直幸、水野清広 

・(株)群計画               ：小橋川朝政、大門達也 

 

３）アドバイザーによるレクチャーの要旨 

 

・ これまでの緑化計画の経験を踏まえてお話をしたい。 

● 緑化・造園計画の順位 

・ 従来の緑化・造園は計画順位という問題を抱えている。道路が整備された後に単に木を

植えるだけでは、環境形成という面では不十分である。 

・ 緑化は自然環境の形成という側面だけでなく、計画の初期段階から『環境形成』という

視点で空間を考えていくことが必要である。 

・ 普天間基地が接収前に如何なる土地であったか、どのようなものがあったかの履歴調査

を行い、緑化とのかかわりを見つけていくことが重要と考える。 

● 現地の特質 

・ 普天間の土地は石灰岩台地にあり、同様の条件下に整備された飛行場としては読谷・本

部・伊江島飛行場などがある。これらには似たような問題があるだろう。 

・ 普天間飛行場は、大山の湧水といった周辺の「水循環の環境」との結びつきが強いため、

現飛行場だけでなく周辺も含めて計画することが重要である。『水循環を守る』という方針

をたてておかないと大山周辺の水源地が台無しになってしまう。 

・ 石灰岩台地は風が吹きっさらしという環境特性から、戦前は居住地や耕作地としては適

していなかった。しかしながら、実際には集落や耕作地があった訳で、負の環境要素に対

する知恵があったものと考えられ、これらを掘り起こしていく必要がある。 

・ 普天間基地の表層は元々薄い島尻マージであったが、基地造成時にこれらが削り取られ

ている可能性がある。そのため岩土に対する緑化も見据えておく必要がある。またアルカ

リ土壌であるため北部のような植生はできない。 

・ 現地には、小さな藪とドリーネが点在していると考えられるので、その位置と水の経路

を把握し、地下水及び藪の保全を展開してほしい。 

● 台地端部の防災・環境形成上の課題 

・ 石灰岩台地の端部は崖地なので崩壊の可能性がある。端部まで開発を許すと災害の問題
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がうきあがってくる。近年の地滑りは異常気象が一要因であり、この異常気象は今後も続

くものと考えられる。 

・ したがって、台地の端部周辺は、十分なゆとりをもって保全的な土地利用を行う必要が

ある。保全的土地利用は公園ではなく、緑地としての位置づけが望まれる。旧来、端部に

はウタキや拝所があり、それが崖地の保全機能となっていた。 

● 台地上の土地利用の知恵 

・ 道路線形の工夫 

－ 台地は平坦な地形のため直線的な道路が整備される傾向にあるが、直線の道路は風道

をつくってしまう。風は植物にとって相当のストレスであり、例えば県内の南北方向の

直線道路では北側で熱帯花木は育たない。 

－ 旧来の集落の道路は、なだらかに曲がっており、風の通りを遮るという小さな環境配

慮をしている。これは景観面でも見え方の変化などの点で効果的である。 

－ 松並木の盛土などは一つの知恵であり、今後の計画策定に示唆を与えてくれるものと

考えられる。 

・ 緑地表面水の排水の課題 

－ 大山の地下水の枯渇を防ぐためには、緑地の表面水を排水路処理するのではなく、で

きるだけ地下浸透を行う必要がある。 

－ 但し、端部で雨水浸透を行うと、崖地が崩壊する可能性がある。 

・ 排水処理と建築指導 

－ 雨水の地下浸透が必要である一方で、生活排水の地下水への混入は防がなくてはいけ

ない。これは建築指導等により対応し、地下水を保全していく。 

－ 例えば、終戦直後の知念村では米軍基地から地下鍾乳洞を通ってトイレットペーパー

等がそのまま流れてきたことがある。これらに対応するためには、建築行政とのタイア

ップが必要になる。 

・ 住民に愛される緑のまちづくり 

－ これまでの跡地での区画整理では、公が整備した緑が圧倒的に多い。しかしながら、

これら緑は住民にとって印象が薄く、愛着がわかないことが多い。 

－ かつての沖縄の緑は、その場に存在する理由があったために、人々に守られ愛されて

きた。「かつての土地の位置づけ」とタイアップして緑化を図るためには、土地の履歴調

査等から「ゆかり」を発掘して緑の計画をつくることが重要であり、それは作業の前段

階で行われる必要がある。 

● 緑化組合の運営 

・ 大面積の緑化に対しては、苗木から育てる手法が確実であり、大量の苗木が必要になる。

しかしながら苗木は、すぐに手に入るものではなく、計画的に生産する必要がある。この

ため、期間を明確にした上で造園業者等と「事前に契約する」ことが重要になる。 

・ 滑走路跡地でも防風ネットなどにより緑の生産は可能である。 
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４）意見交換の内容（敬称略） 

 

荒田 ：西側端部の危険性にかかわり、どの程度のセットバックが必要になるか。 

崎山 ：石灰岩台地の端部には亀裂があり、この亀裂から十分なゆとりを確保することが必

要である。 

城間 ：西側は石灰岩、東側はジャーガルであり、それぞれ崩落の危険性がある。崩れ方に 

違いはあるか。 

崎山 ：ジャーガル地帯は大規模な地滑りが発生する危険性、石灰岩は固まりとして大きな

石が転がる可能性がある。また石灰岩は、水が入っても枯れても崩壊の危険性があ

るので旧来からの水の循環を守っていくことが求められる。 

佐々木：点在しているドリーネは、場所によって保全の方法などが異なるか。 

崎山 ：ドリーネの分布を確認しながら、跡地利用にどのように組み込むかを検討する必要

がある。ドリーネは、大山に土砂が流れ込むのを防ぐために周辺の草木と一体的に

残していくことが重要であり、これにより記憶に残る風景も形成されるのではない

か。また、植栽にかかわり地域産業を活かすことが考えられる。これまでは九州か

ら成木をもってくることが多かったが、植物の育成上も県内で行うのが最も良い。 

城間 ：那覇新都心では大きな木を街ができた段階で植えたか。 

崎山 ：天久や小禄金城の緑化では、道路が完成した段階で植樹したために風の吹きっさら

しから枯れて、周辺に建物が立地しだして復活した。また、普天間は石灰岩台地な

ので、植裁土壌を如何にして復元するかという課題があるだろう。 

荒田 ：植栽用の苗木は、概ね何年前から用意しておけば良いか。 

崎山 ：５年前に生産の発注をすれば大丈夫であろう。 

城間 ：沖縄に適した樹種等は如何に。 

崎山 ：街路樹の計画において、よくでる意見は「沖縄独自の樹木でつくるべき」、「花がほ

しい」の２点であり、在来種は沖縄の環境に適している。しかしながら沖縄の樹種

だけで街路樹を構成することはできない。沖縄の木は、上の方で傘状に広がらずに、

小さくまとまってしまう傾向にある。ガジュマルなどは建築限界を守りきれなく、

管理が大変である。一方で、熱帯花木は上に広がるので街路樹に適しているが、風

が吹くと倒れやすい。これは道路幅員などにより使い分けが必要である。 

また、一般的に緑化計画においては植物の成長が想定されていない。電線への影響

など空間管理なども含めて計画していくことが重要である。豊かな街路樹を形成す

るために、電柱を高くするなど、緑の成長にかかわり制約となるものを整理してい

く必要があり、空間として計画することが求められる。管理のためには歩道と路側

帯を豊かにとる必要があり、路側帯は１ｍ程度あると良い。 

荒田 ：表土をつくることはできるか。 

崎山 ：島尻マージは簡単に手に入らないので、発生残土を効率的に集めてくる工夫が必要

になる。道路の路盤材料や建築基礎工事の残土は、緑化の土にとても良い。よく使

われている国頭の土は微生物もいないので最悪である。 

荒田 ：相当規模の森をつくるとしたらどのような樹種になるか。 

崎山 ：保全緑地的な場を強化するのであれば石灰岩の植生では「ガジュマル」、「アカギ」

などがあるが、端部と下の方では違う。首里城がこの環境を見事に読み込んだ例で
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あり、風が強くてやせた土地は「松」、崖線の下で様々な堆積物があり水が湧いてく

る土地は「アカギ」、「ウタキ」は自然植生で聖なる林であり生き物にとってはサン

クチュアリ。小さなモデルが首里城にあり、それを参考にしながら普天間飛行場一

体の循環モデルをつくると良いだろう。 

大門 ：緑化によって土地の形状を変えた例はあるか。 

崎山 ：そのような例はあるだろうが詳細は分からない。風を防ぐためにマウントなどが考

えられ、アンコは現場からでてくる発生残土でも良く、その方が植生基盤としては

良い。 

荒田 ：苗木を他の地域で育成して普天間に持ってくることは可能か。 

崎山 ：苗木は県内の別のヤードで生育し跡地に持ってくることはできるが、地元でやった

方が良い。風が強い場所では苗木でないと無理であり、外から成木を持ってくると

枯れてしまう。成木は根を切ってくるので、水を吸い上げる機能が弱い。環境の厳

しいところでは、その土地で苗木から育てる方法が適している。木が大量に必要と

いう状況が見えてきた段階で、緑化公社等の組織をつくることも視野に入れるべき

ではないか。 

當銘 ：嘉手納以南の基地が返還されるなかでは、計画的に苗木を育てていかないと緑化が

難しいかもしれない。 

崎山 ：魅力的な緑化をするためには、本来の植生の構成を想定しながら場所によっては花

の名所となる場を形成する。花は森の中で点景として植えないと枯れてしまう。 

荒田 ：１００ha の大規模公園を緑豊かなものにした場合、見事な森とはどのようなものか。 

崎山 ：郷土史を参考にしながら、見栄えのある花の名所をつくることが必要で、そのため

には地形や木の復元をしながら緑化を行うと味のあるものになるのではないか。味

をつくることが重要であり、そのためには過去にどのように使っていたかを掘り起

こして位置づけていくことが必要と考える。海洋博公園で樹木台帳を作成した時に、

成木を植えたものは枯れていった。木は 10 年という長い年月をかけてゆっくり死

んでいく。 

佐々木：動物と植物のかかわわりについて、沖縄の場合、どのような動物が自然ネットワー

クのところで活かされているか。 

崎山 ：現に活かされている計画はない。そのような中で、南部では子供の頃よく見たトカ

ゲなど特殊でないものが消えている。沖縄の自然破壊は東京より酷いかもしれない。

かろうじて生物の拠点があるのは崖地の周辺ぐらいだろう。崖地周辺を緑地と位置

づけて保全し、緑でつないでいくことが重要と考える。 

新垣 ：並松街道を復元した場合、昔と環境条件が異なっているなかで松並木が同じように

生育していくか。 

崎山 ：琉球松は悪条件下の方が生育し、寧ろ良い条件の場に植えると他の植物に負ける。

植栽帯の幅が広ければ盛土にすることにより生育が更によくなる。また、ガジュマ

ルがあることにより通りのイメージが随分違ってくる。 

稲岡 ：敷地内緑化に際して望ましい宅地の面積はどの程度か。 

崎山 ：①それについて緑地の方から言えるものはない。面積は分からないが建築協定など

で境界の緑化方法を定めておく程度しかできないだろう。かつての沖縄の宅地の緑

は、大きな庭を持っていたわけではなく、周辺の防風林が緑豊かに見せた秘訣であ
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る。敷地境界の緑のように小さなスペースで緑を確保している例は多い。 

また、学校を緑化拠点に位置づけることが考えられる。学校の設計時は緑化が考慮

されていなく、後で緑化することにより陰になる等の理由から結局伐採されてしま

う。そうならないために、学校を緑の回廊の拠点として計画するなどの工夫が必要

ではないか。また、グランドの芝化もすべきである。学校周辺ではグランドの赤土

が周辺にとび、洗濯物も干せない場もある。 

②国道 58 号から上がってくる道路は計画するか。土木技術的には可能であろうが、

環境を壊してしまうことになる。 

荒田 ：東西道路をトンネルで通すことも考えられている。 

村山 ：植物の乾燥対策について、水資源が少ないなかで雨水を循環利用するなど、水の確

保はどのように行われているか。 

崎山 ：池をつくって雨水をためるなどが考えられる。街路樹は植栽の選定と植栽枡の工夫

になるだろう。大山のドリーネの近くには水源があるのではないか。 

嘉川 ：街路樹の管理について、剪定のいらない道づくりなどの実現性は如何に。 

崎山 ：剪定を必要としない木は無理であり、管理をどう合理化するかがポイントだろう。 

嘉川 ：沖縄市の楠通りも風に弱いと聞いている。 

崎山 ：楠の苗木を九州から持ってきて、同じ時期に県内で楠を植えた。那覇ではひめゆり

通り、那覇市民体育館前などで植えたが、残ったのは沖縄市だけ。那覇は南北軸に

植えたために風の影響で大部分が枯れてしまった。現在のひめゆり通りは、「アカギ」

になっている。 

また、軍用地の基地の芝は綺麗。２種類という単純な構成になっているが、これは

風に対して適切な樹種を選択し、残るものだけを植えたということだろう。 

 

以上 
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５）アドバイザー提供資料 

 

 

地として位置づけている可能性も想定できる。
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として道路網が形成される可能性が高いと

考え方を示す必要がある。
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９．松下 潤氏（芝浦工業大学システム理工学部 教授）              

 

１）日時、場所 

○ 開催日時：平成２１年 01 月 27 日 15：00～17：00 

○ 開催場所：宜野湾市役所３階第３常任委員会室 

 

２）事務局出席者 

・沖縄県  知事公室基地対策課     ：當銘健一郎、禰覇毅、比嘉悟、嘉川陽一 

・宜野湾市 基地政策部基地跡地対策課  ：城間盛久、新垣勉、高江洲強、塩川浩志 

・（財）都市みらい推進機構        ：稲岡英昭 

・（株）日本都市総合研究所        ：荒田厚、村山文人 

・玉野総合コンサルタント（株）     ：加塚政彦、伊藤直幸、水野清広 

・（株）群計画              ：小橋川朝政、大門達也 

 

３）アドバイザーによるレクチャーの要旨 

 

①「資源循環システム」の構築 国際環境文化モデル都市創生に向けて 

・ これまでの沖縄での経験から、自然循環させることが沖縄の持続的な発展につながると

考えており、このためには、従来型のインフラではなく、小型・分散型インフラへの転換

が必要であり、水ごみエネルギーの統合化を図ることを考えている。水循環再生システム、

ごみ資源循環システム、新エネルギーシステムを統合し、これらをベースとした、自立的・

持続的な国際環境文化モデル都市をつくる。これにより、環境と経済が調和し、グリーン

ビジネスがビジネスモデルとなる。これには、産官学連携、公民連携、アジアとの連携を

図ることが必要でありこの取り組みを提案する。 

● これまでの沖縄での経験からの発想 

・ 天願川ふるさとの川モデル事業調査では、親水拠点やマングロープ林の保全などを行っ

たが、グスク・拝所から出てくる湧水の汚染が心配された。周囲の人々が水をきれいにし

ようという意識がなければ水質は守れないと感じた。 

・ 石垣市における赤土流出抑制促進システム研究では、赤土による海の汚染をどうしたら

元にもどるのかを研究し、農地からの流出を抑制するとともに農業の収益性の向上・安定

持続するような仕組みとして、自然強制流域圏モデルを構築した。環境を守ることがビジ

ネスになるような仕組みづくりが必要と感じた。 

・ このような経験から、生産・消費・流通システムの再構築により、収益の一部を環境基

金とし環境の再生に使うなど環境を守るためにはトータルな仕組みが必要であると考え、

現在、「空の駅構想」2009 地方元気再生事業申請に向けて準備している。 

● 環境共生都市と資源循環システム 

・ 沖縄は、石油、肥料、飼料など輸入にたよっており、資源循環への取り組みは重要であ

ると考えている。 

・ 高度経済成長期の都市化社会において、大規模な下水道や焼却技術が普及し、大量生産

大量消費社会となったが、石油ショックにより省エネ等が国家施策となり、現在は地球環

境問題から拡大製造者責任にもとづく「製品リサイクル法」などが制定された。今日、世
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界的な資源の制約が強まる中、日本における循環型社会の重要性は今後さらに拡大し、持

続的な県土経営という意味で、沖縄では更に重要視すべき課題であると考える。 

・ 資源循環システムの特徴としては、小型で分散した装置であるが、これらを一定規模に

まとめることができれば、大規模ダムや廃棄物処理施設などの代わりとなり、持続的な都

市経営も可能となると考え、これらへの取り組みは経済再生の武器になると言われている。 

・ 国際環境文化モデル都市の建設、資源循環による外部からの資源の投入を削減、このよ

うな取り組みの中で、先進的な取り組みにより観光客を誘致し、地域活性化につなげるこ

とが必要と考える。 

・ 資源循環システムモデルとしては、水の循環、自然エネルギーの活用、ごみのコンポス

ト化、リサイクル化などの取り組みが急速に行われており、経済政策において投資される

ような時代となってきた。 

・ 建築住宅企業・団体によるエコビルト展は、建築長寿命化、自然との共生、省エネルギ

ーへの取り組み、省資源・省循環への取り組み、次世代への継承が必要であるとの視点か

ら開催され、これからはこのような取り組みが日本をのばしていくと考えられている。 

● 各論－水ごみエネルギーのシステム統合化 

【水循環再生システム】  

・ これまでは大都市をインフラによって支えてきたが、これからは、環境が守られ、経済

が発展する持続発展可能な社会を作るためにはこの延長線では出来ないと考える。 

・ 持続可能な水管理体系の構築として、流域管理システムがあるが、下水処理水の循環、

雨水貯留浸透などにより、流域全体を管理し、循環させることで、インフラ整備の軽減、

洪水などを抑制することが可能となる。 

・ 日本では、洪水緩和に向けた流出抑制対策として開発者負担の原則、水質管理に向けた

汚濁負荷軽減として汚染者負担の原則、水資源対策に向けた節水対策として開発者負担の

原則のもと流域管理を行い、長期的・段階的な整備により、都市の成長を管理し、循環型

の社会を構築してきた。 

・ 例えば、神田川では、雨天時の洪水状況を原因者負担による遊水地や地下放水路により

洪水を無くすことができた。また、一方で、開発者は負担を軽減するため、雨水浸透工法

を開発するなどの取り組みが、下流河川を小さくしインフラ整備費を抑制するなどの効果

を生んでいる。このような、流域管理、民間側の努力により循環型の社会を構築してきた

日本の経験は、今後、アジアでの適用が期待できる。 

・ このような流域管理の視点を住宅開発に取り入れた例として、多摩ニュータウン・ライ

ブ長池地区や諏訪野環境共生住宅がある。ライブ長池地区では、雨水貯留システムにより、

雨水貯留を図ると共に、親水空間を創出し、付加価値の高い環境共生住宅が整備されてい

る。また、このような付加価値の高いインフラを住民参加により管理していくことで、持

続的で、より強いインフラとなっていく。 

・ 70 年代の石油危機から得た教訓から、下水処理水循環利用・雨水利用システムが考え

だされた。下水を地区循環させ、高度処理した水を雑用水として再利用されている。 

・ 日本の水収支では、節水対策や工業用水の循環利用により、使用可能な水には余裕があ

り、持続的であると言える。ただ、わが国の食料は輸入に頼っており、その輸入している

食糧を作るための水は国内の使用量と同じくらいある。例えば、飢饉なんどで食料が入っ

てこなければ日本の水の量は持続的ではなくなる。沖縄は特にこの傾向が強く、水の循環
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再生システムの構築が重要であると考える。 

 【ごみ資源循環システム】  

・ 公害問題では、産業公害の反省をもとに、汚染者負担原則にもとづき予防的対策を行っ

た結果、公害対策投資額（大気汚染・水処理・ごみ処理）が増え企業等の負担増加となっ

たが、むしろそれにあわせてＧＤＰも上昇した。環境と経済のバランスがとれた良い取り

組みであると考えている。 

・ 滋賀県の例であるが、流域下水道終末処理場により放流する計画となっているが、汚濁

物収支的計算によれば、許容量を越える汚濁物が琵琶湖に流入している。道路や農地など

不特定面源からの汚濁物を処理しなければ、琵琶湖は本当に持続的であるとはいえず、今

後の課題となっている。 

・ 江戸時代の人口は 3,000 万人でバランスがとれており、「もったいない」精神によりご

みとエネルギーが循環した社会となっていた。伝統的な資源循環社会を現代に復権すべき

と考える。このような取り組み事例としてレーベンスガルテン長池があり、菜園生活構想

住宅として、住民が協働で生ゴミを堆肥化する仕組みとなっている。 

・ 経団連の奥田ビジョンでは、環境で国際競争を勝ち抜くとし、企業は、戦略的取り組み

により、資源循環型ビジネスモデルを確立し国際競争力をつけ、個人は、環境低負荷製品

環境ラベルにより企業を選別し、行政はそれを支援する。この考えは日本が国際競争を勝

ち抜くために最も必要な考えであると考える。 

【新エネルギーシステム】  

・ 日本の食料資源はカロリーベースでほとんどが外国依存である。バイオマス資源を再生

しできるだけ自給率を上げるべきである。そのためには、一次生産力を再生する必要があ

ると考える。また、新エネルギー普及・促進方策は追い風であり、「新エネルギー導入大綱」、

「食品リサイクル法の制定」、「バイオマス・ニッポン総合戦略」、「ＲＰＳ法（電力会社の

自然エネルギー導入目標）」などの施策がある。 

・ 都市ごみ焼却方式の展望は明るくなく、埋め立てる場所がなくなっており、持続しない

ためである。 

・ このため、資源エネルギー統合管理システムを確立する必要があると考えている。化石

燃料のよる発電・配電を、自然エネルギー、ＬＮＧによる熱電併給、バイオマスエネルギ

ーで補うことで、CO2 の排出が低減できる。また廃棄物処理も資源循環することで、廃棄

物処分量が抑えられる。 

・ 以後は各種事例であるが、導入の参考にしてほしい。 

・ マルチユーテリティの事例の一つは、神戸市の都市型発電所モデルである。食品残渣を

生物反応槽によりメタンガスを発生させ、ＣＮＧ自動車の燃料としたり、燃料電池により

発電し電気自動車や電気供給に利用する装置である。 

・ また、富山エコタウン事業は、経済産業省の政策として拡大生産者責任のもと事業製品

リサイクの拠点をつくり工業団地の再生を図ることを目的としたもの。食品残渣を発酵し

バイオガスを発生させ、ガス供給、熱電併給している。また、造園剪定枝から有機質肥料

を作り出している。 

・ 下水処理場でも汚泥をガス化して電力とすることが可能である。 

・ この仕組みを都市的にした事例として、日本エコ発電㈱による生ごみ粉砕液状化利用シ

ステムがある。ビルのテナントが食品残渣を投入すると、テナントごとに炭酸ガスの減少
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量に換算され環境負荷軽減に取り組んでいる企業としてアピールしている。生み出された

電力は、温泉の熱源として利用されている。 

・ 都市ごみ資源化トレーサビリティ（タグ組み込み）は、ＩＴ技術を活用し、情報管理す

ることでリサイクル設備を無人運転管理しており、先進的な技術を併用していくことは取

り組みを陳腐化しないうえでも重要であると考える。また、このような先進的な施設は見

学に訪れるなど観光の拠点にもなりうる。 

・ 2005 年の愛地球博では、先進的な取り組みはほぼ入れられている。ただし、これは一

過性のもであるため、ビジネスにはなっていない。実用化していくことが重要であると考

える。 

・ 環境共生住宅として船橋市の芽吹きの丘では、雨水処理施設やコンポスト化、35％以上

の緑化、町並みデザインによる統一、エネルギー面では、オール電化施設がついており、

今後の開発では最低でもこれ以上の取り組みが必要と考える。 

・ 越谷レイクタウンでは、河川調整池を河川占用により、ビオトープを公園管理、市民管

理などにより管理する仕組みをとりいれており、公共側が全て管理するのではなく、市民

による管理などを取り入れ、公共側の負担を軽減している。また、環境共生住宅は、「環境

省街区丸ごと Co2 20％削減モデル事業」の採択されており、太陽熱利用を取り入れて

いる。商業施設では、イオンも生ごみから電気を作り出しているなど、新エネルギーを活

用している。 

・ 武蔵野市では、通所介護・環境共生・地域防災複合施設（テンミリオンハウス）は、太

陽熱などを利用している施設である。地域密着型の地域バスと連携させている。 

・ 農業水産省では、下水汚泥、ごみ、畜産排泄物など全てを取り入れてメタン発酵させエ

ネルギーに変換し取り組む、バイオマスタウン構想の実現に取り組んでいる。 

・ 循環型農業モデル（エコス㈱）では、契約業者からの食品残渣をコンポスト化し堆肥を

利用しブランド米を販売している。 

・ 循環型農業モデル（柏市環境学習施設）では、学校給食残渣を堆肥化し、農業に活用す

る取り組みをおこなっている。 

・ 水熱反応技術システムは、食品残渣などを燃やさずメタン発酵させエネルギー化するも

のであり、効率もよく、現在、アジアでの実用化に向けて取り組んでいる。 

● 自立的・持続的な国際環境文化モデル都市の創出 

・ 世界に誇れる環境文化実験都市の整備には、EPCOT Center（Experimental 

Prototype for Community of Tomorrow）の発想が必要と考えており、常に最先端の

ものに置き換え可能な｢実験都市｣を目指す必要があると考える。 

・ 「沖縄固有の環境文化の粋を結集」が必要であり、集落景観、石畳とフクギ、癒しと長

寿食、資源循環、伝統音楽を必ず取り入れる。現代科学の最先端の環境共生技術を徹底導

入、環境劣化の進むアジアに顔を向けたモデル都市の創出・情報発信、バイオマス資源循

環システムを基礎とする地域自立モデルの確立、環境享受型、健康効用型観光、環境教育

型観光に取り組むことが必要と考えている。 

・ 方法論としては、世界経済破壊後の修復策「NewGreenDeal」の先取りが必要と考えて

おり環境がキーワードである。開かれた産官学研究会の発足、環境文化評価基準の確定、

事業化調査の実施、開発資金の調達（ＳＰＣ会社設立）、市民や企業・地域コミュニティと

の連携、持続的な維持管理体制の確立が必要と考える。 
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・ これらの技術をアジアで適用した事例を示す。 

・ バンコクでは、環境を無視し開発された結果、洪水の発生が頻繁化しており、遊水池を

設けることで解消を図った。また、下水では各住宅に浄化層し処理場とつなぐことでロー

コスト水質が向上した。これらの取り組みは官と民の連携により可能となった。 

・ また、バンコクのごみの処理は分別せず埋め立てていたが、加熱式回転炉により分別回

収し、資源化している。また、上海ではプラスチック混合都市ごみ処理実験を行っており

沖縄に導入してはと考えている。 

・ 以上のような新たな取り組みは、コストと便益のバランスが崩れるのが一般的であるが、

サステナビリティ（持続性）を成立させるためには、補助金の導入などが必要となってく

る。 

・  2009 世 界 経 済 恐 慌 ・ 選 択 肢 は 米 国 や 日 本 に お い て も 、 環 境 投 資 と し た

「NewGreenDeal」政策が軸になると考えている。沖縄県、普天間基地跡地では、このよ

うな、政策展開を追い風ととらえて活用する方向性をもつべきであると考える。 

 

② 普天間飛行場跡地利用に関わる個人的な試論 

・ 普天間飛行場跡地の利用検討に当たっては、これからの世界的な経済再生政策の方向性、

なかんずく「NewGreenDeal」政策に十分な配慮をすることは無論、できればこのような

政策を先取りして積極的に島内・外にアピールすることが望ましい。 

・ 環境利用計画は、本土によく見る金太郎飴的内容を避け、沖縄固有「環境文化」を再生、

強化するものを目指す必要がある。 

・ 技術的には、世界的にも注目されている最先端の資源循環環境等の技術を取り入れ、常

に最先端のものに置換可能な「実験都市」を目指し、アジア諸国との連携・交流も視野に

入れた「国際環境文化都市モデル」を整備することを提案する。 

 

４）意見交換の内容（敬称略） 

 

荒田 ：返還の時期がよめない中、今から何をやっていくべきと考えるか。 

松下 ：常に今からどうすべきかを考えておく必要がある。技術は日進月歩で進んでおり、

常に最先端の技術を取り入れていくべきである。情報提供はしていくが全て沖縄に

あてはまるとは限らない、導入にあたっては専門家と沖縄にあうかどうかをよく検

討し導入すべき。 

當銘 ：環境文化モデル都市として、環境文化の粋を結集、沖縄の文化を再生、観光の話も

ある。普天間は海がなく陸のリゾートとしているが、環境教育型観光、健康効用型

観光とはどのようなものか。 

松下 ：観光においても次の観光を企画しないといけないと考えており、例えば、本部元気

村では健康保養型観光として、長期滞在により沖縄の風土に触れることで健康にな

るというものがあった。また、個人的には石垣島でやるとしたら中国からの漢方薬

を取り入れて“癒し”を売りにしてゆっくり滞在してもらうことなどを考えている。

個性がある観光のリソースが無いとだれも来なくなる。普天間基地は基地があった

ため守られてきた部分もあるといえる。将来のための財産として、アジアに向けた

モデルとなるようなものにしないといけないと考える。 
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５）アドバイザー提供資料 
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10．大川正彦氏、呉屋力氏、伊佐善一氏（普天間飛行場の跡地を考える

若手の会）               

 

１）日時、場所 

○ 開催日時：平成２１年１月８日 16:00～17:30 

○ 開催場所：宜野湾市役所 

 

２）事務局出席者 

・沖縄県  知事公室基地対策課     ：當銘健一郎、比嘉悟、嘉川陽一 

・宜野湾市 基地政策部基地跡地対策課  ：城間盛久、新垣勉、高江洲強、塩川浩志 

・（財）都市みらい推進機構        ：佐々木健、稲岡英昭、仲本和英 

・（株）日本都市総合研究所        ：荒田厚、村山文人 

・玉野総合コンサルタント（株）     ：加塚政彦、伊藤直幸、水野清広 

・(株)群計画               ：小橋川朝政、大門達也 

 

３）アドバイザーによるレクチャーの要旨 

 

● これまでの取組 

・ 若手会では基本方針や行動計画が取りまとめられる度に、その内容を若手の会なりに議

論すると伴に、現地視察などにより実際のまちの良い点・悪い点などを肌で感じながらま

ちづくりを学んできた。 

・ これまで若手の会では、「普天間飛行場跡地利用への私たちの考え」、「同公園編」、「同交

通編」などを取りまとめているが、これらの方向性が地主会等の先輩方と大きくずれない

ように、報告し、アドバイスを頂いている。 

・ 今年度は「都市拠点」と「住宅地」について、私たちの考えとしてとりまとめ、地主会

等に報告したいと考えている。 

● 今後の目標 

・ これまでは沖縄県や宜野湾市からだされた方向性に基づいて議論することが中心であっ

たが、今後は若手の会としての中・長期的な目標等を打ち出していきたい。 

● 地権者の共同利用・共同開発 

・ 「住宅地」については、キックオフレポートの事例を参考に、昨年 10 月に兵庫県の芦

屋、ワシントン村などを視察し、住宅地のあるべき姿などを議論している。 

・ 「都市拠点」では、機能の「集積」や「複合」がキーワードとなり、これを展開するた

めには共同利用・共同開発が必要になる。 

● 集落空間再生型住宅地づくりの可能性 

・ 我々若手としては旧集落の思い出が無いのでそこに住んでいこうとは思わないが、今後

は地主会の方々の思いなどを聞いていきたい 

● 大規模公園に対する考え 

・ 若手の会では、昭和記念公園や大阪万博公園などを視察し、昨年度公園に対する考えを

まとめた。また、普天間公園 100ha は宜野湾市面積の 1/10 程度であり、沖縄県の中心

と考えればあまり大きくないだろう。更に大規模公園をつくることによって海洋博記念公
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園のように雇用面での経済効果があることも見えてきたので、100ha であっても大きく

ないと考えている。 

 

４）意見交換の内容（敬称略） 

 

呉屋 ：本日は「今後の計画づくりに向けた意見反映のあり方」について意見交換したいと

のことであるが、意見反映とはどこからの意見を指しているか。 

荒田 ：①若手の会や地権者の方々の意見反映であり、例えば、「具体的な計画づくりに若手

の会を参加させろ」などの提案である。 

②普天間跡地に良い機能を導入するためには、これまでにない魅力づくりが重要と

考えている。このためには、まとまった土地で計画づくり・開発整備を行うことが

必要であり、地権者の方々の土地をまとめていくことがまちづくりの“カギ”にな

る。現段階で土地の共同利用などを行う気持ちはあるか。 

大川 ：共同利用については、若手の会の力だけでは対応できないので、関連する人々と一

体的にまちづくりを盛り上げ、地主会の方々の協力を得ながら実現していきたい。 

呉屋 ：現地権者である年配の方々は、共同利用という考えは持っていないだろう。現時点

では、地権者間での「意識」と「知識」の差が大きく、同じ年代の地権者でありな

がら会に参加していない方も多い。このような方々との「意識」と「知識」の差を

埋めていくことにより共同利用の可能性が高まると考える。 

荒田 ： 那覇新都心のメインプレイスでは、共同利用用地への換地希望者が多かったものの、

マンション用地などでは希望者が少なかった。商業地だけでなくマンション用地な

どにも共同利用が広がれば良いまちになると考えるが、普天間跡地で共同利用の範

囲を広げることは可能か。 

呉屋 ：複合利用型のマンションであれば土地を共同利用する可能性が考えられるものの、

一般住宅地では難しいかもしれない。 

大川 ：共同利用に関することも含めて地主会に対する意向醸成が重要と考えている。若手

の会ががんばっていけば、将来的には地主会にも良い影響が与えられるのではない

か。 

佐々木：今後、若手の会で、親の世代までの意識を集約して頂けると有り難いが、そのよう

な可能性はあるか。 

呉屋 ：若手の会には、地権者も地権者でない人もいる。地権者であっても権利はあるが管

理は親の世代が行っており、跡地利用の文章も見たことがない人もいる。このよう

な人たちが集まると、地権者の立場ではなく夢を語る傾向にある。しかしながら、

若手会内でアンケートを行ったら、最も興味あることが「地権者の土地利用」と回

答した方も多く、各自の地権者としての意識が強いことには驚いた。今後の若手の

会は、夢を語るだけでなく、地権者としての意見も含めて出していきたいと考えて

いる。 

また若手の会が議論して提言書を出すことによって、地主会も自分たちの意見を出

さないといけないという雰囲気になってきており、今後も若手の会が地主会を引っ

張っていきたい。 

大川 ：地主会は、我々から話を投げかければ答えてくれ、我々がまちづくりの話しをすれ
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ば批判もしない。 

小橋川：キックオフレポートで興味をひいた点は如何に。 

呉屋 ：若手の会としての意見を取りまとめたものではないが、「なぜ集落空間再生型住宅を

形成する必要があるのか」という意見が多かった。 

荒田 ：関西住宅地の視察では、具体的にどこに行ったか。 

大川 ：芦屋六麓荘、三田市ワシントン村に行った。ワシントン村は個性があって素晴らし

いが、交通の便が悪い印象であった。また、芦屋のようなブランドづくりが重要だ

と感じた。 

呉屋 ：①ワシントン村は住宅ばかりで人も歩いていなかった。共同利用の中でそのような

ものをつくるとゴーストタウンとなってしまう可能性がある。 

②普天間跡地で長期の段階的まちづくりを展開することにより、実際にどの程度の

不公平感がでるか。開発が遅れるなら、土地を売りたい方もでてくるかもしれない。 

荒田 ：最初に使える方と最後の方で不公平感がでてくるが、それが何年かは読めない。嘉

手納以南の基地が返還される中で、今までのようなスピードで市街化が進むとは考

えにくい。需要に応じて段階的に作らざるを得なく、全員が土地や利益を少しずつ

得られる仕組みをつくれれば良いが、全員の方が賛成してくれる可能性は低いので

はないかと考えられる。 

大川 ：地主会は、不公平感が発生することを最も懸念している。 

荒田 ：地権者会社を全員で立ち上げて利益を土地面積に応じて配分するという考えもある

が、自分の土地を持ち続けたいという方もいるので難しいかもしれない。 

佐々木：愛知県東海市や埼玉県三郷市では地権者会社を作っている。このような例を参考に

してみてはどうか。 

呉屋 ：跡地全体を共同化するという話しは難しいかもしれない。 

荒田 ：全体を共同利用することは難しいだろう。また、共同利用をしたい方と個別利用を

したい方を分けることはできるが、どちらを優先するかという順序の問題がでてく

る。 

呉屋 ：後の開発の方に優遇措置があれば良いのではないか。 

荒田 ：開発順位で減歩率を変えるなどは難しいだろう。 

當銘 ：既成市街地の区画整理であれば、使用収益がとぎれないものの、軍用地の場合は返

還後の一定期間を経て軍用地料がきれてしまう。これは軍用地ならではの問題なの

で、国に対して何らかの措置が必要であることを求めていきたいと考えている。ま

た、那覇新都心では市街化速度が速かったが、普天間では同じようにはいかないだ

ろう。大規模であること、住宅需要等に限りがあることなどから、土地利用につい

ては地権者と協働で検討していくことが重要と考えている。 

以上 
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１．「取組のメニュー」に関する「事例集」の作成 

 
・ 「取組のメニュー」を具体化した「計画例」を選定し、それぞれに類似する「事例」を集めて、

今後の意見交換のための参考資料として取りまとめている。 

 

取組 
分野 

取組のメニュー 計画例 事例 

●観光リゾートゾーンの開発 事例１、事例２ ■基幹産業の新たな発展に
向けた産業拠点開発  ●研究開発型産業ゾーンの開発 事例３、事例４ 

●大規模区画住宅ゾーンの開発 事例５ 

●「交流空間」形成型住宅ゾーンの開発 事例６ 
■新たな需要開拓に向けた
住宅地開発 

●集落空間再生ゾーンの開発 事例７ 

●市民センターゾーンの開発 事例８ 

 

計
画
開
発
の
促
進 ■新しい郊外ライフの舞台

となる都市拠点開発 ●複合的な広域拠点ゾーンの開発 事例９、事例 10 

●観光リゾート地の「旗印」となる施設の導入 事例 11～事例 15 

●研究開発型産業拠点の中核施設の導入 事例 16、事例 17 
■産業機能集積地形成を先
導する機能 

●機能の複合による融合型高次都市施設の導入 事例 18 

●多様な来住に対応する住宅やサービスの導入 事例 19～事例 21 

●新しいタイプの都心共同住宅の導入 事例 22 
■新たな需要の開拓に向け
た居住・滞在機能 

●多様なコミュニティ施設の導入 事例 23 

●市民センターのシンボルとなる施設の導入 事例 24 ■都市拠点の起動力となる
機能 ●広域的な商業施設の導入 事例 25、事例 26 

●環境教育・情報発信施設の導入 事例 27、事例 28 

  

戦
略
的
な
機
能
の
導
入 

■循環型まちづくりのシン
ボルとなる機能 ●環境共生住宅の導入 事例 29、事例 30 

●ゆとりある住宅用地の供給 事例 31、事例 32 

●まとまりある用地の供給 事例 33～事例 35 ■用地供給に向けた取組 

●長期にわたる段階的な用地の供給 事例 36、事例 37 

●(仮)普天間公園の緑を生かした計画づくり 事例 38、事例 39 

●敷地内緑化の促進 事例 40、事例 41 
■緑化・風景づくりに向けた
取組 

●地権者や住民によるルールづくり 事例 42、事例 43 

●利用者参加による計画づくり 事例 44、事例 45 

●まちづくりに関する情報発信と情報収集 事例 46、事例 47 
■機能誘致の促進に向けた
取組 

●優れたアイデアやデザインの導入 事例 48、事例 49 

●地権者主導による開発態勢づくり 事例 50～事例 53 
■開発態勢づくり 

●公的主体のﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟによる開発態勢づくり 事例 54～事例 56 

●環境技術の開発と導入 事例 57～事例 59 

       

ソ
フ
ト
な
取
組
の
導
入 

■環境共生の促進に向けた
取組 ●環境共生に向けた計画手法の開発と導入 事例 60～事例 62 

資料－６ 地権者からの意見聴取 
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２．地権者懇談会における意見聴取 

 

１）地権者懇談会において「事例集」を紹介し、意見聴取した結果 
 

・道路を先に決定してのまちづくりについても検討してみたらいかがでしょうか。

・コンベンション、琉球大学、沖縄国際大学等の有機的連携の関連の都市づくり。

・きちんとした道路整備と地料に代わる新しい補償制度の制定をお願いします。

・跡地利用計画のマスタープランの工程が早目に決まってほしい。

・グローバル産業並びに住宅関係もよく考えてほしい。特に大山小学校の移転。

・全体的なゾーンなどは出来ているか。例えば（住宅ゾーン等）商業ゾーンなど。

・雨水の利用が充分活かせる計画をすれば緑の町も出来ると思う。

・普天間高校を宜野湾消防の裏に設置。普天間中、普天間小も近辺に設置してほしい。

・導入した後の状況や将来性等も含めて説明すると尚良いと思う。

・那覇新都心より住宅地域、産業地域ははっきり区分すること。

・人づくりのため図書館

・具体化するには、大変な努力が必要。費用が多くかかると思うが空港はどうだろうか。

・蔡温によって植えられたといわれる琉球松並木の再現を是非緑化ゾーンに導入してほ
しい。

・資料全体に「カタカナ」が多すぎ、分かりにくい、平易なひらがな、漢字表現を期待
します。

・早めに進めてほしい。来年度には、絵等も示して説明すればより解りやすいと思いま
す。

・ハード面を重視するよりもっとソフトな、人々が快適にすごせる環境を優先にしてほ
しい。

・まずは、市庁舎（現野嵩）を中央に移転し、後に那覇新都心を参考にした方がよいか
と。

・住宅や商業施設の誘致についても、きちんとした道路の整備をお願いします。（小さ
い道路でなく片側３車線クラスの道路）

・基地政策部の皆様いつもおつかれ様です。過去に返還された跡地開発型ではなく、他
に類例のない拠点をつくること。例えば普天間は台地にたっており眺望に富み他にない
高層モニメントをつくり観光の拠点をつくると同時に那覇より普天間へ鉄軌道を施設
し、交通環境を整備したらごうでしょうか。（モニメントは、超高層復帰勝利塔又は電
波等々。）

・事例を参考に具体的計画に活かせれば良いと思う。終戦直後の自然発生した地域から
現在地の区画整理地域に住んで快適な生活をしている。立派な跡地ができることを期待
する。

・第２のミハマ、新都心とちがうものを作ってもらいたい、世界から見学にくるような
国連関係を作ってもらいたい、交通は全市路面電車に

・多くの計画例は、「取組のメニュー」を理解するのには、役立ちました。今後の説明
会でも具体例を示しながらわかりやすく説明してほしい。「計画例」の実現は？成功し
た事例、失敗例等もあれば次の回答も答えやすかったのではないでしょうか。

・どれも高度な事例であり、吾々素人には考え及ばない。業者、専門家の方に計画立案
してもらった方がよい。

「跡地の土地利用・
環境づくり」（キッ
クオフ・レポート）
の計画例をを見ての

率直な感想

項　目 意見及び回答

・普天間基地内の滑走路をそのまま残して、北海道の大通り公園、多目的広場としての
活用方法はどうか。ただし、滑走路を修復するための予算は、そのまま公園の整備等の
予算に回すことが条件

・国道・モノレールなどとアクセス出来る特色を活かした跡地を希望する。

・「カジノ」を導入しないでほしい。用途変更して導入しないか不安である。

・キックオフ・レポート等の跡地利用計画を想定しながら市独自の周辺整備計画の具体
的取組み強化。特に西海岸地域

普天間飛行場跡地利
用に関するご意見
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２）「事例集」に提案された事例への賛否を問うた結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組
分野

事例 賛成 反対取組のメニュー 計画例

事例31 3 2

事例32 2

事例33 4

事例34 2

事例35 4

事例36 1 1

事例37 3 1

事例38 5 4

事例39 3

事例40 2 1

事例41 3

事例42 3

事例43 2 1

事例44 1 1

事例45 1

事例46 4

事例47 1

事例48 2

事例49 1 1

事例50 2

事例51 1

事例52 2

事例53 3

事例54 4

事例55 1 1

事例56 1

事例57 1

事例58 1

事例59 3

事例60 2

事例61 1

事例62 3

■緑化・風景づくりに向けた取組

●(仮)普天間公園の緑を生かした計画づくり

■用地供給に向けた取組

●ゆとりのある住宅用地の供給

●まとまりある用地の供給

●長期にわたる段階的な用地の供給

■機能誘致の促進に向けた取組

●利用者参加による計画づくり

●まちづくりに関する情報発信と情報収集

●優れたアイデアやデザインの導入

●環境技術の開発と導入

●環境共生に向けた計画手法の開発と導入

●敷地内緑化の促進

●地権者や住民によるルールづくり

■開発態勢づくり

●地権者主導による開発態勢づくり

●公的主体のリーダーシップによる開発態勢づくり

ソ
フ
ト
な
取
組
の
導
入

■環境共生の促進に向けた取組

取組
分野

事例 賛成 反対

事例1 1 5

事例2 2 5

事例3 2 1

事例4 3 2

事例5 3 3

事例6 3 1

事例7 1 1

事例8 5 2

事例9 4 3

事例10 3 1

事例11 1 3

事例12 2 1

事例13 2 3

事例14 2 2

事例15 2 1

事例16 6

事例17 3 1

事例18 1

事例19 1

事例20 1

事例21 1

事例22 1 2

事例23 2

事例24 1

事例25 4

事例26 2

事例27 1 1

事例28 1

事例29 2

事例30 5 1

回答数：20名/133名

取組のメニュー 計画例

計
画
開
発
の
促
進

■基幹産業の新たな発展に向けた産業拠点開発

●観光リゾートゾーンの開発

●研究開発型産業ゾーンの開発

■新たな需要開拓に向けた住宅地開発

●大規模区画住宅ゾーンの開発

●「交流空間」形成型住宅ゾーンの開発

●集落空間再生ゾーンの開発

■新しい郊外ライフの舞台となる都市拠点開発

●市民センターゾーンの開発

●複合的な広域拠点ゾーンの開発

戦
略
的
な
機
能
の
導
入

■産業機能集積地形成を先導する機能

●観光リゾート地の「旗印」となる施設の導入

●研究開発型産業拠点の中核施設の導入

■新たな需要の開拓に向けた居住・滞在機能

●多様な来住に対応する住宅やサービスの導入

●新しいタイプの都心共同住宅の導入

●機能の複合による融合型高次都市施設の導入

●多様なコミュニティ施設の導入

■都市拠点の起動力となる機能

●市民センターのシンボルとなる施設の導入

●広域的な施設の導入

「意見交換会資料」（事例集）において提案された事例について、普天間飛行場の跡地に「導入してほしい」事例及び「普
天間飛行場の跡地には合わない」事例を回答してもらった結果

■循環型まちづくりのシンボルとなる機能

●環境教育・情報発信施設の導入

●環境共生住宅の導入
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３．若手の会の活動状況 
 

若手の会では、平成 19 年度に「公園・環境」、「交通」、平成 20 年度に「住宅地」、「都市拠点」

に対する『考え』のとりまとめが行われた。以下では各グループの活用経過と成果概要を紹介する。 

 

１）公園・環境 

 

① 活動経過 
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② 普天間飛行場跡地利用への私たちの考え（公園・環境編／平成 20 年 2 月）の概要 
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２）交通 
 

① 活動経過 
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② 普天間飛行場跡地利用への私たちの考え（交通編／平成 20 年 2 月）の概要 
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３）住宅地 
 

① 活動経過 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回数 日付 意見交換の内容等 

1 
平成 20 年 

4 月 8 日（火） 
◆平成 20 年度検討テーマ決め 

2 5 月 13 日（火） 
◆「都市拠点」、「住宅地」グループ分けと 

提言内容の方向性について 

3 6 月 10 日（火） ◆事例の勉強と現状の把握 

4 7 月 8 日（火） ◆普天間における住宅地のあり方について 

5 8 月 10 日（日） ◆はごろも祭り市民・県民アンケート 

6 8 月 12 日（火） 

◆はごろも祭り市民・県民アンケート成果の

まとめについて 

◆普天間における住宅地のあり方について 

7 9 月 9 日（火） 
◆地権者の視点で考えた実現する上での課

題について 

8 
10 月 2 日（木）

～4 日（土） 
◆先進地視察会 

9 10 月 14 日（火） 

◆先進地視察会の報告・とりまとめ 

◆地権者の視点で考えた実現する上での課

題と解決策の検討 

10 11 月 11 日（火） 

◆「キックオフ・レポート」で提示された 4

分野（振興拠点、住宅地、都市拠点、環境・

公園）の事例に対する意見交換 

11 12 月 9 日（火） 

◆「キックオフ・レポート」の事例に対する

若手の会としてのとりまとめ①（都市拠

点、住宅地） 

12 1 月 13 日（火） 

◆「キックオフ・レポート」の事例に対する

若手の会としてのとりまとめ②（振興拠

点、環境・公園） 

13 1 月 27 日（火） ◆提言書（案）について 

13 ２月 10 日（火） ◆提言書（最終案）について 

 

 

アンケートの様子（8.10） 

視察会の様子（10.3） 

定例会の様子（10.14） 

視察時の講義の様子（10.3）
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② 普天間飛行場跡地利用への私たちの考え（住宅地編／平成 21 年 2 月）の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●「地権者」のための住宅地 

⇒ゆとりある住宅地としていくために… 

・垣根がなく、一つ一つの住宅がゆったりしている住宅地や「ナー（庭）」のあ

る戸建住宅地（80～90 坪）など、ゆとりのある戸建住宅をつくる 

・基地内にある旧集落のシンボル空間を活かした住宅地や赤瓦、フクギ、琉球

石灰岩等を取り入れた住宅など地域資源を守り、創造する住宅地をつくる 

 
●「来住者（市民・県民）」のための住宅地 
⇒生活利便を確保した住宅地としていくために… 

・就業者のためのテレワーク住宅（在宅勤務用住宅）の供給など利便性を活か

した都心住宅をつくる 

・農作業が楽しめる市民農園のある住宅地などゆとりある住宅をつくる S 
 
●「来住者（県外）」のための住宅地 
⇒沖縄での新たな生活に応える住宅地としていくために… 

・眺望の良い丘陵地を活かした住宅地や家庭菜園が楽しめるゆとりある区画の

住宅などゆとりある戸建住宅をつくる 

・沖縄で健康回復を目指す人のための短期的な定住、反復的な滞在ができる住

宅をつくる 
 
●「地権者」、「来住者（市民・県民、県外）」に共通した住宅地 

・歩行者や自転車交通を優先した住宅地など安心・安全な住宅地をつくる 

・緑や水等の自然を感じられる住宅や太陽光を利用したエコ住宅など、環境に

配慮した自然を感じられる住宅をつくる 

・子供から高齢者まで幅広い世代が集う交流空間のある住宅地や多様な地域活

動を支えるコミュニティ施設のある住宅地など、地域のコミュニティを重視

した住宅地をつくる 
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４）都市拠点 
 

  ① 活動経過 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回数 日付 意見交換の内容等 

1 
平成 20 年 

4 月 8 日（火） 
◆平成 20 年度検討テーマ決め 

2 5 月 13 日（火） 
◆「都市拠点」、「住宅地」グループ分けと 

提言内容の方向性について 

3 6 月 10 日（火） ◆事例の勉強と現状の把握 

4 7 月 8 日（火） ◆普天間における都市拠点のあり方について

5 8 月 10 日（日） ◆はごろも祭り市民・県民アンケート 

6 8 月 12 日（火） 

◆はごろも祭り市民・県民アンケート成果の

まとめについて 

◆普天間における都市拠点のあり方について

7 9 月 9 日（火） 
◆地権者の視点で考えた実現する上での課題

について 

8 
10 月 2 日（木）

～4 日（土） 
◆先進地視察会 

9 10 月 14 日（火） 

◆先進地視察会の報告・とりまとめ 

◆地権者の視点で考えた実現する上での課題

と解決策の検討 

10 11 月 11 日（火） 

◆「キックオフ・レポート」で提示された 4

分野（振興拠点、住宅地、都市拠点、環境・

公園）の事例に対する意見交換 

11 12 月 9 日（火） 

◆「キックオフ・レポート」の事例に対する

若手の会としてのとりまとめ①（都市拠点、

住宅地） 

12 1 月 13 日（火） 

◆「キックオフ・レポート」の事例に対する

若手の会としてのとりまとめ②（振興拠点、

環境・公園） 

13 1 月 27 日（火） ◆提言書（案）について 

13 ２月 10 日（火） ◆提言書（最終案）について 

    

 

アンケートの様子（8.10） 

HAT 神戸の視察の様子（10.2）

定例会の様子（10.14） 

定例会の様子（4.8） 
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② 普天間飛行場跡地利用への私たちの考え（都市拠点編／パート１）（平成 21 年 2 月）の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

私たちの考える都市拠点 

 

「市民」、「県民」、「県外・観光客」が集まる都市拠点として・・・ 

①宜野湾市の公的施設を整備し、市民の交流の場をつくる 

・警察、消防、医療（大学病院、総合病院等）機能の拠点づくり 

・高齢者にも配慮して公共施設を集積 

②街中で暮らす便利さと優れた環境を提供する 

・行政施設、学校等も含めて商業・公共の様々な機能を複合化 

・住宅地との高いアクセス性と徒歩圏の拠点づくりを実現し、観光客

も楽しめる公共交通 

・多機能複合型などの高層都心住宅 

③緑が豊かな都会のオアシスとなる場をつくる 

・中南部をカバーする規模の防災機能のある大規模公園 

④県内の他の拠点にはない魅力を持った、人が集まり新しい観光地と

もなる場をつくる 
・全体がテーマパークのようなショッピングエリアやエンターテイメ

ントエリア（カジノやショービジネスなど）、西海岸のスポーツ施

設や市内の文化施設を複合化させた文化施設エリアなどが一体と

なり、人が集まる拠点づくり 

・沖縄のシンボル（タワー、美浜より大きな観覧車、大規模公園、Ｌ

ＲＴ、大きな樹木（ガジュマル等）、マーシーサー、鍾乳洞） 

 

《今後の検討の方向性》 

以上のような都市拠点像から見えてきた普天間飛行場跡地における都市拠点

のキーワードは「副都心」 

⇒今後は副都心（県レベルの機能分担を果たす）機能として、「大学・研究学

園都市的機能」、「行政機能」などの必要な施設及び機能について詳細な検討

を行う。 

⇒また、「交通結節点機能」、「シンボルとなる大規模公園（セントラルパーク、

ボタニカルガーデンのような）」、「大規模公園とリンクした（活かした）機

能、施設」などについても検討を行う。 

⇒さらに、キーワードとしての副都心と他分野とリンクさせた検討を行い、さ

らに都市拠点像を明確にしていく。 
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１．振興拠点分野 

 

１）観光リゾート拠点ゾーンの広域的な位置づけの可能性に関する情報収集 

 

○ 観光関連の業界関係者との意見交換などにより、沖縄で「陸（おか）」の観光リゾート地

形成の可能性は高く、普天間跡地で「陸（おか）」の観光拠点づくりを行うことが有効であ

り、その場合、景観形成等のソフト施策をあわせたまちづくりが重要であることを確認 

 

● 白石武博氏との意見交換の概要（資料－５参照） 

 

○ 観光リゾートは海がなくても成立する。 

・まちや道の修景・植栽を徹底的に行う（複数の地権者がいるので一定のルールが必要）。

― リゾート地の恩納村でも電線・電柱により眺望が阻害 

― 赤瓦は大きな売り 

・ハードだけでなく、農業や製造業との連携により新しいものを創出し、需要を喚起して

いくことが必要。 

・ハワイはまちごと観光産業になっており、人々にも浸透。 

○ 現在の沖縄への観光客は年間約600万人（海外から20万人、国内から580万人）であ

り、年間1000万人を目指すのであれば、海外から300万人、国内から700万人の人々

を呼び込むことが必要。 

・海外・国内のマーケット調査に基づいて、戦略的に行政・民間が一体となって進めるこ

とが必要。 

＜行政の対応例＞ 

― 施設周辺の交通アクセス整備（レンタカー需要も考慮） 

― ゲートウェイ那覇からの公共交通アクセスなど 

・観光関連の人材育成が重要であり、世界中の人々が学び・実践できるホテル機能を併設

した大学の設置が有効。 

・国内については、リピーター（観光客の約75％）と沖縄に来たいという潜在需要（約

1000万人）に対応したマーケット分析 

○ 観光振興に向けては、必要設備の量を確保した上で、質を上げていくことが必要。質だ

けを追求していては観光客の絶対数が減ってしまう。 

○ 県内各エリアの特性を踏まえて、何を提供すべきかを明らかにし、まちづくりの中で展

開していく。 

資料－７ 土地利用・環境づくり関連４分野にかかる情報収集・分析の成果
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● 観光客の活動実態 

資料：「平成 19 年度航空乗客アンケート調査」 

○ 空港を利用して帰宅する観光客へのアンケート調査によると、沖縄観光での活動内容

は、「観光地めぐり」が最も多く、つづいて「沖縄料理を楽しむ」、「ショッピング」とな

っている。 

○ 過去３年間の推移を見ると、「海水浴・マリンレジャー」や「ダイビング」が減少傾向

にあり、必ずしも海洋リゾートが中心ではないことが分かる。 

 

＜調査の概要＞ 

・調査時期：春期、夏期、秋期、冬期（四半期ごとに調査を実施） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）H19年度調査における回答者の属性 

 

○配布数 

    11,711票 

○回収数 

     3,075票 

○回収率 

     26.3％ 
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● 沖縄とハワイの魅力の比較 

資料：「沖縄未来訪者インターネット調査／H19.9」 

○ ハワイは、「観光メニューの豊富さ」、「エンターテイメント」、「ショッピング」など『陸』

での評価が沖縄に比べて極めて高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

沖 縄 の 方 が

優れている 

ど ち ら と も

いえない 

ハワイの方が

優れている 
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２）観光リゾート施設の立地条件としてのオーシャンビューの評価 

 

○ 普天間飛行場の西側丘陵端部は海の眺望が得られる地形的な条件を備えているが、高圧

鉄塔・送電線等の眺望阻害要因の排除が課題であり、観光リゾート地の計画づくりにあた

っては、今後の立ち入り調査による情報収集が必要 

 

● 鉄塔等による眺望阻害の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜森川公園からの眺望＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

R58 

高圧鉄塔・送電線 

（景観阻害要素の例） 

送電線等により一部眺

望が阻害される可能性 

①
②

③ 

④ 

①

②

③ 

④ 



 159

３）跡地の企業誘致戦略に関する情報収集 

 

○ 産業立地にかかる専門家との意見交換等により、企業誘致には、観光リゾートのタイア

ップや県外からの来住によるリタイア層の活用等、「観光リゾートの拠点づくり」と連携し

た取組が有効であることを確認 

 

● 真野博司氏との意見交換の概要（資料－５参照） 

 

１．リサーチ＆リゾート 

・美しい環境のなかにリサーチ機能とリゾート機能を集積させ、これにより研究者や施術

者が自由に伸び伸びと発想・交流できる環境を確保すると同時に、知性溢れるリゾート

としてのブランドを確立。 

＜類似例＞ 

○ ソフィアアンティポリスの概要 

ソフィア・アンティポリスは、ヨーロッ

パ 最 大 の サ イ エ ン ス パ ー ク と し て

2,300haの敷地に1,200社以上にの

ぼる企業が進出しており、学生、研究者

を含む約27,000人が活動している。ま

た、外資系企業も約150社と多数進出

し、外国人研究者との交流も頻繁であ

る。主な専門分野はＩＴ、通信、ライフ

サイエンス、化学・医薬品、環境科学等

と多岐にわたる。 

２．ソーラ・ビジネス・パークシティ 

・自然エネルギーの活用が大きなテーマとなる。 

・太陽光の活用が考えられるものの、発電量は700kw/ha程度とさほど大きくない。 

３．ニューファクトリー（観光工場）パーク 

・製販一体の観光工場を普天間跡地に一同に集めることによる観光スポット化。 

４．リタイアメント・アルカディア 

・リタイア層の起業化支援として、人々が集まるインキュベーター（貸工場、貸研究室等）

を提供。 

５．製造業の立地 

・これまでの沖縄は食品や公共事業依存型の産業が中心であり、加工組立型の立地は難し

いと考えられていた。 

・しかしながら、中城湾での製造業立地、沖縄出身のトヨタ非正規労働者など、ものづく

りを経験をしている人が増えている。したがって、製造業を政策の対象とすることも考

えられる。 

・はじめから半導体工場や液晶工場などを誘致するのではなく、メッキ・板金などを誘致

する方が現実的。 

・企業固有の必要性から離島に立地している製造業もある（与論町など）。 

 

ソフィア・

アンティポリス

ニース

カンヌ
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６．企業誘致の秘訣 

① 企業が欲している条件を正確に把握した上で誘致活動を行う 

― 企業のビヘイビアーを掌握した上で、その受け皿をつくる 

― 自地域の条件から如何なる企業にアプローチすべきかを勉強する 

― 大企業を誘致するには、まず関連企業を誘致・充実させることが必要。大企業単体

では成り立たない。 

② ワンストップサービス 

― 企業が用地契約してから操業開始までの手続きが50以上もあり煩雑。 

― 三重県は全国に先駆けてワンストップサービスを展開したので、企業の手間が省け

ている。 

③ 地元の熱意 

― ①と同じであるが、特に首長の熱意が重要。 

― 一つの企業が立地すると、次々に工場立地が展開する傾向 

④ 優遇措置 

― 優遇措置だけでは企業はこない。 

― 企業が求める立地条件がまずあり、最終的な決めてが助成金などの優遇措置。 

 

● 企業誘致を成功させた事例（鹿児島県与論町） 

「産業立地推進研究会―大競争時代の企業誘致戦略―／2008.11.18」（（社）日本経営協会） 

○ 日本マルコ・インターナショナル（本社／横浜市） 

① 日本マルコの概要 

・航空機・人工衛星部品製造 

・2008年４月に与論工場を建設 

― 2008年 トレーニング期間 

― 2009年 主力製品生産開始 

― 2010年 新製品開発の拠点化 

・地元雇用 57人 

② 行政側の企業誘致活動 

・土地や優遇措置など、与論町独自の準備はしてこなかった。 

・離島のため製造業の立地には物流コストの増大等が課題であった。これを解消するた

めに、小型・高付加価値の精密機器製造業に的を絞って誘致活動を実施。 

・町長自らが熱心に活動。 

③ 企業側の立地理由等 

＜与論への立地理由＞ 

・社運をかけて企業立地の場を探し、結果的に与論の人に惹かれた。人が財産。 

・「社会貢献」、「研究開発拠点としての機密性保持」、「環境の良さ」 

＜自治体への要望＞ 

・大学との連携 

・各験場の活用（使用頻度の高くない高価な実験装置は、基本的に試験場の設備を活用）

・集中投資、開発スピードが重要。行政支援を要請し、タイミング良く開発を行う。助

成があると１年間で２年分の開発ができる。 
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４）大規模レクリエーション施設等の導入可能性に関する検討 
 

○ ゴルフ場等の大規模スポーツ施設は土地生産性が低いため、普天間飛行場の跡地利用の

メニューとしては不適と判断 

 

● 支払い可能な地代の試算 

 

○地権者の共同利用メニューの1つをゴルフ場とした場合、地代支払可能額は、約70円

／㎡（(1)×(2)÷(3)）と試算 

 

(1) 沖縄県における１ゴルフ場当たりの年間売上高 ： 約５億円。 

(2) 土地等の賃貸料               ： 年間売上高の約10％ 

(3) １ゴルフ場当たりの平均規模         ： 約70ha 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料）「平成16年特定サービス産業実態調査・ゴルフ場編」（経済産業省）より作成

 

沖縄県
31箇所の合計

（百万円）

沖縄県
１ゴルフ場当たり

（百万円）

構成比
（％）

利用料金（グリーンフィー・諸経費）収入 9,138 295 58%

キャディフィ収入 1,823 59 12%

名義書換料収入 136 4 1%

年会費収入 463 15 3%

食堂・売店（直営）売上げ収入 2,903 94 18%

その他の収入 1,251 40 8%

計 15,714 507 100%

年
間
売
上
高
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２．住宅地分野 

 

１）地権者住宅による集落空間再生の可能性に関する情報収集 

 

○ 現段階においては、旧集落へ復帰する意思が形成されておらず、集落空間再生について

地権者の充分な共感が得られていないため、今後、集落空間再生の意義や内容についての

検討や情報提供による更なる意向醸成が必要 

 
 ● 地権者の土地活用意向と集落空間再生に対する意見の概要（資料－６参照） 
 

○ 過去の意向調査結果 ―「普天間飛行場跡地利用に関するアンケート調査」（平成 19 年沖縄県）

・１人あたりの平均所有面積は、1,582 ㎡となっており、沖縄県平均の住宅面積（287 ㎡）

の約 5 倍の面積となっている。 

・現在の住まいの状況は「土地も建物も自己所有」が 70.0％を占めており、「借地で建物所有」

と「分譲マンション」を合わせると 83.8％となり、回答者の多くが自己所有住宅に居住し

ている。 

・返還跡地の活用については「土地をそのまま保有したい」とする割合が 63.0％で最も多く、

「貸したい」が 23.1％、「売りたい」が 14.1％となっている。また、「土地をそのまま保

有したい」と答えた回答者の具体的な内容は、「自己住宅」が 31.6％と最も多く、次いで「賃

貸住宅」が 16.4％と続き、住宅用地としての回答割合が高い。 

○「若手の会」意見交換会での意見（平成 21 年 1 月 8 日） 

・現地権者である年配の方々は、共同利用という考えは持っていない。地権者間での「意識」

と「知識」の差が大きく、同じ年代の地権者でありながら会に参加していない方も多い。こ

のような方々との「意識」と「知識」の差を埋めていくことにより共同利用の可能性が高ま

ると考える。 

・複合利用型のマンションであれば土地を共同利用する可能性が考えられるものの、一般住宅

地では難しいかもしれない。 

・共同利用に関することも含めて地主会に対する意向醸成が重要と考えている。 

・若手会内のアンケートで、最も興味あることが「地権者の土地利用」と回答した方も多く、

各自の地権者としての意識が強いことには驚いた。今後の若手の会は、夢を語るだけでなく、

地権者としての意見も含めて出していきたいと考える。 

・若手の会としての意見を取りまとめたものではないが、「なぜ集落空間再生型住宅を形成す

る必要があるのか」という意見が多かった。 

○「若手の会」と「地主会」の意見交換会での意見（平成 21 年 3 月 3 日） 

・返還後、旧集落に戻るかと言われたら、現時点では戻らないと思う。基地の外に住まいがあ

り、また自分のために家を建てることは難しい。子どもの世代が使うのではないか。 

・親の遺言で、基地が返還されたら旧集落に家を建ててくれと言われている。私は特殊な事例

だと思う。 

・今の地主会の会員の年齢では難しいと思う。子や孫の世代の話である。 
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２）集落空間再生に向け計画づくりにおいて重視すべき空間や建築物の検討 

 

○ 現在は比較的平坦な地形となっている普天間飛行場だが、接収前の地形には丘陵地があ

り、それを北側にして集落が形成されていた。丘陵地は腰当森と呼ばれ、カーや拝所など

歴史的な文化財も見られる。集落空間の再生を図る際には、地形の起伏を含めた地理的、

歴史的な検討が必要 

○ 沖縄の赤瓦は、風土と景観に適した造りとなっており、近年伝統的価値が見なおされ、

観光地や公共施設の建物及び一般の住宅にも多く使用されている。しかし、赤瓦以前には、

黒瓦や藁葺屋の時代も存在した。集落空間の再生の検討の際には、どの時点を取って沖縄

らしさとするのか等について検討が必要 

 

● 平良啓氏との意見交換の概要（資料－５参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 宜野湾市の大正時代の地形と集落位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 沖縄の伝統的集落の特徴 

・集落の前面に海、山には御嶽がある。腰当森が集落を包みこむという集落の形が大切。 

○ 伝統的集落の今日的意義 

・落ち着き、美しい景観、自然との共生、共同体のコミュニティーの実現。 

○ 現代の都市空間・景観の課題と伝統的集落空間再生 

・現状の都市空間には、景観的な乱れ、高層・中層・低層の建物の乱立、色調の乱れ、犯罪が

生まれやすいデットスペースなどが見られる。 

○ 伝統的集落空間再生の提案を行うにあたって 

・時間軸の中で沖縄らしさや宜野湾らしさとは何かを考えなくてはならない。 

・沖縄にはアメリカ文化や日本文化が融合されており、それも魅力となっている。土地の起伏

の復元も検討する必要がある。 

宜野湾市の大正 8～

10 年の住宅分布図

凡例 

● 集落 

● 丘陵地・谷地 

－ 現在の市域 

－ 普天間飛行場 

現在の普天間飛行場内に
は、北側から新城・神山・
宜野湾の 3 つの集落が並松
街道に沿って存在した。台
地上の概ね平坦な土地であ
ったが、各集落の北側には
丘陵地等が見られる。 

（1/25,000 地形図をもとに作成） 
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● 大正期から戦前までの旧集落の模式図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宜野湾部落は、宜野湾村
（現市）のほぼ中央に位置
し、並松街道に沿ってその
東側に広がる大きな部落で
あった。公共施設が集積し、
宜野湾村の政治・経済・文
化の中心地であった。 

並松街道に平行して馬場
があり、周辺には樹齢二百
年以上にもなる琉球松の並
木が並んでいた。 

新城部落は新城下原から
移動してきたと伝えられて
いる。並松街道に沿った小規
模の部落である。部落の北外
れの円錐状の丘は殿ヌ山と
呼ばれ、頂に御嶽があり部落
で最も新生な場所とされて
いる。 

神山部落は宜野湾村の中
央に位置し、宜野湾神山と
呼ばれていた。部落の東側
から南側にかけて丘陵があ
り、そのふもとに宜野湾並
松に沿って部落が形成され
ていた。部落の西側から東
側にかけて農耕地が広が
る。 

出典：宜野湾の綱引きより作成 

神山 

宜野湾 

新城 
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● 普天間基地内と周辺の文化財 

― 集落を形成する文化的な価値（御嶽やカー等）の情報収集。 

 

 

 

○ 宜野湾市の文化財には、遺跡が 160 箇所、洞穴が 136 箇所、湧水・井戸が 103 箇所、

拝所が 70 箇所等と他にも多くの遺跡がある。基地内でもわかっているもので普天間基地内

の縁辺部に多くの遺跡が存在する。 

○ 旧宜野湾、新城、神山集落跡にも御嶽やカー、トゥン等集落形成に重要な役割を担った文

化財が報告されている。現在でも旧暦の 6 月には、親族が集まって墓掃除や御願を行う地域

もあり、地域コミュニティーのよりどころの一つとなっている。 
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   出典：宜野湾市史 第五巻

宜野湾の信仰聖地 新城の信仰聖地 

神山の信仰聖地 
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● 伝統的な集落形態と家屋 

 

  沖縄の伝統的な集落形態は、北風を避けるため、集落を包み込むように北側に腰当森

が広がる。腰当森は、冬の北風から集落を守るとともに、水源涵養林としての役割も担

って居り、そのふもとには生活の要である湧き水（カー）が見られる。 

  

 

 

 

 

「風土に根ざした家づくり手引き書」沖縄県土木建築部住宅課 
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●伝統的な民家形態 
 

従来の沖縄の民家では、母屋は、南か南よりの向きであり、母屋の東側の部屋が

一番座となる。 

屋根材については、近年の沖縄らしさを表すものとして赤瓦があるが、赤瓦は明

治初期まで首里周辺で焼かれており、身分の高いもののみが使用を許されていた。

一般庶民へは明治２２年の解禁から普及している。 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヒンプン 

赤瓦とシーサー 集落内の屋敷林 ナー（庭）とハマアジ 

「風土に根ざした家づくり手引き書」沖縄県土木建築部住宅課 

写真：名護市屋部の久護家
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３）県外等からの移住者の意向に関する情報収集 

 

○ 都市居住者の移住需要は今後とも見込まれ、沖縄県を移住先の候補地として注目さ

れていることを確認 

○ 移住者が伝統行事やボランティア活動への参加するケースも増大しており、今後は

まちづくりへの参加等を通じて地元住民とは違う視点が導入されることに期待 

○ 移住者と地域住民との間の問題発生を回避するために、移住者に対しては、行政、

民間事業者等からの正確な情報提供が必要 

 

● 宮平栄治氏との意見交換の概要（資料－５参照） 

○ 団塊の世代がターゲット。自由なお金があり、実際に移住を行えるのは団塊世代。 

○ 「現実の消費＝所得×意欲×情報イメージ」情報とイメージをターゲット層にはっき

りと打ち出さなければ実際に移住しない。 

○ 移住政策の一つ目は群れさせないこと。地元とのコミュニティーをどう形成していく

かが重要になってくる。沖縄の文化風土に対する正しい理解を与えないと、文化摩擦が

起きる。沖縄では正しい情報提供がなされていない。 

○ 沖縄で働く場合に心配していることは、家族の都合、人間関係、沖縄のマナー・習慣・

食べ物等アナログ的なものが上がっている。どうすれば移住してきた方たちが地域に溶

け込んでいけるのか、実現するようなプログラムを作っていかないといけない。 

○ 宜野湾市には大学が２つあることを活かすべき。団塊の世代は学ぶ意欲にあふれてい

る。 

○ アンチエイジングの研究機関として大学が活用できる。その研究成果により移住者の

誘致が可能。 

 

●「都市生活者に対するふるさと回帰・循環運動に関するアンケート調査」（平成 17
年 特定非営利法人 100 万人のふるさと回帰・循環運動推進・支援センター）の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 調査の概要 

 ・ ふるさと暮らしにする都市生活者の意識を総合的に把握することを目的 

○ ふるさと暮らしの意向 

・ ふるさと暮らしを「したいと思う」が 40.3％に及ぶ。対して、「したいとは思わ

ない」は 33.8％である。 

・ 男女別には、「したいと思う」は男性の割合が高い。 

・ 定住の形態では、「悠々自適な生活で定住」が 41.9％、「仕事をしながら定住」が

37.0％、「一時滞在」が 17.9％ 

・ ふるさと暮らしを希望する都道府県では、「沖縄県」が 10.7％と最も高い割合と

なっている。次いでは「北海道」9.5％、「長野県」7.5％、兵庫県 5.2％ 

・ ふるさと暮らしを決める条件では、「自然環境がよいこと」が 63.8％と半数以上

を占める。また、「気候がよいこと」が 33.2％、「住居があること」21.3％、「医療

施設が充実していること」20.4％等 



 170

● 「県内移住者に関する基礎調査」（平成 18 年沖縄総合事務局総務部調査

企画課）の概要 
 

移住者からの聞き取り調査 

 

（１）沖縄に移住した理由 

・自然環境、海を眺められる場所に住みたい、「暖かい気候」、「ゆったりした空間」、｢療

養｣するためのんびりと生活したい、田舎暮らしや不便さへの憧れ、八重山古典民謡

に惹かれた。 

（２）移住後のメリット、デメリット 

・「メリット」・暖かい気候、空気がきれい、時間がゆったり、自然環境に満足、喘息、

腰痛、糖尿病等の療養、「うちなータイム」に適している 

・「デメリット」・食文化の違い（ヒージャー汁）、錆などの塩害が大きい、台風被害、

地元住民との価値観の相違 

（３）地域との関わり方（文化・伝統行事やボランティア活動への参加状況） 

・海浜の清掃や自然保護の活動、地域行事への参加（伝統行事、太鼓、三線等）、ボラ

ンティアガイドとして歴史風土等を紹介、介護施設で三線の慰問公演、地域での新し

い祭り興し、味噌や豆腐作りを企画、ＰＴＡ活動や趣味（空手等）や文化活動を通し

てのつながり、小学校でフルーツ栽培からジュースづくりまでを体験実施、島興しや

地域資源（特産品等）の掘り興し、地域の小中高生や地域の人材育成への取組 

（４）行政への要望（不平、不満、不便なこと） 

・自然環境保護条例を制定してほしい、雇用の場を増やしてほしい、移住したいが雇用

の場が少ないため帰っていく人が多い、移住者も地元のために一生懸命な人が多いの

で評価してほしい。 

（５）今後、移住を予定している人達へのアドバイス 

・沖縄に対する過度な期待は捨てること、うちなんちゅは人情豊かだと期待しないこと、

いつまでも観光客気分ではいけない、移住に大事なことは「計画性」、沖縄の良いこ

とも悪いことも知ったうえで移住すること、職探しは難しいため目標を持って移住す

ること、島の人が気付かないことや移住者だからこそ理解できることを意識して仕事

をすれば移住は成功する、地元と関わりをもって生活してほしい、移住者間だけのネ

ットワークではなく積極的に地元に馴染んでほしい、都会での常識と肩書きは捨てる

こと、地域の習慣を理解することが重要、沖縄は言葉の通じる外国と思うこと、地域

の祭りや行事には積極的に参加してほしい。 

（６）移住者から見た感想等 

・最近の移住者の態度の悪さに深い憤りを感じている。地元の人を言葉で攻撃する風潮

があり、金で押し通そうとする移住者も多い。 

・移住者の規制は必要と考える。有能な移住者の人材を活用すべきである。 

・長年、築いてきた島民の考え方や習慣を移住者に壊されてほしくない。 

・地元、移住者の双方にとってプラスになり、お互いに相乗効果がみられることが移住

の理想である。 
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４）「ゆとりある住宅地づくり」の土地活用促進戦略としての意義・効果に

関する検討（定期借地権方式による住宅供給の事例） 

 

○ 全国的には定期借地権付住宅の供給が数多く見られるが、県内の事例は少ないた

め、今後、事業者や需要動向の見極めが必要 

○ 定期借地権付住宅は頭金を軽減できるため、土地所有権一戸建住宅に比べて敷地面

積が広く、ゆとりを持った住宅を確保する手法として有効 

 

● 定期借地権付住宅の供給状況 

 「定期借地権供給実態調査」国土交通省  

 

（1）調査の概要 

定期借地権付住宅の全国的な供給状況を把握するために、定期借地権関係団体、

業界紙や情報誌等の情報により供給実績のある事業者を把握し、定期借地権推進

協議会の協力を得て、平成１９年１２月末日までに定期借地権付住宅の供給実績

があったと思われる計２４２の事業者・団体に調査票の送付、電話による聞き取

り調査等を実施。 

（2）調査結果のポイント 

① 全国の定期借地権付住宅は累計６３,９３１戸 

・定期借地権付住宅の供給は平成５年から始まり、平成１９年末までの供給戸数は、

６３,９３１戸である。内訳は、一戸建住宅は３５,４９２戸でマンションは２８,

４３９戸。 

② 平成１９年中に建設された定期借地権付住宅は５,１４２戸 

・内訳は、持家１,９５２戸、賃貸３,１９０戸である。なお、持家の内訳は、一戸建

住宅６５７戸、分譲マンション１,２９５戸。 

・定期借地権付持家は、平成１３年の５,７８９戸をピークに平成１８年まで減少を

続けたが、平成１９年は１,９５２戸で平成１７年に近い水準まで持ち直した。 

 

 

 

 

 

 

 

（3）一戸建持家の供給実績 

① 敷地面積 

・一戸あたりの敷地面積は、平均２２２.６㎡であり土地所有権一戸建住宅の平均１

２７.７㎡にくらべてかなり広い。 

・２００㎡を超える物件が全体の５７.７％と多くを占め、１００㎡以下の物件は０. 

４％にすぎない。 
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・地域別に見ると、その他の地域が２５０.０㎡と最も広く、三大都市圏の中では、

中部圏が最も広く、次いで近畿圏、首都圏の順になっている。首都圏でも平均２

０９.０㎡。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 住宅の規模 

・一戸あたりの延床面積は平均１２４.９㎡で、土地所有権付一戸建分譲住宅の平均

９９.６㎡にくらべ、１.２５倍広い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 借地期間 

・借地期間は５０年間のものが５８.４％を占め、平均は５１年２ヶ月。 

・最長は１００年間で、首都圏およびその他の地域で供給。 
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● 沖縄における借地型戸建住宅供給（定期借地方式等）に関する情報収集 

  

○桑江ベアーズタウン・ガーデンコート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

物件概要 

◇名称／桑江ベアーズタウン・ガーデンコート 

◇所在地／北谷町字桑江峡原 597-8 他   

◇交通／北谷第 2 小学校まで徒歩 2 分、高宮城アパート前バス停徒歩 3 分 

◇地域・地区／第 1 種低層住居専用地域 

◇地目／宅地 ◇指定建ぺい率／50％ ◇指定容積率／100％ ◇私道負担／無し 

◇敷地面積／166.05～176.76 ㎡（50.39 坪～54.43 坪） 

◇建築面積／89.26 ㎡～119.01 ㎡（27 坪～36 坪） 

◇建築延床面積／－ 

◇分譲後の敷地の権利形態／借地・一般定期借地権 

◇管理形態／－ 

◇構造・規模／木造枠組壁工法 

◇総戸数／10 棟 

◇間取り／－ 

◇販売価格／2,390 万円～3,040 万円（税込み） 

◇借地料（年間）／154,820 円～164,873 円 

◇管理費用／－ 

◇事業主／有限会社住太郎ホーム 
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○ ラ・アシエンダ・ドス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物件概要 

◇名称／ラ・アシエンダ・ドス 

◇所在地／沖縄県那覇市銘苅 3 丁目 17 番地 

◇交通／安岡中学校前バス停下車徒歩 1 分、都市モノレール古島駅徒歩 7 分 

◇地域・地区／第 1 種低層住居専用地域・無指定 

◇地目／宅地 ◇指定建ぺい率／50％ ◇指定容積率／150％ ◇私道負担／無し 

◇敷地面積／172～201 平方メートル（52.1 坪～60.8 坪） 

◇建築面積／73～109 平方メートル（22.2 坪～32.9 坪） 

◇建築延床面積／128～185 平方メートル（38.7 坪～56.0 坪） 

◇分譲後の敷地の権利形態／52 年一般定期借地権（賃借権）建築協定有 

◇管理形態／入居後、所有者全員により管理組合を設立し、管理組合の自主管理 

◇構造・規模／鉄筋コンクリート造地上 2 階建 

◇総戸数／13 棟 

◇間取り／3LDK～4LDK 

◇販売価格／4,599 万円（税・保証金込）（内保証金 1,426,800 円） 

◇借地料（年間）／386,880 円 

◇管理費用／月額 5,000 円（植木・警備費用等） 

◇事業主／株式会社ジョイント 
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○ ラ・アシエンダ・トレス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成 21 年 3 月現在の状況） 

物件概要 

◇名称／ラ・アシエンダ・トレス 

◇所在地／沖縄県宜野湾市字宇地泊 

◇交通／ 

◇地域・地区／第 1 種低層住居専用地域 

◇地目／宅地 ◇指定建ぺい率／50％ ◇指定容積率／150％ ◇私道負担／無し  

◇敷地面積／－ 

◇建築面積／－ 

◇建築延床面積／－ 

◇分譲後の敷地の権利形態／50 年一般定期借地権（賃借権）建築協定有 

◇管理形態／－ 

◇構造・規模／－ 

◇総戸数／4 棟 

◇間取り／－ 

◇販売価格／（例）3,795 万円 

◇借地料（年間）／－ 

◇管理費用／－ 

◇事業主／株式会社ジョイント 

※ラ・アシエンダ・トレスについては、建売ではなく注文住宅の形をとっており、施

主のライフスタイルに合わせた自由度の高い設計ができるようになっている。よって、

物件概要としてとりまとめが不可であった。 
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● 県外の借地型戸建住宅供給（定期借地方式等）に関する情報収集 

 

 

○“神戸三田”国際公園都市カルチャータウン学園 8丁目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物件概要 

◇名称／“神戸三田”国際公園都市カルチャータウン学園 8 丁目 

◇事業名称／阪神間都市計画事業北摂地区新住宅市街地開発事業 

◇所在地／三田市学園 8 丁目 11-8 他 

◇交通／JR 宝塚線「新三田」駅より神姫バス「学園 7 丁目」行き 19 分。「学園 7 丁

目」バス停より徒歩 1 分 

◇地域・地区／第１種低層住居専用地域・第１種高度地区 

◇地目／宅地 ◇指定建ぺい率／50％ ◇指定容積率／100％ ◇私道負担／無し  

◇敷地面積／295.20 ㎡～434.72 ㎡ 

◇分譲後の敷地の権利形態／一般定期借地権、契約時より 51 年（建築期間中含む） 

◇管理形態／居住者全員で管理組合を設立 

◇総戸数／118 区画（約 150ha） 

◇権利金／260 万円～420 万円 

◇敷金／126,600 円～210,438 円 

◇借地料（月額）／21,100 円～35,073 円 

◇事業主／兵庫県企業庁 
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○ 神戸国際港都建設事業 学園南土地区画整理事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土地利用計画図 

物件概要 

◇名称／“ガーデンシティ舞多聞」（仮称）てらいけプロジェクト 

◇事業名称／神戸国際港都建設事業 学園南土地区画整理事業 

◇所在地／神戸市垂水区多聞町(三宮の西方約 14km) 

◇地目／宅地 ◇指定建ぺい率／－ ◇指定容積率／－ ◇私道負担／－  

◇敷地面積／363.70 ㎡（約 110 坪）～1,642.37 ㎡（約 497 坪）平均 707.81 ㎡

（約 215 坪） 

◇分譲後の敷地の権利形態／一般定期借地権、契約時より 51 年（建築期間中含む） 

◇管理形態／居住者全員で管理組合を設立 

◇総戸数／約 2,600 戸 

◇権利金／200 万円～2000 万円 

◇敷金／126,600 円～210,438 円 

◇借地料（月額）／4.4 万円～12.8 万円（保証金 200 万円の場合） 

◇事業主／独立行政法人都市再生機構 



 178

 

○ 長岡ニュータウン青葉台 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物件概要 

●名称／長岡ニュータウン青葉台 

●所在地／新潟県長岡市 

●交通／長岡市中心市街地から西へ約 10km 関越自動車道長岡インターチェンジ及

び国道 8 号に隣接 

●敷地面積／245.87m2(74 坪)～375.31m2(113 坪) 

●分譲後の敷地の権利形態／宅地分譲又は一般定期借地権 

●開発面積／約 440ha（中央地区約 300ha、雲出地区約 60ha、才津地区約 80ha） 

●権利金／100 万円～5000 万円 

●借地料（月額）／保証金 100 万円・賃料 12,600 円～27,900 円 

保証金 300 万円・賃料 6,900 円～22,400 円 

保証金 500 万円・賃料 6,100 円～16,900 円 

●事業主／独立行政法人都市再生機構 

分譲画地の概要 

定期借地に係る保証金・賃料（月額）のパターン
画地番

号 

画地面積

（m2） 

坪換算

（坪） 

単価（円／

m2） 
価額（円） 保証金 100万

円の場合 

保証金 300万

円の場合 

保証金 500万

円の場合 

10-13 276.41 83 38,500 10,641,000 21,300円／月 15,800円／月 10,300円／月 

10-17 339.79 102 34,000 11,552,000 21,200円／月 15,700円／月 10,200円／月 

10-18 245.89 74 37,100 9,122,000 17,100円／月 11,600円／月 6,100円／月 

10-19 245.88 74 38,100 9,368,000 18,200円／月 12,700円／月 7,200円／月 

10-20 245.87 74 37,800 9,293,000 17,800円／月 12,300円／月 6,800円／月 

10-21 323.89 97 36,400 11,789,000 23,100円／月 17,600円／月 12,100円／月 

10-22 319.88 96 37,100 11,867,000 23,800円／月 18,300円／月 12,800円／月 

10-23 276.64 83 39,100 10,816,000 22,400円／月 16,900円／月 11,400円／月 

10-24 277.25 83 39,100 10,840,000 22,400円／月 16,900円／月 11,400円／月 

10-25 277.77 84 39,100 10,860,000 22,500円／月 17,000円／月 11,500円／月 

10-26 358.09 108 34,400 12,318,000 23,300円／月 17,800円／月 12,300円／月 

10-27 375.31 113 35,100 13,173,000 25,500円／月 20,000円／月 14,500円／月 

10-28 301.29 91 38,800 11,690,000 24,300円／月 18,800円／月 13,300円／月 

10-29 301.18 91 38,800 11,685,000 24,200円／月 18,700円／月 13,200円／月 

10-30 333.85 100 39,100 13,053,000 27,900円／月 22,400円／月 16,900円／月 

用途地域／第 1 種低層住居専用地域（建ぺい率：50%、容積率：80%） 
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３．都市拠点分野 

 

１）都市拠点開発の意義・効果の確認 

 

○ 那覇市の跡地利用による都市開発事例の分析により、都市拠点形成が人口・世帯増や市

街化を促進する効果を確認 

 

● 都市拠点形成による市街化促進調査 

 

・新都心地区及び小禄金城地区において、都市拠点施設（公的施設、商業施設等）の立地前

後の人口、世帯数の変化を整理し、都市拠点形成が市街化を促進させたかを調査。 

 

・調査期間：土地区画整理事業開始～Ｈ19 年 

  那覇新都心 Ｈ４～Ｈ19 年 

  小禄金城  Ｓ60～Ｈ19 年 

 

・調査データ：  

  住民基本台帳 各年 12 月 31 日現在 人口・世帯数 

 

・ 集計範囲（丁字名）：地区内に含まれる以下の丁字全体の面積とした。 

（地区外部分が一部含まれる。） 

那覇新都心 安謝（字安謝、安謝 1 丁目、安謝 2 丁目）、天久（字天久、天久 1 丁目、

天久 2 丁目）、上之屋（字上之屋、上之屋 1 丁目）、泊（泊 1 丁目、泊 2

丁目、泊 3 丁目）、銘苅（字銘苅、銘苅 1 丁目、銘苅 2 丁目、銘苅 3 丁目）、

安里（字安里、安里 1 丁目、安里 2 丁目、安里 3 丁目）、古島（字古島、

古島 1 丁目、古島 2 丁目）、真嘉比（字真嘉比、真嘉比 1 丁目、真嘉比 2

丁目）、 

小禄金城  赤嶺（字赤嶺、赤嶺 1 丁目、赤嶺 2 丁目）、小禄（字小禄、小禄 1 丁目、

小禄 2 丁目、小禄 3 丁目、小禄 4 丁目、小禄 5 丁目、）、田原（字田原、

田原 1 丁目、田原 2 丁目、田原 3 丁目、田原 4 丁目）、安次嶺（字安次嶺）、

金城（字金城、金城 1 丁目、金城 2 丁目、金城 3 丁目、金城 4 丁目、金

城 5 丁目） 

 ・拠点形成時期： 

  那覇新都心 Ｈ12 年 共同利用義務街区への誘致企業の開業 

  小禄金城  Ｈ 5 年 ジャスコ那覇ショッピングセンター開店 

 



 180

100

120

140

160

180

200

H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19

世

帯

数

（
百

世

帯

）

200

250

300

350

400

450

人

口

（
百

人

）

世帯数

人口
事業着手 使用収益

開始

拠点形成

（1）那覇新都心地区 

 

 

 

 

 

■ 那覇市の人口・世帯数の推移 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 那覇新都心地区の人口・世帯数の推移 

 

 

万人、千世帯
H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19

人口 30.6 30.5 30.4 30.2 30.2 30 30 30.1 30.2 30.4 30.6 30.9 31.1 31.4 31.5 31.5
世帯数 104 105 106 106 108 109 110 112 114 116 119 122 124 127 129 130

百人、百世帯
H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19

人口 353 350 346 341 335 331 329 324 323 333 357 371 383 398 410 416
世帯数 124 125 125 124 125 125 127 126 128 134 145 154 161 170 176 180
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・ 平成 12 年の拠点形成以降、那覇市の人口・世帯数共に増加している。 

・ 都市拠点の形成後の新都心地区が、新たなまちとして機能し始め、那覇市の人

口増加の受け皿となっている。 
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（2） 小禄金城地区 

 

 

 

 

■ 那覇市の人口・世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 小禄金城地区の人口・世帯数の推移 
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S60 S61 S62 S63 H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9

人口 178 179 193 209 214 217 219 220 225 227 233 240 251

世帯数 51 52 56 61 63 64 66 67 69 71 74 77 82

S60 S61 S62 S63 H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9
人口 30.9 31 31 31.1 31.1 31 30.8 30.6 30.5 30.4 30.2 30.2 30

世帯数 97.5 98.4 99.3 101 102 103 103 104 105 106 106 108 109
万人、千世帯

H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19
30 30.1 30.2 30.4 30.6 30.9 31.1 31.4 31.5 31.5

110 112 114 116 119 122 124 127 129 130

・ 平成５年の拠点形成後、那覇市の人口・世帯数共に減少しているが、小禄金城

地区の人口・世帯数共に増加している。 

・ 那覇市全体の人口・世帯の動向にかかわらず、都市拠点形成により地区の市街

化が促進されている。 

百人、百世帯

H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19

259 271 276 283 287 290 297 303 307 312

86 91 94 98 100 103 106 110 112 116
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２）大規模郊外ショッピングセンターとあわせた都市拠点開発の可能性 

 

○ 近年においては、大規模ショッピングセンターを中心とした都市拠点開発が多く見られ、

普天間飛行場の跡地においても、新しい都市拠点形成に向けた舵取りを行なうためには、

大規模ショッピングセンター開発の今後の動向を見究めるこが重要 

○ とくに、長時間滞在を促進するための新たな集客施設の導入や地域への定着に向けた地

域貢献等を模索する傾向が強まっていることに着目 

 

● 全国における大規模ショッピングセンターの立地状況 

 

■ 那覇新都心規模程度の商業施設の立地を想定し、全国の大規模ショッピングセン

ターの出店状況について調査（店舗面積 50,000 ㎡以上の店舗）。 

→表「全国の店舗面積 50,000 ㎡以上のショッピングセンター一覧」参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 那覇新都心地区 主な商業施設店舗面積 

名称 店舗面積 

サンエー那覇シティー（那覇メインプレイス） 32,312 ㎡ 

天久りうぼう楽市 A,B 棟 20,119 ㎡ 

DFS GALLERIA OKINAWA 9,311 ㎡ 

コープあっぷるタウン 6,899 ㎡ 

計 68,641 ㎡ 
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● ● ● ●
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 ● 土地区画整理事業地内に立地する大規模ショッピングセンターの事例 

 

①  イオンモール成田（千葉県成田市） 

― 店舗面積 57,024 ㎡  

― 敷地面積 135,771 ㎡  

― 開店日 2000 年 3 月  

― 区画整理事業 成田市土屋土地区画整理事業（2005.3 組合解散） 

― 事業主体 成田市土屋土地区画整理組合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施行前 

施行後 

成田市土屋土地区画整理事業

施行面積 37.0ha 

イオンモール成田

JR 成田駅・京成成田駅より北方約２

ｋｍ、南東約 6ｋｍには新東京国際空

港がある地域。 

空港関連の諸施設の設置などによ

り、国際空港都市にふさわしい市街地

の発展を目的に区画整理事業が実施

された。 

浦和美園駅 

JR 成田駅・京成成田駅  
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② イオンモール浦和美園ショッピングセンター（埼玉県さいたま市緑区） 

― 店舗面積 50,593 ㎡  

― 敷地面積 119,484 ㎡  

― 開店日 2006 年 3 月  

― 区画整理事業名称 浦和東部第二特定土地区画整理事業（施行中） 

― 事業主体 都市再生機構 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浦和東部第二特定 

土地区画整理事業 

施行面積 183.2ha 

岩槻南部新和西特定

土地区画整理事業 

施行面積 73.8ha 

浦和東部第一特定 

土地区画整理事業 

施行面積 55.9ha 

イオンモール浦和美園 SC

「みそのウイングシティ」土地利用計画図 

浦和美園駅 

 

埼玉高速鉄道「浦和美園」駅周

辺地域は、四つの土地区画整理事

業による「みそのウイングシティ」

(総施行面積約 320ha)として、駅

及び、「埼玉スタジアム 2002」

を核とした、都心アクセスに優れ

た人口約 3 万人規模の新都市整備

が進められている。 

大門下野田地区 

施行面積 3.6ha 
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③ イオンモール名取エアリ（宮城県名取市） 

― 店舗面積 55,000 ㎡  

― 敷地面積 158,000 ㎡  

― 開店日 2007 年 2 月  

― 区画整理事業名称 名取市関下土地区画整理事業（施行中） 

― 事業主体 名取市関下土地区画整理組合（業務代行 西松建設）

― 施設用地の種類 換地（地権者より借地） 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名取市関下土地区画整理事業 

施行面積 69.5ha 

 

イオンモール

名取エアリ 

杜せきのした駅

［隣接地区］ 

名取市下増田臨空 

土地区画整理事業 

施行面積 114.5ha 

仙台空港から名取駅を結ぶ

仙台空港アクセス鉄道を中

心とした「仙台空港臨空都

市」構想の実現に向けた整備

が進められている。 
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④ イーアスつくば（茨城県つくば市研究学園都市） 

― 店舗面積 84,766 ㎡  

― 敷地面積 145,384 ㎡  

― 開店日 2008 年 10 月  

― 区画整理事業名称 つくば市葛城地区一体型特定土地区画整理事業 

（施行中） 

― 事業主体 都市機構 

― 施設用地の種類 保留地（買収） 

― 誘致方法 ＵＲ主催事業コンペ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

つくば市新庁舎予定地
約 7.5ha 

H22 開庁予定 
鉄筋コンクリート 7 階

つくば市葛城地区 

一体型特定土地区画整理事業

施行面積 484.7ha 

研究学園駅 

 

本地区は、つくば市中心部に隣接

し、H22 年にはつくば市新庁舎が

移転、研究学園都市の副都心機能を

担う生活と仕事に関わるサービス

が集まる「複合市街地」としての整

備が進められている。 
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⑤ イオン越谷レイクタウン（埼玉県越谷市） 

― 店舗面積 130,995 ㎡  

― 敷地面積 261,633 ㎡  

― 開店日 2008 年 10 月  

― 区画整理事業名称 越谷ﾚｲｸﾀｳﾝ特定土地区画整理事業 

（施行中） 

― 事業主体 都市再生機構 

― 施設用地の種類 保留地（買収） 

― 誘致方法 ＵＲ主催事業コンペ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

つくば市新庁舎予定地
約 7.5ha 

H22 開庁予定 
鉄筋コンクリート 7 階

越谷レイクタウン 

越谷ﾚｲｸﾀｳﾝ特定土地

区画整理事業 

施行面積 225.6ha 

本地区は、越谷市の東南部に位置

し、市の中心核である越谷駅周辺・

南越谷駅周辺を補完する副次核の

一つ。この事業は、河川事業（調節

池）と土地区画整理事業による新市

街地整備を一体的に進めるもので

あり、全国初のモデル的なまちづく

りを目指している。 
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● 大規模ショッピングセンター開発の動向調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 地域貢献にかかる業界の取組み 

・ (社)日本ショッピングセンター協会では、地域社会への貢献と地域の活性化に向け、よ

り実効性の高い取組みとするために、ショッピングセンター業界の参考や指標となる「シ

ョッピングセンターの地域貢献ガイドライン」を平成 19 年 1 月に策定した。ガイドラ

インの策定にあたり、平成 18 年 8 月に会員企業を対象に「ショッピングセンターの地

域社会への貢献」についてのアンケートを実施し、ガイドラインづくりの参考とした。

以下にアンケート調査結果を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 大規模ショッピングセンターは、地域社会において、優れた商品サービスなど

を提供すると共に、安心・安全な空間や、心の暖まるサービスやエンターテイ

メントなどの提供により多くの市民の支持を受けてきた。一方で、地域社会や

市民に対して様々な影響を与える存在となっており、より、地域市民の共感や

支持を得ることが不可欠となっている。このため、地域市民の一員として、地

域の発展やよりよいまちづくりへの寄与・貢献に向けた、各店舗による様々な

取組みが行われている。 

・ また、集客力を高める基本的な機能・要素として、施設規模、核店舗の業態、

専門店数、駐車場台数などが集客を支えることとなるが、基本的機能・要素の

みでは高い集客力を持つことが難しくなっており、新たな集客機能の導入を模

索する動きが見られている。そのひとつとして、都市観光やリゾート的な集客

施設を併設した店舗の開業がみられる。 
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② 地域貢献取組み事例 

・ 地域貢献への各種取組みを通して、来店目的の多様化・頻度の向上、地域での施設

支持率の向上、イメージアップを図っている。 

 

取組み内容 参考事例 

サービス提供を通じた暮

らしの総合的サポート 

・  公共公益施設の導入（医療・福祉・学習・行

政サービス等） 

地域環境との共生、安全

性・快適性の維持・管理

・ リサイクル推進拠点としての役割 

・ 災害時の防災拠点としての役割 

地域経済及び地域商業へ

の発展の寄与 

・ 地元経済団体や近隣商店街等とのイベント協力、

協賛、場所の提供 

・ 地元産品コーナー設置による地産地消への協力 

・ 起業家のためのインキュベート（チャレンジショ

ップ） 

・ ＳＣが有する運営手法や人材ネットワークを活

用した地域商業活性化への協力 

地域住民の働く場の提供

と雇用の創出 

・ 社員やパート・アルバイトの採用 

・ 高齢者の雇用 

地域のまちづくりへの協

力と貢献 

・ 地域の祭りや行事への協力 

・ 地域ボランティアへの参加（地域の清掃、募金活

動、献血活動等） 

環境対策 ・ 緑化推進 

・ 太陽光発電 

・ ごみ減量、リサイクル推進 
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イ） カリーノ宮崎／宮崎市（366,897 人）～公共公益施設の導入 

  

・ 宮崎市の都心に立地していた旧寿屋宮崎店の閉店を経て、従来の量販店スタイルから

公共公益施設と業務施設を導入した複合商業施設として再生。 

・ 4～5Ｆには市が誘致に成功したデルコンピューターのコールセンターが入居してい

る。 

・ 8 階の「中心市街地コミュニティスペース・ガガエイト」には市民生活を様々な面で

サポートする公共公益機能が設置されている。具体的な施設内容は下記のとおり。 

 

コミュニティホール、ワ

ークルーム、シアター 

市民の各種展示会・発表会等ギャラリー、発表会、会議・研修等

の場として広く市民に貸し出している。 

キッズルーム 子どもの一時預かり（有料）・遊び場・親同士の交流の場・読み聞

かせなど、子育て支援スペース。 

宮崎大学サテライト・オ

フィス 

公開講座・セミナー・研究発表・市民のまちづくりサロン・学生

によるサテライト研究室・大学生のまちなかゼミ・意見交換コー

ナーなど。 

IT（パソコン）コーナー 情報の提供として、パソコンを設置。 

カウンセリングルーム まちの保健室[血圧測定、病気の悩みなど]、女性の相談[DV など

行政相談[行政への相談、年金、税金、道路、苦情、要望など]。

市役所コーナー 情報端末キヨスクを稼動させ市の提供を行っている。 

宮崎県就職相談支援セ

ンター 

｢ヤング JOB サポートみやざき｣…若年者の就職に関する相談受

付、｢宮崎県ふるさと雇用情報センター｣…U ターン就職に関する

求人求職情報を提供、｢宮崎家内労働相談窓口｣…内職の紹介や斡

旋。 

（財）宮崎県国際交流協

会 

国際交流事業の企画・実施、国際交流･協力活動等の情報の提供、

県民と外国人との交流推進、住外国人に対する支援等を行う。 

施設概要（ＨＰより） 
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ロ） イオン越谷レイクタウンＳＣ／埼玉県越谷市（204,675 人）～環境への取り組み

  

・ イオンレイクタウンはエコロジーに関して本格的に取り組んだＳＣで、具体的な取り

組みは下記のとおり。イオングループでは、開業前に植樹活動を行うなど、環境負荷

軽減への取り組みを通して地域環境との共生を図っている。 

ソ ー ラ ー パ ネ

ル 

設置されたソーラーパネルの合計面積は、国内商業施設最大の 4,000 ㎡。

瞬間最大発電量は 487kw、年間約 41 万 kwh の太陽光発電を行う。こ

れにより削減される CO2 排出量は年間約 175 トンに相当する。 
壁面緑化・緑化

タイル 

建物の一部を壁面緑化することで、室内温度を快適に保ち、CO2 排出量

の削減につながる。 

ハ イ ブ リ ッ ド

ガ ス エ コ シ ス

テム 

6 基のコ・ジェネレーションシステムの内 1 基に、国内初の「ハイブリ

ッドガスエコシステム」を導入している。通常のコ・ジェネレーションシ

ステムより効率の良い施設内冷房が可能になる。このシステム導入を含

め、熱源システム全体で削減される CO2 排出量は、約 6,500 トンにも

及ぶ。 
電 器 自 動 車 急

速 充 電 ス テ ー

ション 

国内商業施設として初めて、電気自動車用の急速充電ステーションを設置

している。また電動バイクも同様に、11 基設置している。買い物中の

30 分程度で、満充電時の約 80%（120km）走行可能な充電が可能。 

エ コ 活 動 シ ン

ボルスペース 

「Act Green room」には、地域の方々によるコミュニティアート作品展

示から、地球規模のエコ情報まで、幅広い 15 種類のコンテンツを展示。地

球温暖化や環境保全をテーマとした短編映像やイオンレイクタウンが展開

するさまざまなエコの取り組みをまとめた映像も配信している。 

 

エコに関する取り組み（パンフレット、ＨＰより） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Act Green room（エコ活動シンボルスペース） 
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③ 都市観光、リゾートとしての魅力づくりを行なっている事例 

名称 
アーバンドッグ

ららぽーと豊洲

キャナルシティ

博多 
イーアスつくば

ハービスプラザ 

エント 

東京ミッドタウ

ン 

特色 

文化・芸術・教

育機能を導入

し、都市型生活

者を集客 

テーマ型飲食

街、シネコン等

の導入により、

エンターテイ

ンメント性を

強化 

学術研究都市

という立地を

活かして未来

型産学連携企

業を誘致 

大都市都心と

いう恵まれた

立地において

文化・芸術機能

を強化し、商業

機能とアート、

エンターテイ

メントを融合 

商業施設や劇

場、ホテル、オ

フィス等を複

合。大都市都心

における高質

な街空間を創

出 

所在地 東京都江東区 福岡市博多区
茨城県つくば市

研究学園 
大阪市北区 東京都港区 

開業年月 06.10 96.04 08.10 04.11 07.04 

都市人口 
江東区 

420,845 人

博多区 

195,711 人
200,528 人

北区 

100,385 人 

港区 

185,861 人

敷地面積 67,499 ㎡ 34,715 ㎡ 145,384 ㎡ 9,600 ㎡ 102,000 ㎡

店舗面積 48,211 ㎡ 42,508 ㎡ 84,766 ㎡ 27,624 ㎡ 18,193 ㎡

延床面積 165,037 ㎡ 234,501 ㎡ 124,250 ㎡   569,000 ㎡

施設

規模 

駐車台数 1,750 台 1,302 台 3,700 台   124 台

劇場・ホール   ●   ● ● 

ミュージアム ●       ● 

ライブハウス       ●   

学術研究施設     ●     

ホテル   ●     ● 

テーマ型飲食

店街 
  ●       

●   ● ●   

テーマ型施設 子供向け就業体

験施設 
  産直市場 大型楽器専門店   

●  ● ●   ● 

導入機

能 

その他 インターネット

放送局 

ショールーム、

オフィス 

結婚式場、サテ

ライト放送局
  

メディカルセン

ター、オフィス 
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イ） イーアスつくば 

  

・ 茨城県の「つくば市葛城地区一体型特定土地区画整理事業」土地分譲にて開発。つく

ば市研究学園にある郊外型の複合型ショッピングセンター。 

・  学術研究施設の「サイバーダインスタジオ」は、介護・福祉用自立支援ロボットス

ーツ「HAL」の研究・開発を手がけている介護ロボットメーカーによる体感型の展

示･学習施設を併設している。 

 

イーアスつくば全景 

 

 

 

 

 

サイバーダイン部分のフロアガイド及び概要（ガイド資料より） 
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ロ） 東京ミッドタウン 

  

・ 三井不動産主体で東京都港区赤坂九丁目にあった旧防衛庁跡地の再開発計画により誕生

した複合施設。商業施設、ホテル、オフィス等から構成される複合施設。ホールは大小 2

つの多目的ホールからなる。 

・  ホテルは外資系の高級ホテル「リッツカールトン東京」で、ウエディングやバンケット、

会議等にも対応。 

・  ミュージアムは「サントリー美術館」と「21_12 デザインサイト」。21_12 デザイン

サイトは有名デザイナーがディレクターとなり、テーマ性のある展覧会を開催している。

・  メディカルセンターには各種クリニック、検診センター等がある。 

東京ミッドタウン フロアガイド（パンフレットより） 
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３）市民センターづくりの方針の取りまとめに向けた情報収集 

 

○ 計画的な用地確保により、行政サービス機能を集約し、市民の利便性を高める取り組み

が行なわれているケースは多く、宜野湾市においても、普天間飛行場の跡地に用地を確保

し、市庁舎を中核とした市民センターを整備する必要性と効果について確認 

 

 ● 市役所を計画的に立地させた事例の収集 

 
 

・ 宜野湾市の類似団体において、土地区画整理事業地内に市役所を立地させた都市

を調査。 

・ 電話による聞き取り調査の結果、10 団体をリストアップ（「類型Ⅱ-３の都市に

おける市役所の立地状況調査（区画整理事業地内の有無）」を参照） 

・ 上記の団体の内、以下の３団体については、土地区画整理事業と市役所の立地状

況について詳細に調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※類似団体：平成 17 年度公共施設状況調（総務局自治財政局）による類型Ⅱ-3 に

分類される団体 

 

 

 

■ 詳細調査 類似団体 

土地区画整理事業内容 
類型Ⅱ-３の都市名 

名称 施行者 時期 

茨城県牛久市 牛久駅東特定土地区画整理事業 市 S56～H7 

福井県敦賀市 松島地区土地区画整理事業 市 S45～S63 

福岡県太宰府市 観世音寺土地区画整理事業 市 S52～H13 
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● 類型Ⅱ-３の都市における市役所の立地状況（区画整理事業地内の有無） 

 
名称 施行者 時期

1 北海道千歳市 千歳第一地区土地区画整理事業 組合 S17

2 北海道登別市 幌別地区土地区画整理事業 町 S32～S42

3 北海道北広島市 － － －

4 宮城県塩竈市 － － －

5 宮城県多賀城市 不　明

6 茨城県牛久市 牛久駅東特定土地区画整理事業 市 S56～H7

7 埼玉県蕨市 － － －

8 埼玉県志木市 － － －

9 埼玉県和光市 － － －

10 埼玉県桶川市 － － －

11 埼玉県久喜市 － － －

12 埼玉県北本市 － － －

13 埼玉県蓮田市 － － －

14 埼玉県鶴ヶ島市 － － －

15 千葉県四街道市 － － －

16 東京都国立市 立川都市計画国立土地区画整理事業 住宅公団 S40年以前

17 東京都福生市 牛浜志藻本町地区区画整理事業 組合 S24.6.11（換地）

18 東京都狛江市 － － －

19 東京都東大和市 － － －

20 東京都清瀬市 － － －

21 東京都稲城市 中央地区土地区画整理事業 市 S50～H4

22 神奈川県逗子市 － － －

23 神奈川県伊勢原市 － － －

24 福井県敦賀市 松島地区土地区画整理事業 市 S45～S63

25 静岡県伊東市 － － －

26 愛知県尾張旭市 － － －

27 愛知県日進市 － － －

28 京都府向日市 － － －

29 京都府長岡京市 － － －

30 京都府京田辺市 － － －

31 大阪府泉大津市 － － －

32 大阪府泉佐野市 － － －

33 大阪府高石市 － － －

34 大阪府藤井寺市 － － －

35 大阪府大阪狭山市 － － －

36 大阪府阪南市 － － －

37 兵庫県芦屋市 － － －

38 奈良県香芝市 － － －

39 福岡県田川市 － － －

40 福岡県筑紫野市 － － －

41 福岡県大野城市 春日原土地区画整理事業 県 S17～S32

42 福岡県太宰府市 観世音寺土地区画整理事業 市 S52～H13

43 佐賀県鳥栖市 － － －

44 鹿児島県奄美市 第二次土地区画整理事業 公共団体 S41～S42

区画整理事業地内の有無
類型Ⅱ－３の都市名

※●印は詳細調査都市 

● 

● 

● 
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①  茨城県牛久市 

― 人口 39,570 人 （宜野湾市 92,065 人 h20.9 末 HP

より） 

― 行政面積 58.89ｋ㎡ （宜野湾市 19.69ｋ㎡ HP より） 

― 事業名称 牛久駅東特定土地区画整理事業(H７完了) 

― 事業主体 牛久市 

― 施設用地の種類 市有地 

― 庁舎敷地面積 20,880.62 ㎡  

― 併設施設 保健センター  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

牛久市役所

牛久市役所

ＪＲ牛久駅 

ＪＲ牛久駅

牛久駅東特定土地区画整理事業

６８．９ｈａ 
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②  福井県敦賀市 

― 人口 69,017 人 H20.10.30 現在 

（宜野湾市92,065人 H20.9末 HP

より） 

― 行政面積 250.75ｋ㎡ （宜野湾市 19.69ｋ㎡ HP より） 

― 事業名称 松島地区土地区画整理事業 

― 事業主体 敦賀市 

― 庁舎敷地面積 15,185.23 ㎡  

― 併設施設 消防署（消防本部）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

敦賀市役所

ＪＲ敦賀駅 

敦賀市役所
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③ 福岡県太宰府市 

― 人口 68,070 人 H20.9.30 

（宜野湾市92,065人 H20.9末 HP

より） 

― 行政面積 29.58ｋ㎡ （宜野湾市 19.69ｋ㎡ HP より） 

― 事業名称 観世音寺土地区画整理事業 

― 事業主体 太宰府市 

― 施設用地の種類 市有地 

― 庁舎敷地面積 8,000 ㎡  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

西鉄五条駅 

太宰府市役所

観世音寺土地区画整理事業 

８０．２ｈａ 

太宰府市役所 
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４．環境・公園分野 

 

１）循環型社会形成モデル地域等としての取組の方向と期待される効果 

 

○ 環境にかかわるモデル事業として「エコタウン事業」があり、この地域指定を受けた取

り組みにより、北九州市では市民の環境に対する意識が高まっており、以下のような効果

にも期待 

・ 市内の新たな産業興しに貢献 

・ 地域の雇用創出に貢献 

・ 見学者による付随効果 

 

●  エコタウン事業 
 

・ 環境省・経済産業省が環境産業の振興や資源循環型社会の構築と目的としてエコタウン

事業を推進。 

・ エコタウンは地方自治体が地域住民、地域産業と連携しつつ取り組む先進的な環境調和

型まちづくりを支援する事業。 

エコタウン承認地域      
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２）跡地の緑化に関する情報収集 

 

○ 計画づくりの段階から「環境形成」という視点で緑化を位置づけておくことが重要 

○ 風などの環境条件が厳しい中で、大量の緑が必要となる場合には、苗木から育てる手法

が確実であり、樹木が必要となる概ね５年前から準備が必要 

 

● 崎山正美氏との意見交換の概要(資料－５参照) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 緑化・造園計画の順位 

・緑化は自然環境の形成という側面だけでなく、計画の初期段階から『環境形成』という視

点で空間を考えていくことが必要。 

② 現地の特質 

・普天間基地の表層は元々薄い島尻マージであったが、基地造成時にこれらが削り取られて

いる可能性がある。そのため岩土に対する緑化も見据えておく必要がある。またアルカリ

土壌であるため北部のような植生はできない。 

③ 台地端部の防災・環境形成上の課題 

・石灰岩台地の端部は崖地なので崩壊の可能性がある。 

・台地の端部周辺は、十分なゆとりをもって保全的な土地利用を行う必要があり、これは公

園ではなく、緑地としての位置づけが望まれる。旧来、端部にはウタキや拝所があり、そ

れが崖地の保全機能となっていた。 

④ 台地上の土地利用の知恵 

○ 道路線形の工夫 

・台地は平坦な地形のため直線的な道路が整備される傾向にあるが、直線の道路は風道をつ

る。風は植物にとって相当のストレスであり熱帯花木は育たない。 

・旧来の集落の道路は、なだらかに曲がっており、風の通りを遮るという小さな環境配慮を

している。 

○ 緑地表面水の排水の課題 

・大山の地下水の枯渇を防ぐためには、極力地下浸透を行う必要がある。但し、端部で雨水

浸透を行うと、崖地が崩壊する可能性がある。 

⑤ 緑化組合の運営 

・大面積の緑化に対しては、苗木から育てる手法が確実。苗木は、すぐに手に入るものでは

なく、計画的に生産する必要があるため、期間を明確にした上で造園業者等と「事前に契

約する」ことが重要になる。 

・植栽用の苗木は、概ね５年前から用意（生産の発注）しておけば良い。 

・風が強いなど環境条件の厳しいところでは、その土地で苗木から育てる方法が適している。

木が大量に必要という状況が見えてきた段階で、緑化公社等の組織をつくることも視野に

入れるべきではないか。 

⑥ 樹種選定 

・保全緑地的な場を強化するのであれば石灰岩の植生では「ガジュマル」、「アカギ」など。 

・首里城が沖縄の環境を見事に読み込んだ例であり、風が強くてやせた土地は「松」、崖線の

下で様々な堆積物があり水が湧いてくる土地は「アカギ」、「ウタキ」は自然植生で聖なる林。

このモデルを参考にしながら普天間飛行場一体の循環モデルをつくると良い。 
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● 沖縄県観光修景緑化計画調査（S53）沖縄県 

 

○緑化環境区分と緑化方針 

・沖縄の自然環境条件に応じた効果的な集計緑化を行うために、環境タイプを次のよう

に区分。 

①「シイ型」 非石灰岩山地部の自然植生分布地 

②「ガジュマル型」 石灰岩低地部の自然植生分布地 

③「リュウキュウマツ型」 石灰岩山地部～石灰岩低地部の代償植生分布地 

④「アダン型」 海岸線一帯 

⑤「天然林型」 亜熱帯性低湿地 

・沖縄の自然的・社会的条件から特徴づけられる地域特性を意識した修景緑化を行うた

めに、修景緑化タイプを次のように設定。 

①「風土型」 沖縄の風土を十分に感じさせるための対応タイプ 

②「トロピカル型」 熱帯をイメージされるための対応タイプ 

・土壌、潮風、乾燥といった植物の生育に最も影響の大きい要因に対する適応性と、緑

化材料としての価値及び市場性に留意して緑化材料を選定 

①「風土型」では、沖縄に自生する植物、沖縄で自然状態で繁殖が可能な植物、古

くから沖縄に植栽されてきた植物を選定 

②「トロピカル型」では、沖縄を分布の北限とする植物、人為的に管理を行えば十

分生育する植物、比較的新しい時代に導入された熱帯性植物を選定。 

○具体化方策 

・緑化材料の生産体制の整備のための生産者サイドでの研究・開発と情報提供、需給情

報の集中管理、実情に即した段階的な植栽計画の立案。 

・台風対策の一環としての剪定・整姿、生長の早い雑草に対する適切な草刈り、幼木類

や植栽後２年以内の樹木・花木類・「トロピカル型」樹種に対する施肥、樹種ごとの

病虫害対策といった、沖縄の特性に応じた植物保育管理。 
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３）循環型社会形成に向けた供給処理施設の可能性 

 

○ 都市部では市街地内に供給処理施設が立地し、隣接施設や周辺の公共公益施設への熱供

給、電力供給が行われている状況を確認 

○ 跡地における循環型社会形成に向けて、供給処理の計画づくりに取り組むことが有効 

 

● 市街地との共生に背理した供給処理施設の事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 余熱利用によるプール導入（ふれあい健康増進館ゆらら／静岡県新沼上清掃工場） 

・清掃工場がゴミを焼却する際の熱で湯を湧かし、圧力をかけ摂氏130度の高圧高温水を熱交換
器（3基）により90度の高温水（循環水）にし、プール、浴室、シャワー用の温水や施設内の
床暖房に利用。 

《1F》 フロント／温水プール／男女更衣室／トレーニングルーム／会議室等 
《2F》 浴室／ドライサウナ／リラクゼーションルーム／ヒーリングルーム／休憩

コーナー／大広間／小和室（有料）等 
― 経営 静岡市経営、財団法人静岡市振興社運営  
― 利用人数 203,000余人（平成13年度）  
― 総発電量 8,000kw 
― 余乗電力量 120万kcal/h   
― 供給媒体 温水（熱交換器 3基）  
― 開館時間 10時から22時（日、祝日のみ20時まで）  
― 休館日  毎週火曜日（火曜日が祝日の場合は開館） 

 

 

 

 

 

 

 

 

① デザインに配慮した供給処理施設（エコロの森 古賀清掃工場／福岡県古賀市） 

・エコロの森は、人と地球のことを考えた"次世代型都市ごみ処理施設"。 
・ここには「ごみ焼却施設」「リサイクルプラザ」「最終処分場」「再生・展示棟」の 4 つの

施設があり、古賀市・福津市・新宮町から集められたごみの処分・処理が行われている。
 

○ごみ焼却施設       ○リサイクルプラザ     ○再生・展示棟 
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③ 都市型清掃工場の例 ―目黒清掃工場 

○ 周辺環境との調和 

・都心の住宅街に位置し、建物の色彩や形状を一新すると共に、豊かな緑を採り入れ、管理

棟の一 部は地域活動にも利用できるよう配慮。 

○ 充実した公害防止設備 

・排ガス処理、排水処理、公害防止設備に当時としては最新の技術を導入。 

・補助１９号線にはごみ搬入車の専用レーンを設置。 

○ 徹底した自動化 

・大型の分散処理コンピュータ・システムを採用し、ほとんどの操作を自動化。 

○ 効率的な熱利用 

・ごみ焼却で得られた熱を場内の空調や給湯に使用するほか、蒸気タービン発電で、工場で

必要な電力のすべてをまかなっている。 

・余熱は、近接している目黒区民センター、田道小学校、複合施設に供給し、余剰電力は東

京電力に送っている。 
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１．供給処理施設の現況と課題 

   

 

 

 

 

 

１）上水道 

 

① 宜野湾市の上水道計画 

・ 宜野湾市の上水道は、福地ダム・北部河川、中部河川、嘉手納井戸群、倉敷ダム、海水

を水源に、沖縄県企業局の北谷浄水場・海水淡水化センター、山里調整池、南上原調整池

より受水し、配水池より各配水区域へ供給されている。 

・ 普天間飛行場は、南上原調整池より直接受水している。 

 

 宜野湾市の水源～上水道の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料－８ 供給処理分野にかかる既往計画等のレビュー 

普天間飛行場含む

○ 各施設の将来計画は、軍用地としての利用を前提としており、普天間飛行場の返還時

期、返還後の計画方針に応じて計画を具体化する予定 

○ 供給処理施設や情報通信施設は、循環型社会の形成や産業・機能導入の促進に向け、

跡地利用の計画フレームが定まった段階で、新たな施設計画の検討が必要 



 210

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 211

② 上水道整備状況・配水量 

・ 宜野湾市の年間総配水量は､増減があるものの概ね一定量で推移している。普天間飛行

場に対する給水量も、同様の傾向にある。 

 

水道事業の推移 

1日平均 １人１日 行政区内人

口 
給水人口 普及率

年間総 

配水量 配 水 量 平均配水量 

年間総 

給水量  

 (人) (人) （％） (㎥/年) (㎥/日) (ℓ/日人) (㎥/年)

H14 88,190 88,190 100 10,709,930 29,342 333 10,101,088

H15 88,670 88,670 100 10,809,509 29,534 333 10,125,590

H16 89,535 89,535 100 10,597,222 28,954 323 9,892,040

H17 90,064 90,064 100 10,720,985 29,373 326 10,004,287

H18 90,795 90,795 100 10,893,034 29,601 326 10,062,716

 

軍用地の給水量の推移        単位：㎥/年 

 普天間基地 （参考）瑞慶覧基地 基地計 

H14 479,750 356,454 836,204 

H15 497,784 335,270 833,054 

H16 447,066 292,870 739,936 

H17 373,702 305,562 679,264 

H18 400,982 265,732 666,714 

5ヵ年平均 439,857 311,178 751,034 

1日平均 

（㎥/日） 1,205 853 2,058 

 

給水量の推移 
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③ 上水道の給水量の推定 

・ 宜野湾市では、平成17年度に事業評価時において、「宜野湾市水道事業変更認可申請書

（第10次拡張事業）H7.3」（目標年次H17）の見直しが行われ、平成26年度目標によ

る推定値が設定された。 

・ この推定値では、現施設の公称能力39,300㎥/日に対し、平成26年度における一日最大

給水量を36,700㎥/日と設定している。 

・ なお、米軍基地（普天間・瑞慶覧）の一日平均使用水量は実績より2,200㎥/日と設定し、

平成17～26年の間一定とされている。 

 

給水人口・給水量の実績・推定値 

 

有効水量  一日 一人一日 一人一日 
給水 

人口 
生活・ 

業務等 
基地 計 

無効

水量
平均給水量 平均給水量 最大給水量 

年度 

(人) (㎥/日) (㎥/日) (㎥/日)
(㎥/

日)
(㎥/日) (L/日/人) (㎥/日) 

H14 88,190 28,577 2,291 30,868 765 31,633 359 33,270

H15 88,670 28,582 2,276 30,858 952 31,810 359 34,368

H16 89,535 27,998 2,027 30,025 1,036 31,061 347 34,464

H17 90,064 29,040 2,200 31,240 760 32,000 354 35,500

H18 90,795 29,160 2,200 31,360 840 32,200 353 35,700

H19 91,900 29,260 2,200 31,460 840 32,300 352 35,800

H20 92,600 29,560 2,200 31,760 840 32,600 352 36,200

H21 93,400 29,680 2,200 31,880 820 32,700 350 36,300

H22 94,100 29,750 2,200 31,950 850 32,800 349 36,400

H23 94,900 29,860 2,200 32,060 840 32,900 347 36,500

H24 95,600 29,940 2,200 32,140 860 33,000 345 36,600

H25 96,300 30,010 2,200 32,210 790 33,000 343 36,600

H26 97,100 30,100 2,200 32,300 800 33,100 341 36,700

 ※公称施設能力：平成8年度以降39,300㎥/日 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

実
績 

推
定 
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２）下水道 

 

① 宜野湾市の下水道（汚水）計画 

・ 宜野湾市は、「沖縄県中部流域下水道」の伊佐浜処理区（浦添市、宜野湾市、沖縄市、

北中城村、北谷町、嘉手納町、読谷村により構成）に属し、発生した下水（汚水）は、「宜

野湾浄化センター」に流入・処理されている。 

・ 市内は、「宜野湾市流域関連公共下水道」の整備が進められており、普天間飛行場は、

伊佐処理分区に含まれている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※黄色着色部：伊佐浜処理区 

沖縄県中部流域下水道区域図 

●沖縄県中部流域下水道 

 ・伊佐浜処理区 

○宜野湾市流域関連公共下水道 

・伊佐処理分区（普天間飛行場含む）

・大謝名処分区 

宜野湾浄化 

センター 
東シナ海 

宜野湾市の下水（汚水）処理の流れ 
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② 下水道（汚水）整備状況 

 

イ）宜野湾市流域関連公共下水道 

・ 宜野湾市流域関連公共下水道の平成 19 年度における整備済面積は 1,740ha で、人口

普及率 90.6％、処理区域内に対する使用人口（水洗化率）97.7％、認可面積に対する整

備率 90.5％となっている。 

 

公共下水道整備状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

ロ）宜野湾浄化センター 

・ 宜野湾浄化センターの現在の施設は、日最大約 118,000 ㎥の下水処理能力を有してい

る。 

・ 平成19年度実績では7市町村（浦添市、宜野湾市、沖縄市、北中城村、北谷町、嘉手納

町、読谷村）から１日に約99,450㎥の下水を受け入れている。 

 

宜野湾浄化センターの稼動状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政人口 利用可能人口 人口普及率 利用人口 水洗化率 

人 人 ％ 人 ％ 

① ② ③=②/① ④ ⑤＝④/② 

90,589 82,105 90.6% 80,230 97.7%

全体計画 

面積 

認可 

面積 

整備済 

面積 

計画面積 

整備率 

認可面積 

整備率 

ha ha ha ％ ％ 

⑥ ⑦ ⑧ ⑨＝⑧/⑥ ⑩＝⑧/⑦ 

1,972 1,923 1,740 88.2% 90.5%

供用開始 
昭和 45年（1970年）７月  

 ※昭和 51年（1976年）より高級処理を開始

処理能力 最大 118,000 ㎥／日 

年間総下水量 36,396,880㎥／日 

最大流入下水量   261,630㎥／日 

最小流入下水量   79,370㎥／日 

平
成
１
９
年
度
実
績 年間平均下水量   99,450 ㎥／日 
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③ 下水道（汚水）の将来計画 

・ 沖縄県では、今年度（平成２０年度）に「沖縄県中部流域下水道事業計画（変更）」が

作成され、事業計画は平成２４年度、全体計画は平成４０年度を目標年次として見直され

た。 

・ 普天間飛行場は、全体計画、認可計画共に、軍用地（普天間飛行場、キャンプ瑞慶覧）

として扱われています。軍用地からの排水量は、平成１５～１７年の給水量から設定され

ており、日最大２,288㎥／日が見込まれてる。 

 

沖縄県中部流域下水道事業計画変更認可申請書（H20年度） 

 事業計画 全体計画 

目標年次 平成 24年 平成 40年 

処理区域 伊佐浜処理区 

処理区域面積 8,670.6ha 9,073.1ha 

内宜野湾市 1,922.9ha 1,972.4ha 

内軍用地  624.0ha  624.0ha 

計画人口 315,600人 355,900人 

内宜野湾市  97,900人 110,100人 

家庭汚水量原単位 391L/人日 391L/人日 

宜野湾市 295L/人日 295L/人日 

計画汚水量（日最

大） 161,000㎥／日 178,000㎥／日 

内宜野湾市  43,680㎥／日  48,667㎥／日 

内軍用地   2,288 ㎥／日   2,288 ㎥／日 

 

 

軍用地給水量の推移         （単位：㎥／日） 

 H15 H16 H17 H15～17平均

宜野湾市 

 普天間飛行場 

 キャンプ瑞慶覧 

2,276 2,027 1,186 1,830 

 

 

 

 

 

 

 

 

【軍用地排水量（日最大）の算定】 

■軍用地排水量（日平均） 

給水量（H15～17平均）→ 1,830 ㎥／日 

■軍用地排水量（日最大） 

  排水量（日平均）／ 日最大変動比 0.8 ＝ 2,288 ㎥/日 
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３）ごみ処理 

 

① 宜野湾市のごみ処理の概要 

・ 宜野湾市から排出されたごみは、沖縄市、北谷町の２市１町で構成される倉浜衛生施設

組合の中間処理施設において焼却処理または破砕処理され、焼却残渣や破砕残渣は最終処

分場で埋立処分されている。 

・ また資源は、民間業者で再資源化されています。粗大ごみの一部の草木類は、同組合を

経ず、民間業者で堆肥化されている。 

・ なお、米軍基地から排出される廃棄物等は県内の民間処理業者によって収集運搬から処

理・処分まで委託処理されてる。このほか感染性の廃棄物については、基地内の施設で焼

却処理等が実施されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宜野湾市の中間処理及び最終処分フロー 
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中間処理施設及び最終処分場の位置図 
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② ごみ処理の現況 

 

イ）ごみ量の推移 

・ 倉浜衛生施設組合の平成18年度の総ごみ量における宜野湾市の割合は33％を占めてい

る。一人当たりごみ量は構成市町である沖縄市、北谷町に比べ最も少ない量となっている。 

・ また、宜野湾市のごみ量は、過去5年間で16年度から平成17年度にかけて若干増加しま

したが、おおむね減少傾向となっている。 

 

構成市町別の搬入量及び割合(H18年度)    (単位：t/年） 

 
人口 

(人) 

燃える 

ごみ 

燃えない

ごみ 

粗大 

ごみ 
資源 合計 

割合 

(％) 

一人１日

当たり量

(g/人日)

沖縄市 133,214 35,734 1,451 547 3,176 40,908 53 841

宜野湾市 90,776 21,308 722 1,115 2,174 25,319 33 764

北谷町 27,430 9,401 436 122 873 10,832 14 1,082

計 251,420 66,443 2,609 1,784 6,223 77,059 100 840

搬入量（ｔ/日） － 182 7 5 17 211 － － 

 

宜野湾市ごみ量の推移             （単位：t/年） 

 

  
人口 

(人) 

燃える 

ごみ 

燃えない

ごみ 

粗大 

ごみ 
資源 合計 

１日あた

りのごみ

量 

(ｔ/日) 

一人１日当た

り量 

(g/人日） 

H13 87,880 22,661 1,743 1,477 3,307 29,188 80 910

H14 88,385 22,432 1,559 1,588 2,715 28,294 76 877

H15 88,720 22,304 1,355 1,887 2,436 27,982 77 864

H16 89,671 20,834 996 998 2,385 25,213 69 770

H17 90,173 21,306 912 1,026 2,209 25,453 70 773

H18 90,776 21,308 722 1,115 2,174 25,319 69 764

 

宜野湾市ごみ量の推移グラフ 
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ロ）焼却施設の稼動状況 

・  焼却施設は、第二工場（100t/16h）、第三工場（120t/16h）、合計 220ｔ/16h の

処理能力を有している。 

・  しかし、平成18年度には222.7t/16h稼動しており、実質処理能力の約1.2倍の稼動を

余儀なくされている状況となっている。 

 

ごみ焼却施設の稼動状況    （①～③単位：t/16h） 
 

 

 

 

 

 

 

※実質処理能力は、処理時間の短縮、設備・装置の補修・点検・整備などで裂かれる時間

を考慮した能力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ① 

処理能力（公称）

② 

実質処理能力 

③ 

稼動実績（H18） 

④ 

稼動率③/② 

第二工場 100ｔ/16h 85ｔ/16h 95.7ｔ/16h 1.125 

第三工場 110ｔ/16h 102ｔ/16h 124.0ｔ/16h 1.245 

合計 220ｔ/16h 187ｔ/16h 219.7ｔ/16h 1.175 
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③ ごみ処理施設整備計画 

イ）沖縄県倉浜地域循環型社会形成推進地域計画 

・  沖縄市、宜野湾市、北谷町及び倉浜衛生施設組合では、平成 18 年 10 月に、平成 18～22

年度を計画期間とした循環型社会形成推進地域計画が策定された。 

・  この計画には、廃棄物の減量化、リサイクルの推進、最終処分量の抑制等に関する戦略

的な目標を始めとして、３Ｒ（ﾘﾃﾞｭｰｽ・ﾘﾕｰｽ・ﾘｻｲｸﾙ）、熱回収（ｴﾈﾙｷﾞｰﾘｶﾊﾞﾘｰ）、適正処

分の推進に関する施策等が定められている。 

・  可燃性廃棄物として焼却される廃棄物については、統合した焼却施設にて高効率な熱回

収（発電）を行うこととされており、倉浜衛生施設組合では、平成２２年度より、現在稼

働中の焼却施設に代わり、熱回収施設が稼働し、またリサイクルセンターも新たに供用が

開始される予定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

整備される処理施設 

整備施設種

類 
事業名 処理能力 設置予定地 

事業期

間 

リサイクル

センター 

倉浜地域リサイクルセ

ンター施設整備事業 

選別・破砕・圧縮・梱包

約82ｔ/日 

沖縄市池原地区

（民・市有地） 

H18 ～

H21 

熱回収施設 倉浜地域ごみ処理施設

整備事業 
約309ｔ/日 

沖縄市池原地区

（民・市有地） 

H18 ～

H21 

ストックヤ

ード 

倉浜地域吸ストック

「ヤード施設整備事業

熱回収施設から発生する

スラグ、リサイクルセン

ターから発生する資源物

の貯留を含む 

沖縄市池原地区

（民・市有地） 

H21 

一般廃棄物等の処理状況と目標値 
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４）ガス 

 

① 宜野湾市のガス供給状況 

・  宜野湾市は、全域がプロパンガス供給区域である。 

・ 都市ガスによる供給はなされていないが、隣接する浦添市、西原町、中城村の一部まで、

ガス事業者（沖縄ガス株式会社）の都市ガス供給区域となっている。 

・ 同社では、現在、土地区画整理事業などの開発区域を重点的に供給管の整備を進めてお

り、沖縄県における同社の供給区域における普及率は約44％となっている。 

 

② 都市ガス供給計画 

・ ガス事業者（沖縄ガス株式会社）では、今後、電力事業者（沖縄電力）が中城村に建設

予定の火力発電所からLNG（液化天然ガス）を受け入れ、都市整備にあわせて中城村から

西側地域へ供給区域を拡大する方針であり、宜野湾市もその対象となっている。 

・ また、普天間飛行場が返還された場合は、供給圧力を高め幹線を利用することで基地跡

地への供給も可能とする考えである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市ガス供給区域図（沖縄ガス株式会社） 



 223
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５）電力 

 

① 供給状況 

・ 電力事業者（沖縄電力）は、普天間飛行場用地内にある普天間変電所から、飛行場及び

その周辺へ電力供給している。 

・ 普天間飛行場により、送電線が国道58号、国道330号の両側2系統となるなど、配電線

ラインの効率的な構築に弊害が見られる。 

 

② 将来計画 

・ 電力事業者（沖縄電力）では、返還後の土地利用計画などの内容に応じて、既存施設の

活用や新設を検討し電力供給計画を具体化していく考えである。 

・ なお、変電所については、返還後、1箇所程度の新設は必要と考えられている。 

 

③ 今後の展望 

・ 電力事業者（沖縄電力）では、都市景観の向上等に向けた取組みとして、電線類の地中

化や発電所の屋内化などに今後も取り組んでいく考えである。なお、大山の高台の普天間

飛行場境界付近にある送電線の地中化については、既存の道路及び新設道路下への敷設に

ついて検討が必要である。 

・ 環境への負荷軽減への取り組みとして、CO2削減を目的としたLNG（液化天然ガス）に

よる発電施設を建設中である。また、ごみ処理衛生組合などが行っているごみ焼却廃熱利

用による売電を購入しており、今後も環境への負荷軽減に向けた取り組みを進めていく考

えである。 

 

普天間分岐線ルート概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

普天間飛行場
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６）情報通信基盤施設 

 

① 情報通信基盤施設の整備状況 

・ 振興拠点の活動を支える高水準の情報通信基盤として、ユビキタスネットワークの整備

は不可欠である。現在、宜野湾市においては、光ファイバー、ＤＳＬ、ＣＡＴＶによるブ

ロードバンドサービスが提供されている。 

 

沖縄県ブロードバンドマップ（平成 20 年 9 月末現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宜野湾市 

総務省沖縄総合通信事務所 HP より 
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② 将来計画 

・ 情報通信事業者（NTT西日本沖縄支店）では、返還後の土地利用計画、将来人口計画に

応じて情報通信サービス計画を具体化していく考えである。 

 

③ 先進的な取組み 

・ 普天間飛行場跡地利用基本方針では、「振興の拠点における活動を支えるとともに、通

信手段を活用した多用なコミュニケーションによる新しい勤務形態や生活利便を実現する

ために、高水準の情報通信基盤の整備を促進する。」とされており、ユキビタスネットワ

ークによる多種多様な情報交換を図り、価値創発型の社会の実現を目指している。 

・ 総務省では、ユビキタスネットワーク技術等を活用し、世界最先端のサービス開発、実

証実験等を促進し、豊かな国民生活の実現に寄与することを目的とした「ユキビタス特区」

事業が実施されており、沖縄県では、５事業が実施されている。 

 

沖縄管内「ユビキタス特区」一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務省沖縄総合通信事務所ＨＰより 
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座間味村「ユキビタス健康サービス（ＮＴＴ西日本沖縄支店） 
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７）新エネルギー 

 

① 燃料電池 

・ 燃料電池は、電気化学反応によって燃料の持つ化学エネルギーを直接電気エネルギーに

変換するため、エネルギー変換に伴って発生する損失が少なく、高い発電効率が得られる

省エネルギー性に優れた装置である。 

・ 廃棄物の持つエネルギーを有効利用するリサイクルシステムの形成が可能であり、大気

汚染や二酸化炭素（ＣＯ２）の発生も少なく地球温暖化の防止に貢献できる低環境負荷型

の発電方式として期待されている。 

 

水素エネルギーを利用するモデル都市 

 

 

福岡県、新日本石油、西部ガスエネルギー株式会社は共同で、福岡県前原（まえばる）市

に家庭用燃料電池を１５０台規模で集中的に設置する世界最大の「水素タウン」の整備を進

めている。 

環境を切り口としたホームエネルギーを導入した団地の実現に向けた取組みが進められ

ている。 
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② 風力発電 

・ 風力発電は、風力エネルギーの約40％を電気エネルギーに変換できる比較的効率の良い

ものである。 

・ 風力発電を設置するには、その場所までの搬入道路があることや、近くに高圧送電線が

通っているなどの条件を満たすことが必要となる。 

・ 今後は、日本特有の地形や気象条件に対応した風車や、革新的な大型風車の開発による

発電コストの低減、規制緩和による立地点の確保、電力系統に与える影響を緩和するため

の出力安定化技術の開発などが必要になる。 

 

レーザー式風向風速予測制御システム（沖縄電力） 

 

・風力発電は、自然条件に左右され出力が変動するため、小規模な電力系統へ過大に風

力発電を導入していくと、電力品質（電圧・周波数）の低下を引き起こし、既存電力

系統の運用に支障をきたす恐れがある。 

・このようなことから、沖縄電力では伊平屋風力発電実証研究設備において、世界初と

なるレーザー式風向風速予測制御システムを導入、不規則な風を予測し、風力発電の

制御と出力の安定化を実現するための研究開発を行っている。 

 

従来方式とレーザー式システム概要 

 

＜レーザー式風向風速予測システムの特徴＞ 

― レーザー式風向風速計により風車ブレード通過前の風向風速を測定  

― 風車ブレードによる気流の乱れの影響なしに風向風速を測定  

― 風車ブレード通過前の風向風速から測定風到達時の風車の向き、翼の角度を調整 

― 測定風≒発電用風であり、予測制御が可能  

― 事前予測の制御により発電出力が安定 

 



 231

③ 太陽光発電 

・ 太陽光発電システムは、太陽の光を電気(直流)に変える太陽電池と、その電気を直流から

交流に変えるインバータなどで構成されている。 

・ 現在、日本で多く利用されている住宅用の太陽光発電システムでは、発電した電気は室

内で使うが、電気が余った時には電力会社からくる配電線に戻し、電気が不足する夜間や

雨天時には配電線から電気の供給を受ける。この配電線に戻した電力は、電力会社が買い

取っている。 

 

 

産業等用太陽光発電に関するフィールドテスト試験（沖縄電力） 

 

・「産業等用太陽光発電フィールドテスト事業」は産業分野などへの導入促進に有効な太

陽光発電システムの実証試験を目的に、NEDO(新エネルギー・産業技術総合開発機構)

と沖縄電力が共同研究を実施する事業。 

・北大東太陽光発電実証研究設備は北大東島

において、熱回復効果を持つアモルファス

太陽電池の発電特性を評価するとともに、

従来の架台を用いた設置工法とは異なる低

コスト設置工法を検討し、太陽光発電シス

テムに関する新形態利用の実証試験を実

施。 

 

 

北大東太陽光発電実証研究設備の発電実績（平成 13 年度～平成 17 年度） 
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２．供給処理分野の計画方針の取りまとめに向けた検討の方向 

 

   

 

 

 

 

１）供給処理分野にかかる目標設定 

 

① 循環型社会の形成 

・ 普天間飛行場の跡地における環境形成のあり方を踏まえ、循環社会、環境共生社会のモ

デルとしての跡地における供給処理施設計画が担っていくべき役割を再確認し、循環型社

会の形成に向けた具体的な目標を設定する。 

・ 目標設定にあたっては、各種供給処理施設の先進的取り組みの事例紹介や市民・県民か

らの意見を反映する場を設け、市民・県民の共通認識のもとで循環社会、環境共生社会の

具体的イメージを明らかにする。 

 

② 産業・機能導入の促進 

・ 沖縄県の振興拠点としての産業・機能導入のポテンシャル向上、実現性の確保を図るた

め、導入する産業・機能の具体の計画とあわせて、これらの立地に必要な各種供給処理の

量及び質についての目標を設定する。 

・ 上記検討においては、導入する産業・機能だけではなく、跡地全体の土地利用を考慮に

入れて検討するとともに、供給目標量・質の設定に際しては、新たな技術導入の可能性を

読み込む必要がある。 

・ また、産業・機能導入にあたって必要とされる情報通信基盤の機能や、新しい生活・居

住形態も踏まえた情報通信基盤のあり方について整理する。 

 

２）重点的な検討の方向 

 

① 地下水系の保全に向けた水循環システム 

・ 湧水量、水質の保全に向けて、地下浸透方式の雨水処理システムを導入する可能性や課

題についての検討を行い、計画方針の取りまとめに反映させる。  

 

② 資源循環の視点を重視した廃棄物処理システム 

・ ごみ処理にともなう環境負荷の増大を抑止するために、資源循環の視点に立って、廃棄

物の縮減、廃棄物のリサイクルに向けたごみ処理のシステムを導入する可能性や課題につ

いて検討を行い、計画方針の取りまとめに反映させる。 

 

 

 

○  供給処理分野にかかる計画方針の取りまとめには、跡地利用計画における「土地利用・

環境づくり方針案」及び「供給処理分野にかかる既往計画等のレビュー」を踏まえて、

循環型社会の形成や産業・機能導入の促進に向けた検討課題を明らかにすることが重要 
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③ 実験的な取組の導入 

・ 循環型社会形成を先導するモデルとして、環境共生モデル住宅地区等の「計画開発」の

実現に向けた検討を行い、計画方針の取りまとめに反映させる。  

 

④ 産業・機能の導入に向けた情報通信基盤 

・ 研究交流型の産業機能の導入やテレワーカーの来住を促進するとともに、今後の観光リ

ゾート産業の情報化に対応するためには高度な情報通信基盤が不可欠であり、重点的な取

組が必要である。 

・ に二対応するヵ産業観光そくしんするためにはク就業者職住近接型のワークスタイルや 
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供給処理施設の計画方針策定フロー 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画内容の具体化に向けた検討

供給処理施設に関する計画づくり

供給処理施設に関する整備目標の検討

①循環社会・環境共生社会の形成に向けた目標設定

②産業・機能導入の促進に向けた目標設定

③上下水道の計画づくり
【上水道】

・水供給の基本方針（水源・新たな提案等）

・配水区域と主要施設（浄水場・配水池）

【下水道】

・排水流域の考え方と地下水涵養の方針

・主要排水施設（幹線水路・調整池）の配置方針

・資源（処理水・汚泥等）再利用の方針

⑤その他の供給処理施設の計画づくり
【電力・ガス】

・供給の基本方針

　（既存方式と新たな供給システムの考え方）

・新たな電力供給システムの提案

・既存方式による供給方針

　（供給元・幹線ルート・変電所の必要性の検討）

・電線類の地中化方針

【情報通信基盤】

・情報通信基盤の種類・配置方針

【その他の供給処理施設計画】

・その他、跡地利用において必要となる

　供給処理施設の検討・提案

④廃棄物・ごみ処理に関する計画づくり
・廃棄物・ごみ処理の基本方針

 （計画対象区分、資源再利用方針等）

・処理又は再利用施設の方針

 （域内処理、既存施設利用）
・処理施設等計画

・域内収集システムと減量化への支援方針

土地利用・環境づ
くり方針案

土地利用の計画フ

レーム

・土地利用区分

区分別の概略規模

(仮)普天間公園

整備構想案

・整備目標

・施設イメージ

環境づくりの取組み

方針

・風景づくり

・環境共生

・緑化

都市空間構成方針

・ﾃﾞｻﾞｲﾝｺﾝｾﾌﾟﾄ

・土地利用配置方針

供給処理施設予備的調査

・現状把握と課題整理

地
権
者
・
市
民
・
県
民
の
意
向
醸
成
・
合
意
形
成

供給処理施設計画の取りまとめ

跡地利用計画

供給処理施設に関する実現性の検討

計
画
方
針
の
策
定
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１．交通分野 
 

１）広域交通に関する調査・計画のレビュー 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

調査の全体構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H21 以降（予定） 

総合交通戦略の

実施、都市計画

区域マスタープ

ラン 

（都市計画法第6
条の2）等に反映 

○ 沖縄県では、今年度（平成２０年度）に沖縄本島中南部都市圏の総合都市交通計画（都

市交通マスタープラン、総合交通戦略）の策定に向け調査を実施中であり、「沖縄本島中

南部都市圏総合都市交通協議会」における協議・検討を踏まえた将来交通網計画案（公

共交通網、道路網）の取りまとめを予定 

○ 中間的な成果においては、普天間飛行場跡地は、那覇都心～沖縄（市）都心の都市圏

軸上にあり、基地跡地利用拠点軸として、中部縦貫道路、宜野湾横断道の配置及び中南

部都市圏を縦断する新たな公共交通システム導入の可能性が示されており、「土地利用・

環境づくり方針案」の取りまとめに反映 

※沖縄本島中南部都市圏総合都市

交通協議会資料に一部追加記入 

資料－９ その他の分野にかかる予備的な情報収集 
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① 将来公共交通網計画案 

 

■新たな公共交通システムの導入 

・ 特に多様な都市機能が連続し、基地跡地利用拠点等街づくりの促進等が期待される都市

圏軸の西側では那覇から沖縄間での連続的なシステムを配置。 

・ 都市圏軸東側ではモノレール延長も活かした副軸となる新たな公共交通システムを導入。 

■地域間を支える主要なバス交通の拡充 

・ 都市拠点、基地跡地利用拠点、地域拠点相互間は、各拠点及び生活圏間の活動を支える

バス交通網を拡充し、需要規模に応じた利便性の高いサービス水準を確保。 

・ 北谷、嘉手納、読谷方面へサービスするフィーダーバス路線、地域拠点間の連絡バス、

Ｐ＆Ｒ機能が新たな公共交通システムと連携する交通結節点を配置。 

 

将来公共交通網計画案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【那覇～沖縄南北都市圏軸】 

定時速達性・輸送性に優れた

新たな公共交通システム ※ 

【拠点相互間】 

地域間を支える主要なバス

交通 ※ 

【都市圏軸東側】 

モノレール延長も活かした

副軸となる新たな公共交通

システム ※ 

【交通結節点】 

新たな公共交通システムと

連携する交通結節点 ※ 

※ 沖縄本島中南部都市圏総合都市交通協議会資料に普天間飛行場跡地に関連す

る事項について記入 「沖縄本島中南部都市圏総合都市交通協議会」資料に普天間飛行場跡地に関連する事項を追加
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② 将来道路交通網計画案 

・ 道路の段階構成と機能分担を考慮し、主に都市圏の骨格的な交通体系を形成することを

目的として高規格道路および主要幹線道路に関する将来道路網計画案を設定。 

 

 

 将来道路交通網計画案 

「沖縄本島中南部都市圏総合都市交通協議会」資料
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２）交通体系の計画方針策定に向けた検討の方向 

 

   

 

 

 

 

 

① 新しい広域計画のレビューと基本方針の検証  

・ 平成20年度の計画策定が予定されている「中南部都市圏総合都市交通計画」にもとづき、

基本方針の交通に関する部分の検証を行い、地権者及び県民・市民の意向を踏まえつつ、

基本方針の見直しも検討する。 

 

② 交通体系整備の目標及び計画条件の取りまとめ  

・ ①の検討結果を踏まえて、循環社会、環境共生社会の形成、広域的な計画の実現、跡地

利用の促進等を交通体系整備の目標として、それらの実現に向けた計画つくりの方向につ

いて検討を行い、計画条件として取りまとめる。 

 

③ 道路網整備計画に関する検討  

・ ①、②の成果を踏まえて、幹線道路や地区レベルの道路について、計画の具体化に向け

た検討を行い、跡地利用計画の策定に必要な事項を計画として取りまとめる。 

 

④ 公共交通体系整備計画に関する検討  

・ ①、②の成果を踏まえて、広域や跡地における公共交通体系について、計画の具体化に

向けた検討を行い、跡地利用の策定に必要な事項を計画として取りまとめる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 普天間飛行場跡地における幹線道路網、公共交通体系の方針は、関連計画の具体化

に向けた今後の検討状況を見守りつつ、跡地利用計画における「土地利用・環境づく

り方針案」を踏まえ、循環社会、環境共生社会形成、広域的な計画実現、跡地利用の

促進等に向けた整備目標を設定 
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交通体系の計画方針策定フロー 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画内容の具体化に向けた検討

　　　　　　　　計画方針の検討

②交通体系整備の目標及び計画条件の取りまとめ
　－循環社会、環境共生社会の形成に向けた整備目標
　－広域的な計画の実現に向けた整備目標
　－跡地利用の促進に向けた整備目標

③道路網整備計画に関する検討
　－幹線道路のﾈｯﾄﾜｰｸ、計画緒元等
　－歩行者空間等整備に関する計画方針
　－道路景観形成に関する計画方針

④公共交通体系整備計画に関する検討
　－広域的な公共交通体系整備に関する計画
　－跡地内を対象とした
　　　　　　　　　先進的な公共交通システム整備

　　　　　　　　基本方針の再検討

①広域計画のレビューと基本方針の検証
「中南部都市圏総合都市交通計画」等の
　　　　　　　　レビューと基本方針の検証
　－広域幹線道路整備に関する基本方針
　－公共交通体系整備に関する基本方針
　－新しい取り組みに関する基本方針

土地利用・環境づ
くり方針案

土地利用の計画フ

レーム

・土地利用区分

区分別の概略規模

(仮)普天間公園

整備構想案

・整備目標

・施設イメージ

環境づくりの取組み

方針

・風景づくり

・環境共生

・緑化

都市空間構成方針

・ﾃﾞｻﾞｲﾝｺﾝｾﾌﾟﾄ

・土地利用配置方針

交通に関する計画の取りまとめ

跡地利用計画

　　　　　　　　実現性に関する検討
⑤交通体系の整備手法に関する検討
⑥整備プログラムの想定
　（整備時期、役割分担、整備費用等）
⑦地権者との協働による整備可能性の検証

計
画
方
針
の
策
定

中南部都市圏
総合都市交通

計画

地
権
者
・
市
民
・
県
民
の
意
向
醸
成
・
合
意
形
成

関連計画
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２．周辺市街地分野 

 

１）跡地と周辺市街地を一体的に捉えた既往計画及び調査成果のレビュー 

 

 

 

 

 

 

① 宜野湾市都市計画マスタープラン（平成 16 年、宜野湾市） 

・ 市街地整備のガイドラインとなる地区別構想が取りまとめられており、跡地と周辺市街

地にまたがる幹線道路の計画づくりにあたっては、地区別構想に配慮する必要がある。 

・ 跡地利用を契機として、跡地と一体となった健全な市街地形成の誘導を図るための土地

利用の再編を優先的に行う。 

・ そのための手段の一つとして、跡地においては、密集市街地の改善事業を促進するため

の種地の確保が期待されている。 

   

  ② 環境共生・創造型再開発事業の枠組みに関する調査（平成 13､14 年度 国土

交通省） 

・ 周辺市街地整備との連携による計画づくりに向けて、跡地整備関連道路の沿道市街地整

備、既成市街地整備に必要な代替地の確保、跡地整備とあわせたその他の基盤整備などち

る検討が必要とされている。 

・ とくに、跡地整備に関連する幹線道路は、跡地利用の促進や迂回の解消のために、早期

整備の必要性が高いため、早期着手に向けた取組が必要とされている。 

 

③ 地権者の協調・共同によるまちづくり事業の枠組に関する調査（平成 17 年

度 国土交通省） 

・ 跡地と周辺市街地にまたがる幹線道路整備について、周辺市街地における幹線道路整備

方策（道路のみ整備、沿道１街区の整備、周辺市街地を含む整備）の比較評価、周辺市街

地における幹線道路整備と跡地整備事業との連携方策にかかる比較検討を行なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ これまでに、宜野湾市の既成市街地の現況把握、課題抽出、整備方策の検討等にか

かる調査が実施されており、それらの成果をもとに、跡地利用を契機とした周辺市街

地整備の考え方についてレビュー 
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２）平成 20 年度「普天間飛行場跡地利用計画に係る周辺市街地整備調査」の概要 

 

   

 

 

 

 

① 調査の目的 

・ 周辺市街地の行動計画の第１段階の取り組みとして、基礎的条件の整理・分析により宜

野湾市の市街地環境を評価するとともに、周辺市街地整備の課題を具体化し、周辺市街地

の検討範囲及びその検討課題を明らかにすることを目的としている。 

 

② 調査項目と調査の流れ 

 

○ 周辺市街地の整備課題を踏まえて、跡地利用を契機とした周辺市街地整備に向けた

取組の方向について検討を行うために、平成 20 年度より、関連調査を実施中 

○ 今後、この調査成果を、周辺市街地分野の計画方針の取りまとめに反映 
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３．文化財・自然環境分野 

 

１）自然環境調査 

 

 
 
 
 
 
 

（１）既往調査のリストアップ 

調査年度 調査名 実施主体 調査内容 

平成13 

～19年度 

宜野湾市自然環境調査 宜野湾市 手法検討調査 

環境基盤調査 

生活環境調査 

生態系調査 

 

（２）宜野湾市自然環境調査の主要な調査成果 

 

① 調査の概要 

・ 主として基地周辺部において、環境基盤、生活環境、生態系にかかる情報収集を実施。 

・ 環境基盤調査では、地下水流域区分、水収支等について調査。 

・ 生活環境調査では、大気質、土壌、水質、沿岸海域底質、海域生物（サンゴ礁、藻場

分布）について調査。 

・ 陸域生態系調査では、貴重種、在来植物の樹林地等に着目。 

 

② 計画づくりに際して配慮すべき事項 

・ 環境基盤については、雨水の地下浸透を阻害しないようにするために、地下水流域毎

にバランスのとれた開発を行うことが必要。 

・ 生活環境については、湧水量と水質を維持し、農業生産、湧水に関わる文化財、市民

生活、沿岸海域環境への影響を回避するために、以下のような対応が必要。 

－石灰岩台地における地下水保全を考慮した土地利用 

－石灰岩台地の地層構造が有する地下水涵養機能の保全 

－汚濁水の地下水脈への直接流入の回避 

－適切な生活排水対策と石灰岩層の持つ地下水浄化機能への配慮 

・ 陸域生態系については、以下のような対応が必要。 

－在来植物の樹林地を可能な限り保全し、やむを得ず改変する場合は先駆陽樹林の分布地

に止めるとともに、改変域の樹木や土壌を移植し、樹木の量を維持 

－大山地区における水田環境の維持につながるしくみを跡地に導入 

－地下空洞上部の建ぺいを避け、雨水浸透を促し、洞内の乾燥化を回避 

○ 主として、普天間飛行場周辺における環境基盤、生活環境、生態系に係る調査を実

施中。返還前の立入りが制限されているため、普天間飛行場内の調査は未完了 

○ 普天間飛行場内では洞穴や地下水系に対する配慮が重要 
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③ 今後の検討課題 

・ 地下空洞については、極力返還前に情報収集を行うために、基地内への立ち入りが必

要。 

・ 基地利用や上流側の市街地からの流入にともなう汚濁物質の調査を実施。 

・ 植物・動物分布状況については、基地内立ち入りによる既往成果の検証が必要。 

・ 地下水の水質等については、年次変動が大きいため、経年的な動向を追加把握すること

が必要。 
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■自然環境保全の基本方向（平成 19 年度調査結果の概要） 
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２）文化財関連調査 

 

 

 

 

 

 

 

（１）既往調査のリストアップ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査年度 調査名 実施主体 調査内容 

平成13年度 

普 天 間 飛 行 場 周 辺

（内外）基準点設置

業務 

沖縄県 

・埋蔵文化財の位置確定のため

の基準点及び水準点の設置 

平成13年度 
埋蔵文化財既存資料

検討調査 
宜野湾市 

・文化財調査の既存情報整理 

平成13 

～15年度 

宜野湾市埋蔵文化財

情報管理システム導

入調査業務 

宜野湾市 

・埋蔵文化財調査の効率化に向

けたＧＩＳの導入とシステム

構築 

平成１４年度
埋蔵文化財地測シス

テム導入調査業務 
宜野湾市 

・埋蔵文化財調査の効率化に向

けたＧＰＳの導入 

平成１４ 

～16年度 

埋蔵文化財自然科学

分析導入調査 
宜野湾市 

・埋蔵文化財調査の効率的実施

に向けた自然科学分析調査の

検討 

平成1５ 

～17年度 

埋蔵文化財保護基本

マニュアル導入調査 
宜野湾市 

・重要遺跡保存整備基本構想の

作成 

平成１６ 

～17年度 

普天間飛行場旧土地

利用再現調査 
宜野湾市 

・埋蔵文化財調査の効率的実施

に向けた戦前の地形と土地利

用の再現調査 

平成13 

～15年度 

埋蔵文化財広域発掘

手法検討調査 
文化庁 

・調査期間の短縮に向けた調査

手法の検討 

平成 ９ 

～1９年度 

基地内埋蔵文化財分

布調査 
沖縄県 

・普天間飛行場内埋蔵文化財の

試掘、範囲確認調査 

平成13 

～1９年度 

基地内遺跡ほか発掘

調査 
宜野湾市 

・普天間飛行場内埋蔵文化財の

試掘、範囲確認調査 

○ 普天間飛行場の一部の区域において、主として埋蔵文化財包蔵地の所在・範囲等を

確認（滑走路等が使用中のため、全域の調査は未完了） 

○ 跡地利用に際しての取り扱い方針は今後の検討課題 
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（２）文化財関連調査の主要な調査成果 

 

① 調査の概要 

・ 普天間飛行場の区域においては、5,1０0 箇所の試掘・範囲確認調査が必要と推定され

ている。 

・ これまでの「埋蔵文化財関連調査」により、沖縄県と宜野湾市は、普天間飛行場内の外

周部の 1,700 箇所において、遺跡や古墓群等の埋蔵文化財を対象とした発掘調査や範囲

確認調査を実施している。 

・ あわせて、正確な分布と位置を確認するための基準点及び水準点の設置、本発掘調査の

円滑かつ迅速な実施に向けた物理探査手法等の検討を実施。 

 

②  計画づくりに際して配慮すべき事項 

・ これまでの調査により、普天間飛行場の一部の区域において、埋蔵文化財包蔵地の所在・

範囲が明らかにされ、一部については遺跡の時期や性格が把握されてきたが、現状保存の

必要性等、跡地利用にかかる計画づくりにおいて配慮すべき事項等については、今後の調

査・検討を待つ必要がある。 

 

③ 今後の検討課題 

・ 今後引き続き、普天間飛行場の内、試掘・確認調査を実施していない区域（滑走路等）

における調査を促進し、全域における埋蔵文化財包蔵地の所在・範囲の把握、資料化を行

うことにより、跡地利用にかかる計画づくりに反映させる必要がある。 

・ 跡地整備に際して実施すべき本発掘調査の要否等の判断に必要な基準を定めることなど

により、円滑な跡地整備に必要な条件を整える必要がある。 

 

埋蔵文化財保護に向けた全体ゾーニング図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：埋蔵文化財保護基本マニュアル（平成 17 年度） 
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取組のメニュー 跡地利用促進効果 跡地への導入にかかる課題 

１）計画開発の促進 
・広域的な貢献により、国、県等の集中的な取組を跡地に導入 
・優れたまちづくりにより、跡地における機能誘致を促進 

・一体的な用地供給の可能性 
・開発を主導する主体の導入・創設 

●観光リゾート拠点ゾーン ・沖縄観光の新たな発展基盤の強化、「海」にかかる負荷の軽減等に貢献 
・緑豊かで優れたデザインの空間づくりによる跡地全体のイメージアップ 

・県の観光振興計画における位置づけの確保（県主導による取組の可能性） 
・ｵｰｼｬﾝﾋﾞｭ-の可能性検証（眺望が得られる範囲、景観阻害要素等） 
・業界、観光客等から見た「陸」の拠点に対する評価を確認 

●研究開発型産業ゾーン ・周辺の既存施設（大学、コンベンションセンター等）との連携による交流活動を拡大
し、沖縄の振興に貢献 

・跡地における人材・企業の誘致を促進し、人材の誘致により跡地への来住を促進 

・周辺に立地する既存機能との連携の効果・可能性等の検証 
・県内他地区との棲み分けの方向の明確化 

●大規模区画住宅ゾーン ・優れた環境のセカンドハウス用地等（プチホテル、リゾートオフィス等を含む）を求
める県内外からの移住・長期滞在等の住宅地需要を喚起 

・道路整備等にかかる宅地整備コストを低く抑えた用地供給が可能 

・セカンドハウス用地としての付加価値の付与（ｵｰｼｬﾝﾋﾞｭｰ、緑の環境、高度な医療施設等）
・大規模（1000～3000 ㎡）な用地の低価格供給（分譲・賃貸）に向けた地権者意向の醸

成や供給方式 

●「交流空間」形成型住宅ゾ ーン ・住んでみたい住宅地のモデルとして、跡地全体の住宅地のレベルアップを先導 
・跡地の住宅地需要として期待されるゆとりある戸建指向の需要を県内外で喚起 

・優れた計画づくりに共感する入居者を集めるしくみの導入 
・住宅地環境の持続性を担保する管理システム等の導入 

●集落空間再生ゾーン ・跡地の住宅地需要として期待される旧集落居住者の地権者住宅整備を促進 
・跡地の魅力スポット、文化的資源として、住宅地全体のイメージアップと跡地への来

訪を促進 

・生活利便性と歴史文化性の両立に向けた計画・デザイン手法の確立 
・旧集落地権者の参加意向の醸成に向けた取組 

●市民センターゾーン ・市民利用施設の適正配置による市民の利便の向上 
・市民広場等の整備による市民の連帯感の醸成 

・市庁舎等の移転を含む新しいセンター形成に対する市民合意の確保 
・長期・段階的な整備に向けた開発用地の取得・保有方策の導入 

●複合的な広域拠点ゾーン ・新しい都市拠点形成により、中南部都市圏の発展に貢献 
・跡地全体の立地ポテンシャルを高め、まちづくりを促進 

・中南部都市圏の将来ビジョンとの整合 
・機能誘致可能性を踏まえた都市像の構築 

２）戦略的な機能の導入 
・計画開発の起動 
・跡地全体における機能立地を先導し、跡地利用を促進 
・広域的な貢献により、施設整備に国、県等の取組を導入 

・機能導入計画の具体化に向けた取組手順の構築 

●新たな観光リゾート地の「旗印」

となる施設 

・観光リゾート拠点の計画開発を起動 
 

・ホテルについては、国内外からの企業誘致を促進するための方策の導入（立地施設に対す
るアドバンテージの付与等） 

・その他の機能については、観光業界の積極的な取組や県の施策としての位置づけの確保 

●研究開発型産業拠点の中核施設 ・研究開発型産業拠点の計画開発を起動 ・研究交流促進機能については、民間企業の共同の取組等を促進するための方策の導入（立
地企業に対するアドバンテージの付与等） 

・インキュベート機能については、県の施策としての位置づけの確保 

●機能の複合による融合型高次都

市施設 

・広域的な集客を促進 
・跡地における機能集積の核として、関連する機能誘致を促進 

・候補となる施設にかかる情報収集や働きかけ 

●半定住型居住者用住宅 ・住宅やサービスの供給により、幅広い来住を促進 ・取組の方向や跡地利用促進効果について、地権者や住宅デベロッパー等への情報発信や働
きかけ 

●新しいタイプの都心共同住宅 ・足元人口の拡大により、都市拠点形成を促進 
・利便性が高い住宅を供給し、跡地の住宅需要として期待される共同住宅需要を喚起 

・優れた住環境と高い利便性を兼ね備えた立地の選定 

 

●テレワーク用住宅 ・跡地の住宅需要として期待される県外からの移住を促進 ・テレワーク業務を斡旋する仲介機能などの整備 

●多様なコミュニティ施設 ・多様なライフスタイルを支える機能を導入し、暮らしの場としての魅力を高め、来住
を促進 

・住宅地開発とあわせた計画・整備・運営手法の確立 

資料－10 平成１９年度調査による「取組のメニュー」の評価 
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取組のメニュー 跡地利用促進効果 跡地への導入にかかる課題 

●市民センターのシンボルとなる

施設の導入 

・市の取組意欲を市民や世の中にアピールし、新しい都市拠点形成に向けた機能誘致を
促進 

・早期に実現可能な取組の選定（市民広場の整備や市庁舎の移転計画の公表等） 

●広域的な商業施設の導入 ・大きな集客力の導入により、新しい都市拠点形成に向けた機能誘致を促進 ・目標とする都市拠点像にマッチした施設形態に向けた誘導 

●環境教育・情報発信施設の導入 ・県民に対する情報発信拠点として整備し、循環型社会形成に貢献 
・循環型社会形成に向けた取組振りを世の中にアピールし、賛同者の来住や機能立地等

を促進 

・施設の整備・運営に向けて、県・市の施策として位置づけや民間企業や団体の参画による
態勢づくり 

●環境共生住宅の導入 ・跡地への導入を促進し、循環型社会形成に貢献 
・環境共生型のライフスタイルに共感する人々の県内外からの来住を促進 

・商品開発・普及活動の促進と公的支援策等の導入 

３）ソフトな取組の導入 ・計画づくりやそれに沿ったまちづくりの促進 ・取組の実現に向けた関係者の意向醸成、合意形成 
・取組の促進に向けた制度創設、態勢づくり 

●ゆとりある住宅用地の供給 ・ゆとりを求める住宅需要を喚起し、来住を促進 ・来住者が負担できる価格での用地供給可能性の検証 
・定期借地方式や「薄利多売」戦略の導入等に対する地権者意向の醸成 

●まとまりある用地の供給 ・計画開発や大規模用地需要型の施設立地の条件を整え、跡地利用を促進 ・先行取得、地権者用地の共同利用、保留地の計画的活用等の可能性を検証 

●長期にわたる計画的な用地の供

給 

・跡地の住宅需要として期待されるゆとりある戸建指向の来住者の期待に応える用地
を整備、供給 

・段階的な跡地整備を行なう事業手法の確立と地権者合意の確保 

●（仮）普天間公園の豊かな緑を生

かした計画づくり 

・大規模公園の緑に面する付加価値の高い宅地を整備し、跡地利用を促進 ・公園の背景としてふさわしい景観形成を誘導 

●敷地内緑化の促進 ・緑豊かなまちづくりの魅力をアピールして、来住や機能誘致を促進 ・緑化の効果や必要性について地権者等の理解を促進 
・緑化にかかる負担軽減策等の導入 

●地権者や住民の協働によるルー

ルづくり 

・優れた街並み景観の魅力をアピールして、来住を促進 ・ルールづくりの効果や必要性について、地権者等の理解を促進 

●利用者参加による計画づくり ・好みに合った計画づくりに参加できることにより、来住意欲を高め、来住を促進 ・利用者公募、協働による計画づくり、建設、維持管理を実施する事業モデルの構築  

●まちづくりに関する情報発信と

情報収集 

・跡地への立地需要の喚起や需要実態の把握を長期、継続的に行なうことにより、的確
な跡地利用を推進 

・長期、継続的な情報発信、情報収集を行なう主体の確立 

●市場の開拓に向けた計画・デザイ

ンの公募等 

・優れた計画づくりにより、跡地の魅力を高め、機能誘致を促進 ・アイデアの募集・活用を行なう手法・主体の確立 

●地権者主導の開発態勢づくり ・地権者の総意の結集により、計画開発や多様な住宅地づくり等を促進 ・地権者主導の必要性について地権者の理解を促進し、地権者意向の応じた地権者組織を結
成 

●公的なリーダーシップによる開

発態勢づくり 

・産業拠点開発や新都心開発等のまちづくりの骨格となる開発に取り組み、跡地利用
を促進 

・県、市等の重要施策としての跡地利用計画の位置づけ 

●地権者主導に向けた支援策 ・地権者活動を支援することにより、地権者の主体的な取組を促進 ・支援策の導入に向けた情報提供や活動費用の確保 

●環境技術の開発、商品化の促進 ・環境共生まちづくりへの貢献や世の中へのアピールにより、跡地利用を促進 ・環境技術の活用に向けた研究開発態勢の構築 

●環境負荷の軽減に向けた計画手

法の開発 

・環境共生まちづくりへの貢献や世の中へのアピールにより、跡地利用を促進 ・計画手法の導入に向けた研究開発態勢の構築 

 

（続き） 
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１） 計画条件図作成の目的と作業方針 

 

① 跡地利用計画の策定に向けた予備的な情報整理 

・ 「全体計画の中間取りまとめ」を経て、跡地利用計画の策定に向けた検討を進める過程

では、跡地の特性や周辺市街地の現況にかかるより詳細な情報収集を行い、計画条件図を

整備する必要がある。 

・ 本調査においては、跡地利用計画の策定に向けた情報収集の第一歩として、計画条件図

のもとになる既存資料の所在等について情報整理を行う。 

・ 今後、計画づくりの段階に応じて、計画づくりに必要となる新たな情報を収集するため

に、既存資料の検索や新規資料の作成に取り組む必要がある。 

 

② 「土地利用・環境づくり方針案」の取りまとめ 

 ・ 「土地利用・環境づくり方針案」の取りまとめにあたっては、跡地の特性や周辺市街地

の現況を把握した上で、方針案づくりの手がかりとなる考え方を構築していく必要がある。 

・ とくに、都市空間構成にかかる計画方針の検討にあたっては、跡地の特性や周辺市街地

の現況を地図上に表した計画条件図をもとに、都市空間構成にかかる考え方を模索する必

要がある。 

・ 本調査においては、跡地の地形を活用した土地利用や環境づくり、周辺市街地との連携

による跡地利用等に着目して、既存資料の組み合わせや加工・編集による計画条件図を作

成し、計画づくりの手がかりとなるアイデアを模索、検証するとともに、計画条件図を関

係者が共有することにより、「方針案」にもとづく意見交換を促進することを目的とする。 

 

２）既存資料の収集 

 

 ① 情報収集の対象 

 ・ 基礎的な資料として、宜野湾市地形図（最新、接収前）、空中写真（最新、接収前）、宜

野湾市都市計画図を収集する。 

・ 植生、文化財、流域・地盤・地下構造、地形分類については、普天間飛行場跡地利用関

連調査の成果等を収集する。 

・ 普天間飛行場区域界は宜野湾市都市計画図にもとづきデータを作成する。 

・ 各種施設立地現況、字界・小字界は宜野湾市地形図等にもとづきデータを作成する。 

 

② データ作成の対象区域 

・ 跡地及び周辺地域を含む主として宜野湾市の区域（東西７㎞、南北７㎞程度）について、

対象別にデータを作成する。 

 

資料－１１ 計画条件図の作成 
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既存資料の一覧 

 
既存資料  

対象とする分野 
資料及びデータ名称等 形式 入手先 

１ 軍用地区域界 宜野湾市都市計画図（H20.3）により作成 CAD 同上 

２ 現況地形 宜野湾市地形図 H20.3 TIF 
宜野湾市基地跡地

対策課 

3 空中写真（S20） 昭和 20 年 1･2 月空中写真 S20.1･2 JPEG 宜野湾市文化課 

4 空中写真（H10） 平成 10 年空中写真 H10.12 TIF 同上 

5 旧地形（T8） 大正 8年地形図 T8 CAD 同上 

6 旧地形（S20） 昭和 20 年基盤地図 S20.1･2 CAD 同上 

7 植生分布 

「自然に抱かれ、恵み豊かな宜

野湾市をめざして」ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ図

面データ 

H18.3 CAD 宜野湾市基地跡地

対策課 

8 
流域・地盤・地下構

造 
同上  CAD 同上 

9 各種施設立地現況 宜野湾市地形図（H20.3）により読取 CAD  

10 文化財分布 平成 13 年文化財分布図 H14.3 CAD 宜野湾市文化課 

11 埋蔵文化財分布 平成 13 年埋蔵文化財分布図 H14.3 CAD 同上 

12 大字界・小字界 宜野湾市地形図（H20.3）により作成 CAD  

13 地形分類 昭和 23 年地形分類図  CAD 宜野湾市文化課 

14 都市計画 宜野湾市地形図（H20.3）より作成 CAD  

15 等高線 平成 12 年地形図 CAD 宜野湾市文化課 
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３）「土地利用・環境づくり方針案」のための計画条件図 

 

① 現況及び既定計画 

・ 跡地及び周辺市街地の現況と既定計画を図示したものであり、計画づくりの基礎的な計

画条件として活用する。 

・ 宜野湾市地形図（平成20年３月）、軍用地区域界図、大字・小字界図、既定都市計画図

で構成する。 

   

② 旧集落及び並松街道 

・ 旧集落及び並松街道の位置を図示したものであり、歴史的資源の再生に向けた土地利用

誘導の計画条件等として活用する。 

・ 昭和20年基盤地図（跡地内）、平成20年宜野湾市地形図（跡地外）、軍用地区域界図、

大字・小字界図で構成する。 

 

③ 地形の特性 

・ 跡地及び周辺市街地の地形区分を図示したものであり、跡地西側におけるオーシャンビ

ューを活用した土地利用誘導の計画条件等として活用する。 

・ 等高線、地形分類図により高さ関係の概略を表現する。 

 

④ 植生の分布  

・ 跡地及び周辺市街地における注目すべき植生を図示したものであり、跡地における環境

づくりの方針について検討を行なう計画条件等として活用する。 

・ 宜野湾市地形図（平成20年３月）、軍用地区域界図、植生分布図で構成する。 

 

⑤ 主要施設の立地 

・ 周辺市街地における大学、コンベンション施設、跡地の近傍に立地する小・中学校等の

位置を図示したものであり、周辺市街地との連携に着目した土地利用誘導の計画条件等と

して活用する。 

・ 宜野湾市地形図（平成20年３月）、軍用地区域界図、大字・小字界図、各種施設立地図

で構成する。 

 

 なお、地盤・地下構造、埋蔵文化財については、「方針案」に反映すべき分野別の計画方

針が未定であるため、計画条件図は作成していない。 
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